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1　序説

1．1社会的背景と本論文の基本的な問題意識，研究意義

ブランド（Brand）とは，「個別の売り手もしくは，売り手集団の商品やサービスを識別さ

せ，競合他社の商品やサービスと差別化するためのネーム，言葉，記号，シンボル，デザ

イン，あるいはそれらを組み合わせたものl」である（AmericanMarketingAssociation：

AMADictionary）［1］．ブランドの語源は，古代ノルド語（現ノルウェー語）の「Brandr：

焼き印をつける」にあると言われるように，古くは家畜やワイン樽の管理に使われること

に始まった．そして，意匠・商標など制度的な発展をしながら，これまでは主に「所有者

の明示と識別」をする役割を担ってきた．

しかし，現代社会において「ブランド」の概念は，経済活動の発展と共にその範囲が拡

張されている．実務に関わるマーケターやブランドマネージャー，あるいは消費者のほと

んどが，「識別」機能だけではブランドの定義として不十分だと感じるだろう．なぜなら，

前述の定義にもあるように，現代の人々は，「良いモノ・悪いモノ」といった絶対的ある

いは相対的に「差別化」をできることが，ブランドの主たる役割であると認識しているか

らである［2］．つまり，ブランドに差別化をもたらす，市場での知名度，評判，価格優位

あるいは自身の中に構築（経験）された印象や感情などブランドに関係づけられた特別な

「情報」を伴ったもの（消費者がそう認知できるもの）こそが，ブランドであると理解され

ているのである．このブランドに関係づけられた「情報」は，マーケテイングやブランド

に関する研究においては，－一般に「ブランド連想」と呼ばれている．

従来，ブランド連想の重要性は，性能や機能よりも情緒・感性的側面を重視しやすいフ

ァッションやアパレルなどの業界で活発に議論が行われてきた．そして，彼らは早くから

消費者の抱くブランド連想を効率的・効果的に形成するための「ブランド・マネジメント」

を企業の中核的戦略に据えてきた．しかし，現在では，製造業やB to B企業にとっても

ブランド・マネジメントは有効な経営戦略と考えられており，盛んに導入がおこなわれる

ようになっている［3］．

これは，現代の技術内容が極めて高度化（ブラックボックス化）してきたと共に，業界全

体の技術力が向上したため単純に製品の機能的側面だけが競争力となりにくくなってき

たことが背景として指摘できる．このような状況下においては，我々は比較的容易に利用

でき，自分たちが判断可能な範囲の情報に依存しやすくなりがちである．商品の機能・ス

l原文は、「Abrandisa“Name，Term，Design，Symbol，OranyOtherfeaturethatidentifiesoneseller’s

good or service as distinct fromthose ofother sellers．”」（AmericanMarketingAssociation：Ah仏

Dictionary）。翻訳はケラーの戦略的ブランディング（恩蔵監訳，2010）より引用。
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ペックというよりも∴提供する企業あるいは商品のコンセプト，他者の評判，自身が感じ

た印象など感性的で抽象化されたブランドからの連想情報を，購買や消費の判断材料とし

て用いることになるのである．すなわり、我々はブランドを手掛かり（Cue）として，効率

的・効果的に情報処理を進めることを習慣として身に着け始めているのであり、ブランド

は我々の日常生活とは切っても切れない関係になっているのである．

また，ブランドは従来の企業や企業の製品・サービスにとどまらない概念となりつつあ

ることも重要である．現代はあらゆる分野で数多くの選択肢が提供されている．日常を見

渡すと我々が考えなければいけないブランドは，スポーツやェンターティメント　祭事・

宗教などあらゆる領域に広がりを見せている［2］．本論文で取り上げる「地域ブランド

（PlaceBrand／RegionalBrand）」もブランドの一つである．生産地（国）や発祥地，発信

地の地名ブランドとして捉え，例えば，スーパーマーケットの売り場で，商品に「メイド・

イン〇〇〇」や「（国名）〇〇〇産」と書かれていれば，我々はそこから様々なことを連想

あるいは推測し，購買判断の情報として利用するのである．この地域ブランドは，食品だ

けでなく工業やサービス業，複合的な旅行・観光業，さらには居住など産業から生活まで

幅広く包含するのが特徴である．

我が国では，この地域ブランドの中でも都道府県や市町村のようなローカルな地域ブラ

ンドが特に注目を集めている［4］．平成の市町村合併によって消失する地域のアイデンテ

ィティ維持やその一方で新たに拡大された新地域の統合の象徴として地域（ブランド）を

どう位置づけていくのか，また地方分権の中で地域独自の資源を活かした固有の産業（ブ

ランド）政策をどう創造していくのか，という課題を突破する「切り札」として期待が寄

せられているのである［5］．実際，地域ブランドに関する取り組みは，大企業の取り組み

というよりも地域住民の有志等の活動に始まり，それが社会で関心を持たれ，知名度のア

ップや消費の拡大（地域への経済波及効果上交流人口の増加などをもたらすところまで発

展するケースが多い（例えば［6］，［7］）．地域自らが，身の丈で取り組むことができる

ため，多くの都道府県・市町村の総合計画等で「地域ブランド」の言葉が掲げられ，自治

体が独自に事業を進めたり，地域の活動を応援する体制が整備されてきた．国もこの動き

を後押しするように商標法を改正し，地域ブランドを活用して地域活性化の活動を円滑に

進めるための「地域団体商標制度」（2006）を設定している．

しかし，身近な取り組みであり，気軽に取り組みを始めることができることは利点では

あるものの，いざ，地域ブランド構築のための戦略を立てて進めようとした段階で行き詰

まることも少なくない．既存の企業ブランド研究のノウハウが生かせるとする指摘もある

5



が，地域ブランドの場合は前述したように包含される範囲が多岐にわたり，「企業のように

ブランドの主体（所有者）や範囲（カテゴリ）が明確に規定できない」ことに問題がある．こ

のため消費者が地域ブランドに対してどのような情報処理を行い，どのような連想内容を

持つのか，が十分に明らかになっていないのである［8］．

言い換えれば，消費者の地域ブランドに対する認知プロセスが明らかにすることができ

れば，地域ブランドの構築に必要な戦略を体系的に立てることが可能になる．これは地域

ブランドを構築する取り組みの成功確率を高めるものであり，地域活性化という現実的な

課題に対して直接的に貢献できる極めて意義のある研究となる．また，2011年の東日本大

震災以晩福島県周辺では放射能汚染による風評被害に苦しんでいるが，これらは負のブ

ランド構築がなされてしまった状況とも言える．本研究は直接的に風評被害を研究テーマ

とするものではないが，地域ブランドに対する消費者の認知プロセスに関する研究成果の

一部はこうした問題の解決にも応用できる可能性がある．

本論文は以上の点を基本的な問題意識、研究の社会的意義として設定し，特に地域ブラ

ンド構築の取り組みが盛んな食・生鮮食品分野を対象に，消費者の地域ブランドに対する

認知プロセスを明らかにすることを試みる．最終的には，本論文の一連の研究を通じて）

地域ブランド構築を進める自治体や地域団体の活動に戦略的な活動視点を与えることを

目的としている．

1．2研究対象と概念定義

本論文は，食，特に農水産一次産品等のいわゆる「生鮮食品」カテゴリにおける地域ブ

ランドの利用を主な研究対象とする．カテゴリを特定するのは以下の2つの理由による．

第1に，ブランドに対する情報処理は，一般に製品カテゴリの持つ「知覚リスク」等に

応じて大きく異なることが先行研究から指摘されてきた．知覚リスクとは製品の購買ある

いは消費に際して，発生するコストや不利益等について消費者自身が予測する負の影響で

ある．例えば，車や家などの耐久財は知覚リスクが高いが，本研究で対象とするような生

鮮食品など「最寄晶」は知覚リスクが低いと言われている［9］．

第2に，現在，地域ブランドが最も積極的に活用されているのが，生鮮食品分野である

ことが挙げられる．特許庁商標課（2012）によると，地域ブランドの振興・保護策である「地

域団体商標」の出願は，現在1，021件に至っている（2006～2011．9月時点）．中でも前述

のような農水産一次産品の出願が全体のほぼ半数を占めており，地域ブランドは「生鮮

食品」等にとって重要な販売戦略ツールと位置づけられていることが分かる（表1）．



表1：カテゴリ別地域団体商標出願状況

カテゴリ ����B�劃全 カテゴリ濫造 �4ｨ6X588ｩyI�"�

特許庁商標課「地域団体商標出願状況」（2011．09）より作成

生鮮食品等の地域ブランドに対する高い期待は，これら商品の特徴が，生産者のノウハ

ウ以上に気候や風土　生活・歴史・文化などの地域固有要因・文脈によって決定される部

分が多いことが指摘されている［10］．加えて，生産者も自営業が中心であり，直接のマ

ーケテイング活動は産地の協同組合等を介して行われることが多い．そのためブランドも

個々の自営業者よりも組合等，あるいはそれに規定される「産地」・「地域」に帰属されや

すくなると考えられる．この結果，消費者も生鮮食品等の購買においては】個別生産者の

ブランド以上に，「どの『産地』・『地域』で生産されているのか」に注意を向ける可能性

が高くなる．すなわち，生鮮食品に関する知識（記憶連想）の活性化と同時に，地域ブラン

ドを手掛かりとしてそれに結びつく地域の知識，体験（関係性）等を活性化させ，両者を融

合して評価するプロセスが用いられると予測される．

地域ブランドにおいては，食以外にも地域の伝統工芸，自然環境，建築物などの不動産，

それらを組み合わせた観光，さらには居住も対象になる．しかし，前述の理由を基に本研

究では，まず生鮮食品カテゴリにおける地域ブランドを対象に選択する．

なお，研究対象の特定に伴い，以下では地域ブランドの定義を改めて行う．既存の地域

ブランド研究は，メカニズムに関する研究よりもむしろ地域ブランドの事例分析，概念整

理に関する研究が数多くなされている．しかしながら，研究者によって地域ブランドの概

念に含める範囲はまちまちであり，いまだに一義的な定義あるいは代表的に用いられる定

義は得られていないと言える．

そこで，本論文では先行研究を整理し，論文中で扱うブランドに関する諸概念を以下の

ように定義づけることとする．
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○ブランド

現代ブランド論は，アメリカを中心に研究が進められてきた．本論文でもこれまで

の研究蓄積を考慮し，ブランドそのもの定義はアメリカ・マーケテイング協会（AMA）

のブランド定義を採用する．したがって、ブランドとは「個別の売り手もしくは，売

り手集団の商品やサービスを識別させ，競合他社の商品やサービスと差別化するため

のネーム，言葉，記号，シンボル，デザイン，あるいはそれらを組み合わせたもの」

とする．

○地域ブランド（地域全体と特産品等のブランド）

AMAの定義を地域ブランドに拡張した場合の差異は，「売り手」である．AMAの定義

するブランドは基本的には，企業組織あるいはその商品等のブランドを対象としてい

る．しかし，本研究では一企業活動上の社名あるいは商品名等に地域名を付与したも

のは地域ブランドとは認めない（例えば，トヨタ自動車株式会社】サントリーウイス

キー「山崎」，SHARP AQUOS「亀山モデル」など）．これは前述した地域団体商標の認

定基準とも一致するものである．同商標はJAや協議会などの団体が協力し，地域に

根付く特産品の振興・保護する組織に対して付与するものとされている［11］．した

がって，個別の商品・サービス等に関する地域ブランド（例：信州リンゴ，塩尻ワイ

ン）とは，概ね地域団体商標で規定されるような団体・組織が取り組む地域の産品や

工業製品、サービス等とする．なお，地域ブランド商標の申請においては，一定の「周

知性」が必要であったり，団体が定款等で明確に定められている必要がある．しかし，

地域団体商標を申請していなくとも，地域の団体が中心となって活動し，広く認知さ

れている地域ブランドは多数存在する．そこで本研究においては商標申請や団体約款

の有無については問わないこととする．

一方，地域ブランドは特定の商品を超えて「地域全体」「地域そのもの」を表現す

ることがある．例えば，観光，居住という側面で地域ブランドをとらえた場合，地域

の自然資源に始まり，そこには建造物や社会インフラ，お店，お土産，サービス，人

など様々な存在が含まれる．地域全体のブランドは，商品ブランドに対する企業ブラ

ンドに相当するとも考えられるが，その範囲はおよそ企業よりも広い概念が必要とな

る［12］．従って，本研究で地域全体についてブランドを表す場合は，特定の産地あ

るいは産地を含む地理的空間及びそこに含まれる資源やステークホルダー全体を指

すこととする．なお，地域全体のブランドの総合的なイメージ向上を担う主体として
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は，中心的な活動主体として都道府県庁や市町村の役所等が担当することが多い．

○ブランド連想（Brand Associations）

ブランド連想（BrandAssociations）とは，我々が購買場面でブランドから様々な情

報を思い出したり，特定の文脈情報から目的に適したブランドを想起する際に用いる

ブランド知識のネットワークである．ブランド研究において消費者のブランド知識の

構造は，記憶の階層的ネットワークモデル［13］や活性化拡散理論［14］など心理学分

野の記憶研究の知見を参考に理論化が行われてきた［2］．ブランド知識には，単なる

事実情報（意味記憶）から個人の経験等を踏まえた印象や感情情報だけでなく，より深

いエピソード記憶やアイデンティティ形成に関わる記憶も含まれる．また，筆者は「連

想が強化され、ある企業や製品群に対する過度に一般化・パタン化された肯定的（あ

るいは否定的）な認知」を伴う場合，ブランドはある種のステレオタイプとして態度

や行動に強く影響することもあることも指摘している［15］．このようにブランド連

想の内容・形態にはいくつかの段階があるが，ブランド連想によってブランドの価値

（≒ブランド・エクイティ（BrandEquity））が規定されることは，多くの研究者にと

って共通の前提となっている［2］．

本論文もこの前提に立つものであり，それ故に消費者のブランド連想に関する情報

処理を主たる研究対象とする．なお，研究者によっては，ブランドの定義そのものに

ブランド連想を含めることがある．特に地域ブランドにおいては，概観する限りその

傾向が強いように思われる．しかし，ブランドは送り手あるいは商品等を識別すると

共に関連する情報を引き出す「検索手掛かり（Retrieval Cue）」としての役割を担う

ものである．ブランドから喚起された知識や経験等に関する情報は「ブランド連想」

として明確に分離して扱うものとする（例えば，ブランドとは“信頼”であると言わ

れることがあるが，信頼は対象のブランドを消費者が見たり、思い浮かべた時に認知

できるかどうかに依存している．その意味では連想は受け手となる消費者が保有する

ものであり，送り手の発信するブランドやそのブランドの製品等とは区別する）．

0ブランディング（Branding）・ブランド化

あるブランドにおいて，その認知度や知識などブランド連想を強く・好ましくj　ユ

ニークなものとするための諸活動をブランディングとする．ブランディングは，外部

に向けてコミュニケーションをする場合と内部に向けて浸透を図る活動がある．それ
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ぞれ外部ブランディング（エクスターナル・ブランディング）と内部ブランディング

（インターナル・ブランディング）と呼ばれる．内部ブランディングとは組織自身に

おいてブランドにかける思いや意思を明確化し、送り手となる人々が共有する作業で

ある．これらをコミュニケーションによって受け手に伝えることが外部ブランディン

グである．ブランド研究によっては、内部ブランディングに焦点を当てる研究もある

が、本研究では消費者の認知を研究対象としているため本論文では全体的に外部ブラ

ンディングに焦点をあてることとする．なお筆者は初期の論文等ではブランド・ビル

ディングと表記していることがあるが，これらはブランディングと同義のものとして

扱うこととする．

1．3研究の目的

以上の議論を踏まえ，改めて本論文の目的を明らかにする．本論文は，食分野の地域ブ

ランドを対象に消費者の認知プロセスを明らかにするものである．具体的には，生鮮食品

等の地域ブランドを購買する場面や特定の文脈からある地域ブランドを思い出す際に】ブ

ランド連想をどのように用い，購買や消費行動に結びつけるのかを解明する．本論文の一

連の研究を通じて，地域ブランディングを進める自治体や地域団体の活動に対して，戦略

的な活動視点を提供することや現在の支援活動をより効果的なものとすることを最終的

な目的とする．

1．4方法

本論文では，研究を進める上での主要な方法論として，心理学分野における調査・実験

宇佐及び統計学的な分析手法を用いることとする．従来の地域ブランド研究では，成功事

例と呼ばれるものについての観察・聞き取りを中心としたケース・スタディ等が多く，送

り手視点の活動・戦略の評価になっている．しかし，これら主観的な評価手法では回答者

による報告の歪みが発生する確率が高く，客観性の保証が難しい．一方，調査・実験手陰は

こうした送り手の視点を排除し，条件を統制した上で，問題とする変数の効果を明確に測

定できる点にある．そこで客観的な研究手法を地域ブランド研究分野に広く浸透させるた

めにも本研究では調査・実験手法を採用することとした（第5章を除く）．

1．5本論文の構成及び研究概要

本論文は全6章で構成され，各章の内容は以下の通りである．
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第1章は，本論文で取りあげるブランド及び地域ブランドについて，社会的な背景を概

観すると共に，本論文における問題の所在，研究の社会的意義を明らかにした．また混乱

する地域ブランドの諸概念の整理を行いながら本論文における操作的な定義づけを行い】

研究の目的等及び方艶　研究内容の概要等を整理する章としてまとめた．

第2章は，【発表論文】「消費者の関与が地域ブランド評価に与える影響　一地域ブラン

ド効果のメカニズムー」［16］を基にまとめを行った．2章では，生鮮食品における消費者

のブランド認知の基礎として，知名度の高低が対象商品の信念評価（風味や安全性等）や態

度評価（購買意軋期待度等）に与える影響について論じた上で，消費者自身のある商品等

に対する接し方やコミットメントの程度を示す「関与（Involvement）」を検討要因に加え

て，現実場面を意識した場合の評価についてまとめを行った．

第3章は，【発表論文】「地域名の付加が地域ブランド商品の購冥意欲に与える影響」［17］

を基にまとめを行った．3章では，消費者の地域ブランドに対する信念評価が態度評価に

影響する認知プロセスについて論じている．特に3章では，2章で残された研究課題とし

て，地域ブランドの相対的な比較では無く，地域ブランドの呈示有無を加えてまとめを行

った．

第4章は，【発表論文】「地域ブランドにおけるブランド想起の測定手法の開発－DRMパ

ラダイムの利用－」［18］を基にまとめを行った．2章・3章では，主に購買場面を想定し

て呈示されたブランドに対する認知プロセス（拡散連想）を検討したのに対して，4章では，

目的や関連する情報から特定のブランドを探索・想起する際の認知プロセス（集束連想）に

ついて実験結果を考察し，拡散連想一収束連想の双方向について消費者の地域ブランドに

対する認知プロセスのまとめを行った．

第5章は，【発表論文】「地域のブランド化に有効な食資源と発掘方法の検討」［19］を

基にまとめを行った．5章は既存調査の2次分析によって，送り手の視点から有効な地域

のブランド資源を発輯・開発するための調査宇佐について論じた．また，2次分析におい

て有望視された地域資源について追加の調査を行い，地域の人々の資源に対する認識につ

いて考察を行った．

第6章は，第2章から第5章の一連の研究結果を総括し，本研究の成果及び今後の展望

について論じた．
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第2章

地域ブランド商品の評価と「関与」の関係性
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2　地域ブランド商品の評価と「関与」の関係性

2．1本章の位置づけと結果の要約

第2章では，本論文の基本的な問題意識として「従来のブランド研究で得られてきた知

見が，地域の生鮮食品ブランドにおいても同様に確認できるのかどうか」を実験により検

討した．

一般に知名度が高く，他の商品と差別化されていると言われるブランドでは，安心感や

高級感などの印象評価が相対的に高く，また購買に対する期待や意向も高まりやすいこと

が知られている．この現象はブランドにおいて普遍的なものであり，地域ブランドにおい

ても同様に確認されることが予測される．本研究ではこのような特定の地域ブランドに対

してポジティブな認知や態度が形成されることを「地域ブランド効果」と呼び，改めて実

験によって客観的に測定を行った．

また，本研究では地域ブランド効果の確認に際して，「関与（Inv01vement）」の条件を加

えて行った．関与とは「消費者自身のある商品等に対する接し方やコミットメントの状況、

消費者を取り巻く環境を示す概念」である．消費者心理学において関与は購買時の情報処

理方略を変化させる要因とされている．本研究ではこの消費者関与によって地域ブランド

効果が影響を受ける可能性についても検討を行った．

実験は，協力者が簡単に回答できるものであり，写真で示された商品（果物：リンゴ・

メロン・ミカン）に対して，「信念評価（風味や安全性に対する印象等）上「態度評価（購買

意向・期待度等）」を行うものであった．ただし，実験操作として写真と共に表示される

地域ブランド名は，知名度が高いものから低いもののいずれかが呈示され［例：高一愛媛ミ

カン・低一長崎ミカン］），同時に価格（市場平均以下／以上），広告（通販サイトN0．1／情報な

し）情報も組み合わせて呈示した．評価終了後に，各果物カテゴリに対する日常的な接触

頻度及び知識（目利きに対する自信）についての回答を行った．

分析では，消費者の生鮮食品に対する日常的な接触頻度や知識量（永続的関与）と購買場

面における価格や広告表記（状況的関与）の2つの関与条件において，低～高知名度の地域

ブランドに対する信念評価や態度評価がどのように変化するかを分散分析によって検討

した．分析の結果から，全体として知名度の高い地域ブランド商品ほど安定してポジティ

ブな信念評価や態度評価が行われることが示された．また，本研究では予測とは異なり，

日常的な接触頻度等の永続的関与は，地域ブランドの信念評価や態度評価に影響を与えて

いないことが示された．しかし，状況的関与の中でも広告表記に関しては，知名度の低い

地域ブランドに追加した場合，よりポジティブな信念評価や態度評価が得られる可能性が
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示された．なお，第2章は，【発表論文】「消費者の関与が地域ブランド評価に与える影響

一地域ブランド効果のメカニズムー」［16］を基にまとめを行った．

2，2先行研究の概観

近年，一企業の枠を超えて，住民や各種団体組織，行政などの多様な存在が結びついた

「地域」が主体となり，地域発の商品・サービスの消費と地域イメージとの相互作用を利

用して地域活性化を目指す「地域ブランド（Place Brand）」への関心が高まっている．

我が国において，「地域ブランド」という言葉が本格的に使われ始めたのは，2003年頃

であると言われている［4］．しかし、それ以前にも類似の概念がなかったわけではない．

例えば，地域ブランド構築の先駆けは，大分県で始まった「一村一品」運動（1979提唱，

1980～県内全域展開）にあると言われる［20］．「一村一品」運動は，高度経済成長期に進

められた「理念なき市町村合併」に端を発している．都市への人口集中・過疎化によって

地域の活力が低下する中，地盤沈下した地域を活性化させ，住む人々に地域に対する「誇

り」を持ってもらうために地場産業を活用しようとしたことから始まった［21］．なお，

当初，大分県の特産品は143品臥　販売高359億円だった．その後，一村一品運動を通じ

てプロモーションをおこない，全国的な知名度を獲得した2000年には329品目，販売高

1402億円となっている．この中には，現在，地域ブランドの成功事例とも言われる「関あ

じ・関さば」や「大分麦焼酎」なども含まれている．しかし，「一村一品」運動が進めら

れた当時は，明確に地域ブランドという言葉は用いられていない．あくまでも，地域限定

商品（流通業界でいうローカルブランド）や地域の特産品であり，現在のような地域全体

の視点，地域全体が持つイメージを活用しようとする試みになるのは，後になってからで

あると言われている［22］．当時の地域振興論は，供給（企業）サイドからの視点が強く，

地域と企業との協働や連携視点は十分に意識されていなかったと言われている［23］．

地域ブランドが単なるプロダクトから製品機能以上の付加価値を持ち】地域全体を一つ

のブランドとして捉えられるようになったのは，平成の大合併の始まりと時を同じくして

いると考えられる［24］．このことは，実際にデータからも確認できる．図1のグラフは，

市町村数の推移と日経4誌＋朝日新聞の見出しにおける「地域ブランド」という単語の出

現回数である［4］．平成の大合併が始まったのは2003年ごろであり，当時，全国には約

3，200の市町村があった．その後，2005年に合併はピークを迎え，2008年10月までの5

年間で，町の数は当時の40％，村の数は35％ほどまで減少し，全国の市町村数は1，786ま

で減少している（図1折れ線）（総務省，2008）．これに対応するように朝日新聞や日経新聞
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における単語出現数も増加しており，市町村数の増減と地域ブランドの台頭には明らかな

対応関係が見られることが分かる。

貞治謎数

35〔泊
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2500
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1500
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31Sl

2003行　　2004■蒜’・　2005号　　2006年　　2007■若　　2口08年

図1：市町村数の推移と地域ブランドの紙面出現数

合併は，消える地域をいかにして後世に伝えるか，新しく生まれた地域の統一感・一体

感をどのように作り上げるか，また自立を選択した地域は大規模な自治体が増える中でど

のように生存競争に打ち勝っていくのかを左右する．これらはそこで生まれた人，そこに

住む人，働く人，すべてに関わる問題である．これまでの量の経済から質の経済社会と変

化し，地域はそれぞれに独自の存在意義・存在価値を考えていくことが必要不可欠となっ

た．地域内集団の利害関係を超えて，地域全体を何とか元気にする方法を模索する中で，

象徴的な地域ブランドという言葉は分かりやすく，多くの人々の共感を得ることになり，

今日のように広く社会に浸透していったと考えられる．

しかし，地域ブランドは，主に企業経営に用いられてきたブランド論を地域という主体

に応用しようと試みるものである［22］［25］．あくまでも応用と表現するのは，地域ブラ

ンドに従来のブランド論とは異なる部分が指摘されるからである．特に，ブランド構築や

マネジメントに関わる組織が多様な主体によって構成され，その主体の管理するブランド

の範囲やブランド連想の内容が，地域の地理的環境や社会インフラに始まり，自然・人工

的な諸資源，地域の歴史・文化，社会・コミュニティの状況等など多岐に渡る点は最も大

きな差異であると言われている（例えば，［12］［26］）．ブランドにとって最も重要な点は，

消費者の中に構築される記憶である。だが，企業という比較的統制の取りやすい対象にお

いてすら意図的なマネジメントが難しいにも関わらず，地域というより広い主体になれば，
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そのマネジメントは一層困難なものであることは想像に難くない．このため，単純に従来

のアプローチが通用するとは言い難く，改めて検証することが必要である．

また，地域ブランドに対する強い関心は，「地域ブランド効果（Place Brand Effect）」

とも呼ぶべき，消費者の記憶構築と地域の経済活動に対するポジティブな影響にある

［16］．つまり，製品やサービスの消費経験を通じて形成・蓄積される魅力的な地域や地域産

品のイメージが，時間をかけて付加価値を持ち，地域の産品購買や訪問，居住，また地域

コミュニティ形成に対して好循環をもたらすことが期待されているのである．しかし，初

期の地域ブランド研究は，地域ブランドの概念や課題整理に始まり（例えば．［12］［26］

［27］上　イメージ測定やランキングなど現象記述研究（例えばJ［28日29日30］），ケース・

スタディ（例えば，［31］［5］）などによる成功事例のマネジメント分析が中心である．こ

れら諸研究は，研究分野として蓄積が浅い地域ブランド研究の理論を構築する上では重要

である．だが，そのほとんどにおいて経験的・暗黙的に地域ブランド効果の存在・機能を仮

定してしまい，どのような地域イメージの形成が付加価値を生み，消費者の態度・行動を

規定するのか，どのような情報処理過程が存在するのかといった消費者の認知プロセスに

関する実証的な研究・考察は十分に行われてきていない．したがって，この地域ブランド

効果がどのように生じているのかを明らかにすることは，地域ブランディングに取り組む

多くに人々に対して，活動を進める上での重要な指針を与えることになると考えられる．

ところで，海外の地域ブランド研究に関しては了PlaceBrandingandPublicDiplomacy”

や”Journal of Place Management and Development”などの論文を中心に場所のブラン

ディングに関する研究が報告されてきた（e．g．［32］）．しかしながら】これら研究の多く

は，国・国際都市を対象とした地域開発（Place Development）や国の産業政策研究的な側

面が強く，日本における都道府県や市町村などのローカルコミュニティを中心とした地域

ブランドとはやや異なると考えられる．

一方，商学分野，国際マーケテイング（貿易）研究領域では，原産国効果という国名に関

する消費者の情報処理について古くから研究が行われてきている．原産国効果（Countryof

Origin Effect：COE）とは，「メイドイン・〇〇〇〇（ex．Japan）」情報の呈示が，製品の

認知や購買に正負の影響を与えることである．これは，メイド・イン情報が，受け手の持

つその国に対するイメージ（ステレオタイプ）を自動的に活性化させ，製品評イ酔情報に利用

されるためであると考えられている［33］．ただし，原産地とイメージとの連合の仕方や

原産地がどのように捉えられているのか（例えば，現代の原産地は企画・デザイン・原料・製

造など複数の地域にまたがる）については】現在も精力的に研究が行われており，様々な
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知見が得られている［34］．

本論文で対象とする地域ブランドは，主に国内の都道府県や広域圏，あるいは市町村な

どの比較的小さいローカルコミュニティにおける地域活性化策，地域間競争の枠組みで語

られることが多い．一方，メイド・イン情報は，国以上のレベルを基本とした地域におけ

る国際競争の枠組みである．それぞれの示す「地域」が包含する（地域名から喚起される）

情報の質や量は異なると考えられるが，原産国効果と地域ブランド効果は，広義には「地

域」という概念を利用する点で類似している．特に研究の手法が認知プロセスに注目する

点では，いわゆる経営学や政策研究よりも共通点が多いと考えられる．そこで，本研究で

はCOE研究の知見を参考にしながら，心理学分野での研究成果や研究アプローチを援用し，

地域ブランド効果について考察を行う．

これまで原産国効果の先行研究では，原産国に対する「イメージ」が製品の品質を示す

ためのシグナルとして機能し，消費者の製品に対する信念（知覚品質）や態度，購買意向に

影響を及ぼすことが確認されている．また，原産国に対する「態度（選好）」も同様に信念

（知覚品質）や態度，購買意向に影響を及ぼすことが確認されている［35］［36］．

また，筆者は本研究に先駆けて予備的な調査を行い，地域イメージが消費者の地域ブラ

ンド評価に与える影響を検討してきた．その結果，地域ブランド産品の評価に関わる「価

値イメージ」には製品の基本的価値に関するイメージと感性的価値に関するイメージがあ

り，それぞれの価値イメージの高低が購買頻度に影響を与えていることが示唆されている

［15］．

このことから，地域ブランド効果や原産国効果は，地域名・原産国名から想起される（結

びついている）価値や品質評価に関わるイメージが消費者の製品評価・行動に対して影響

を与える現象であると考えられる．しかし，筆者らの研究では，地域産品に対して感じる

価値イメージと購買行動（購入頻度）の関係性は認められたものの，その価値イメージによ

って購買行動が説明される割合は必ずしも大きなものではなかった［15］．この原因は，回

答者の興味関心や志向性，価格情報や外部評価のない状況など本来，現実の購買場面であ

れば当然ありうる影響要因を無視して評価をさせてしまったことにあると思われる．

我々の購買行動は問題解決（ProblemS01ving）行動と言われ，現実（初期状態）と理憩（目

標状態）とのズレを少なくするための思考や判断を行い購買に至る［37］．その際には，単

にブランドのみで判断するようなヒューリスティック2な場合もあるが，一方では自身の志

向や信条，製品の価格や他者の評価など多くの要因との交互作用の中で課題や目標の調整，

2必ず正しい答えを導き出せるわけではないが、ちめいどの高いブランドなら間違いはない、といったよ

うな典型的なパターンなどを用いてある程度のレベルで正解に近い解を得る意志決定プロセス
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判断が行われることも多い．従って，現実場面を無視したような場面でのブランド評価に

ついては生態学的妥当性（いわゆる現実性）に問題があると言わざるを得ない．

このような指摘は初期の原産国効果研究でも確認されており，変数として知識や志向性，

接触頻度などの個人要因，購買場面における店舗選択や価格表示などの環境要因が十分に

考慮されていないことが問題であるとされた［36］［35］．つまり，これまでの原産国効果

研究は，原産国情報のみを独立させて扱ってきたため，環境（現実）的な妥当性が欠けてお

り，現実の原産国効果は過去の実験が示すほど大きなものではないとの指摘もある．この

点は地域ブランド効果の研究においても十分考慮すべきであり，個人要因や環境要因と地

域ブランド効果がどのような交互作用を持つのかを検討することは必要不可欠であると

考えられる．

2．3問題

消費者の製品評価・購買に影響を及ぼす様々な要因との関係性を考える視点の一つに，

消費者の「関与（Involvement）」と呼ばれる概念がある．「関与」とは，消費者の製品への

接し方や製品に巻き込まれている状態である．消費者心理学において関与の有無・高低・種

類は，購買における情報処理方略や意志決定を変化させる重要な要因と考えられている

［9］．関与には，様々な下位概念が存在し，その概念や定義も研究者によって異なること

が指摘されてきたが，大別すると永続的な関与と状況的な関与に分類される（図2）．

永続的な関与…個人の欲求や価値観等　「自我関与」丁製品関与」

状況的な関与11・購買条件や場面環境等「購買関与」イ広告関与」

図2：関与概念の分類

永続的関与は，長く続くものであり，個人の志向が強く反映される関与である．永続的

関与には，自身の価値観に基づく「自我関与」，購買目標がない時に，リスクに基づかず，

製品と個人の欲求・価値・自己概念との関連の強度によって生じる「製品関与」が含まれる．

一方，状況的関与は，一時的なものであり，環境要因が強く反映される関与である．状況

的関与には，店舗選択・価格表示から知覚されるリスクや予算など制約条件などの「購買

関与上広告や店員の説明，クチコミサイトなどの評価といったコミュニケーションによっ

て生じる「広告（コミュニケーション）関与」が含まれる．
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これまで，地域ブランド研究においては，その効果を論じる際に消費者の「関与」は明

示的に論じられていない．しかし，従来の関与研究の中では，店舗環境や購買時のリスク

など購買関与の影響力は他の関与よりも大きな影響力を持っことが知られている［9］．従

って，地域ブランドの購買が一般的な購買場面と同じように関与の影響を受けるものであ

れば，購買関与条件の操作が最も地域ブランド効果の量や質を変化させると考えられる．

だが，ブランドは時にステレオタイプのような固定的な認知として機能することもある．

このように考えれば，個人の志向や知識など自我関与や製品関与の影響を強く受けるもの

であり，むしろ環境に依存した購買関与やコミュニケーション関与からの影響を受けにく

くなるとも考えられる．ただし，自我関与や製品関与が弱い人においては，やはり購買関与

やコミュニケーション関与に強く影響を与えると考えられる．実際に原産国効果研究では，

知識量や店舗条件，価格情報提示条件が変化すると判断は様々に変化し，関与を考慮しな

い単純な原産国効果とは違った結果が得られることが示されている［36］［35］．

地域ブランドは，実践的・現実的場面との繋がりが非常に強い研究テーマである．従っ

て，いかなる要因が地域ブランド効果に影響を与えるのかを知ることは，メカニズムの解

明に繋がるだけでなく，実践的な場面においてどのようなブランド・コミュニケーション

戦略を行えばよいのかという具体的な解決策を提供することに繋がる．こうした観点から

も上述の消費者関与と地域ブランド効果の関係性について検討することは，極めて重要で

あると考えられる．以下では，前述の議論を踏まえた仮説を設定し，実験による検討を行

った．

1．同一カテゴリの製品において，一般に地域ブランドカの高い製品は，地域ブランド

カの低い製品よりも，よりポジティブな製品信念（知覚品質）を持たれ，望ましい態度

（選好や期待，購買意図）が形成されやすい（仮説1）．

2．ある製品カテゴリに対する知識や接触頻度など「永続的関与」が高い者ほど，製品

全般においてポジティブな製品信念，態度が形成されやすい（仮説2・図3）．また，

永続的関与の高い者にとって地域名の表示は製品の品質を示すシグナルとして機能

するため，地域ブランドカの高い産品ほど製品信念や態度はポジティブな評価とな

る．ただし，地域ブランドカの低い産品ではシグナル機能は働かない，一方，永続

的関与の低い者では，高い者ほど地域名はシグナルとして十分に機能せず，製品信

念や態度は低くなる可能性がある．特に，それは地域ブランドカの低い産品において

より顕著に生じる可能性がある（仮説）（図3は結果イメージ）．
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信念得点・態度得点

一一一一■一一一一　㌔

√一一一一一一一一一一一・二一一一‾L

ブランドカ（高）製品

二　　　　　　　　　　一一一一

三〔　　・・一・岬ブノ刑、用品

ブランドカ（低）製品
3　－　　　　－－－　－－　－一・二・一・二∴∵∵∵・二二　・・・・・・…－■・・■一

低　　［永続的関与］　　高

図3：仮説2に関する結果の予測（イメージ）5段階スケール

3．相対的市場価格が高く，他者評価（ex．某通販サイト人気No．1）が呈示される「状況

的関与」の高い条件では，製品全般においてポジティブな製品信念や態度が形成さ

れやすい（仮説3）．また，これらの情報は地域ブランドカの高い産品ほど，製品の付

加価値を保証するシグナルとして機能するため，製品信念や態度はポジティブな評

価となる．しかし，相対的市場価格が低く，他者評価が無い条件では，製品に対して安

全面等でのリスクを感じるため製品信念は低下し，望ましくない態度を構築する可

能性がある．特に，それは地域ブランドカの高い産品ほど顕著に生じる可能性がある

（図4は結果イメージ）．

5

4．5

4

3．5

ブランドカ（中〉製品一一

ブランドカ（億）製品

ブランドカ（蕎）製品

信念得点・態度得点

3：・・・■・・・・・■・・・一　・・一　　■　　・・　…・　　　　・・・　　・・・・・

低　　［状況的関与］　　高

図4：仮説2に関する結果の予測（イメージ）5段階スケール

なお，本研究では地域ブランド産品は果物に限って検討を行った．その理由は，第一に

果物が全国的に流通しており，製品の消費の頻度（サイクル）が短く，日常的に接触する可

能性が高いためである．これは，多くの人が製品に対して認知や消費経験を十分に持って
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いることを意味しており，実験協力者の募集における制約を軽減できることになる．これ

に対して，木工細工や観光資源・サービスなどは一般に現地での販売・消費が主であり∴認

知度も消費頻度も市場流通晶と比較して低くなる可能性がある．そのため実験において評

価困難な者が出てしまうため木工細工や観光資源・サービスは調査対象から除外した．

また第二に消費のスタイルが加工消費よりも直接消費が主であるため，複雑な製品評価

とならず，情報処理プロセスが検証しやすいことも挙げられる．例えば，「北海道産のたら

こを使った博多の幸子明太子」と表示されていた場合は，消費者は二つ以上の地域ブラン

ド情報を処理する可能性がある．このような場合は，いずれの地域名の効果なのかを検証

できない．以上の理由から本研究では果物を対象として検討を行った．

2．4　方法

［実験協力者］　筆者が共同研究等を通じて関わりを持つ長野県内の企業や自治体の職員

及び所属する大学職員に呼びかけ，回答が得られた242名卜　男性167名，女性75名，平

均40．3（SD＝10．0）歳であった．なお，本実験協力者には学生は含まれていない．

［実験刺激］地域ブランド産品の選定は，日経リサーチ株式会社「地域ブランド戦略サー

ベイ：名産品編」（2006，2008）及び農林水産省統計情報（2009）を用いて行った．

表2：実験刺激

「対象‾‾‾一▲‾一‾‾‾一う三ンドカ‾‾‾‾‾‾‾‾て‾‾‾∵‾■‾‾‾寓歯ブラシ薩計．十申串鱒今声平鱒順位∴　鱒鱒鱒合融融　十廠頗豆‾‾‾出細1 
臨声u　　　　　　　　　　　　　　Z往邑刑－句虹嘩■■Ⅷ 

1（ブランドカー高） ミカン2（ブランドカー中） 　3（ブランドカー低） �IU�ﾊx��蟹U����慂�(ﾊx��tﾉ62�+xﾞ位x��+xﾞ��ミカン ミカン ミカン 滴肩��8犬��(肩����犬�29位　24位 23位　29位 14位12位 ��c�3���S3�����ゴC���c鼎���3�c��#�����

※　生産量第3位：静岡県（三ケ日ミカン）、第4位以下は長崎県、熊本県が続く 

慧監＝車重＝＝忘慧警慧三雲慧警雲監二∃慧警讐監二三悪霊：悪霊］ 
1（ブランドカー高） メロン2（ブランドカー中） 　3（ブランドカー低） 冉ｸ､9;���uｹ*2��8圷ﾊx���8圓�綬�侈x��綬���メロン メロン メロン �8肩���犬�#�ｨ��#�｢�1位1位 13位13位 45位　45位 �3C�����3C���Cャ���

※　生産量の多い地域としては、他に山形県（15，200t）、愛知県（13．900t）、青森県（13，100t）、千葉県（11，200t）が挙げられる 

翳瀾■EaE－制饗岩陰一一 
1（ブランドカー高） リンゴ2（ブランドカー中） 　3（ブランドカー低） ��)�位x���)���+ynﾈﾊx���ﾘ�"�ｮ(訷ﾊx��ｮ(薰�リンゴ リンゴ リンゴ 度肩��h犬���肩���｢�17位18位 10位14位 28位　26位 鼎Ss���C�SS����s�3���Cャ���Scc��Cゴ���

※　生産量の多い地域としては、岩手、山形、福島の順に続く 

まず，地域ブランドカの高い産品と中程度の産品を選定するため，地域ブランド戦略サー

ベイ（2008，2006）より，対象候補として各農産品カテゴリ上位2つの地域ブランド産品を

選択し，予備調査の上で「リンゴ（青森リンゴ，信州リンゴ）」「メロン（夕張メロン，静岡

メロン）」「ミカン（愛媛ミカン，和歌山ミカン）」の3カテゴリ，6産品を選定した．また】
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地域ブランドカの低い産品として，上記の3カテゴリに関して，全国的に生産・出荷量は

多いが，地域ブランド産品として地域ブランドサーベイでの評価対象とならなかった地域

産品を農林水産省統計情報（2009）より選定した（順に；岩手リンゴ・茨城メロン・長崎ミカ

ン）．最終的に用いた地域ブランド産品及び商品のプロファイルは表2の通りである．

［独立変数］

［1］地域ブランド：日経リサーチの地域ブランド戦略サーベイ（2008，2006）及び農林水産

省統計情報（2009）より作成．ブランドカにより高，中，低の3水準を設定した．

［2］永続的関与：「評価者自身の産品の購買・選択頻度（接触頻度）」（あなた自身が買い物

をする頻度はどの程度ありますか：ごく希，あまりない，たまにある，非常に多い），「産品

の目利きに対する自信（製品知識）：」（あなたは商品の善し悪しを見極める自信がどの程

度ありますか：ほとんどない，あまりない，ややある，とてもある）の2項目についてそれ

ぞれ4段階で評価を行った．なお，分析においてはそれぞれ4段階スケールを中央値で

「接触頻度（高／低）」，「製品知識（高／低）」の2群に分類した．

［3］状況的関与：知覚リスクを評価する購買関与として「市場価格に対する相対的価格

（例：市場平均より低い／高い）」，広告・コミュニケーション関与として「外部評価（通販

サイト評価1位／表記無し）」の2項目を地域ブランド産品のプロファイルに表示した．

［従属変数：製品評価尺度］

［1］信念評価尺度　大泉・石田（1999）［38］の果物の品質評価基準尺度を参考に，「風味評

価」，「安全性評価上「栄養評価」，「鮮度評価」の4項目を信念評価尺度として設定した．

信念評価は，（1）とても良い～（5）とても悪い，について5段階で評定を行った．

［2］態度評価尺度　Lee（2007）［39］を参考に独自の評価項目を加え，「好ましさ」，「購買

意向」，「期待度（満足度予測）」の3項目を態度評価尺度として設定した．態度評価は，（1）

とてもそう思う～（5）全くそう思わない，について5段階で評定を行った．

［実験手続き］

ニー　■
【商品1】

章）名称：愛媛ミカン（愛媛県）

②価格：市場平均より安い

芸＿′ブ　　　　　　③外部評価逢坂サイト人気凋01

図5：実験手続き
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実験は図5に示す手順で行った．初めに実験刺激として評価対象となる地域ブランド産

品とその産品のプロファイル情報を表示した．その後，産品から感じた印象等について，

製品評価を行った．実験協力者は，各評価対象産品について，3試行×3セットの計9試

行の評価を行い，最後に永続的関与についての質問に回答して実験を終了した．なお，

各試行の呈示順序はランダムであり，刺激の提示及びデータの回収はウェブアンケート

システムを用いた．

［分析計画］

分析1：永続的関与とブランドカが購買に与える影響の分析

独立変数［1］地域ブランドカ（高／中／低）×［2］接触頻度（高／低）×［3］製品知識（高／低）

従属変数［1］信念得点（信念評価尺度），［2］態度得点（態度評価尺度）

分析2：状況的関与とブランドカが購買に与える影響の分析

独立変数［1］地域ブランドカ（高／中／低）×［2］相対価格（高／低）×［3］外部評価（有／無）

従属変数［1］信念得点（信念評価尺度上［2］態度得点（態度評価尺度）

2．5　分析と結果

製品評価尺度の分析（確認）

はじめに製品評価尺度（従属変数）について因子分析3を行い，尺度構成の妥当性について

確認を行った．その結果，固有値の減衰状況から2因子構造が確認された（表3～5）．表5

から因子1，2は，予測した下位尺度で構成されていることから，因子1を製品の「信念評

価尺度」，因子2を「態度評価尺度」とした．なお，信念評価尺度，及び態度評価尺度の

信頼性分析結果については，それぞれα＝．884，α＝．883であった4．以下の分析では各

尺度の合成値を「信念得点」「態度得点」として利用した．

表3：製品評価尺度の基礎統計量

記述統計量

平均値　榛準偏差　分析N

風味評価

安全性評価
栄養評価
鮮度評価
好ましさ

購買意向
期待度

3．80　　　．855

3．68　　．795

3．54　　．729

3．60　　　．854

3．64　　　．958

3．40　　1．064

3．61　　．893

3因子分析とは，複数の次元（因子）で構成される質問項目群を、各項目への回答傾向から共通性（因子）を見

つけ出し，負荷量に基づき整理する統計的手法．
4クロンバックのα係数：質問紙調査等においてある概念を測定する際に，用いられた質問項目群が内的一

貫性を有しているかどうかを示す値である．一般に0．8以上を目安として尺度に一貫性があると判断する

23

8

　

8

　

8

　

8

　

8

　

8

　

0

U

O
 
O
 
O
 
O
 
O
 
O
 
O

7

　

7

　

7

　

7

　

7

　

7

　

7



表4：製品評価尺度の因子分析結果

説明された分散の合計

回転後の

負荷量平
抽出後の負荷量平方和　　　方和

合計　　分散の％　累積％　　合計

4．27　　60．94　　6ロ．94　　　3．83

．66　　　9．40　　70．34　　　3．57

初期の固有値
因子．合計　　分散の％　累積％

1　　4．56　　65．18　　65．18

2　　　．93　　13．24　　78．42

3　　　．39　　　5．53　　　83．95

4　　　．33　　　4．74　　88．69

5　　　．30　　　4．28　　92．97

6　　　，28　　　3．96　　96．93

7　　　．22　　　3．07　100．00

主因子法・プロマックス回転

表5：製品評価尺度の因子行列（パターン行列）

製品評価指棲　　1　　　　2

安全性評価　　．901　　－∴081

栄養評価　　　．818　　－．042

鮮度評価　　　．804　　．067

臥し二
購買意向　　　　－．099　．950

好ましさ　　　　．003　　．874

期待度　　　　．310　．582

永続的関与についての分析

永続的関与が地域ブランド評価に与える影響について，製品の「信念得点」了態度得点」

を従属変数として，評価対象産品別に「地域ブランド×接触頻度×製品知識」の3要因分

散分析を行った．表6～8に評価対象産品別の分散分析5結果を示す．

分散分析の結果から，リンゴ・メロンtミカンの全ての産品において，「地域ブランド」

の主効果が有意であり，地域ブランドカの違いによって製品に対する「信念得点」「態度

得点」が異なることが示された（表6＿リンゴ・信念得点：F（2，222）＝12．53pく．01；リンゴ・

態度得点：F（2，222）＝15．18pく．01／表7＿メロン・信念得点：F（2，222）＝14．24pく．01；メロ

ン・態度得点：F（2，222）＝12．29pく．01／表8＿ミカン・信念得点：F（2，223）＝4．64pく．05；ミ

カン・態度得点：F（2，223）＝6．31pく．01）6．

各産品においてブランドカの違いによる「信念得点上「態度得点」の差を検定するため

6分散分析：設定された条件間の平均値に差があるかどうかを検定する統計的分析．
6F値：設定された条件（要因）によって生じた得点等の分散（要因変動）と偶然発生した誤算による得点等

の分散（誤差変動）の比を示す値．要因変動量が誤差変動量より十分に大きいのであれば，設定された条件に

よって得点等に差が生じたと判断することができる．p値は特定のF値が生じる偶然確率を示すものであり
心理学等では偶然では5％以下でしか生じないF値が得られている時，条件による有意差を認める
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多重比較を行ったところ，リンゴにおいては「信念得点」，「態度得点」のいずれにおいて

も全ての地域ブランド間で有意な得点差が見られた（表9）．これに対してメロンでは「信

念得点上「態度得点」のいずれにおいても夕張メロン（地域ブランドカ［高］）と他の地域ブ

ランドに差が見られたが，静岡メロン（地域ブランドカ［中］）と茨城メロン（地域ブランド

カ［低］）の間には有意な得点差が見られなかった（表10）．ミカンにおいては，「信念得点」，

「態度得点」のいずれにおいても愛媛ミカン（地域ブランドカ［高］）と有田ミカン（地域ブ

ランドカ［中］）に有意な得点差は見られなかったが，愛媛ミカン（地域ブランドカ［高］）と

長崎ミカン（地域ブランドカ［低］）の間に有意な得点差が見られた．全体として地域ブラン

ドカが高い産品ほど相対的・絶対的に「信念得点」，「態度得点」が高くなることが示され

ていた（表11）．

表6：「リンゴ」の地域ブランドと永続的関与の分散分析結果

（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

従属変数　独立変数 地域B力×　地域B力×　接触頻度×

地域B力　接触頻度　製品知識　接触頻度　製品知識　製品知識

地域B力×

接触頻度×
製品知識

F値

検定結果
F値

検定結果

信念得点

態度得点

12．53　　　0．01　　1．80　　　　0．19　　　　0．62　　　　　0．05

＊＊

15．18　　30．94　　1．59　　　　0．84　　　　0．96　　　　0．68　　　　　1．96

＊＊　　　　　　＊＊

表7：「メロン」の地域ブランドと永続的関与の分散分析結果

（＋pく．1，＊p〈．05，＊＊pく．01）

地域B力×

接触頻度×
製品知識

0．39

0．90

従属変数　独立変数 地域B力×　地域B力×　接触頻度×

地域B力　接触頻度　製品知識　接触頻度　製品知識　製品知識

14．24　　　0．40　　　0．12　　　　0．33　　　　0．98　　　　3．16

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

12．29　　48．11　　0．73　　　　0．41　　　1．93　　　　8，50

＊＊　　　　　　＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊

F借

検定結果
F値

検定結果

信念得点

態度得点

表8：「ミカン」の地域ブランドと永続的関与の分散分析結果

（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

地域Bカ×

接触頻度×
製品知識

0．09

従属変数　独立変数 地域B力×　地域B力×　接触頻度×

地域B力　接触頻度　製品知識　接触頻度　製品知識　製品知識

4＿64　　　2．35　　　1．40　　　　0．03　　　　0．25　　　　3．37

＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

F値

検定結果
F値

検定結果

信念得点

態度得点
6．31　　52．35　　　0．40　　　　0．16　　　　0．06　　　　0．50　　　　1．56

＊＊　　　　　　＊＊
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表9：「リンゴ」の地域ブランド別「信念得点」と「態度得点」（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

（左表：基礎統計　右表：多重比較結果）

青森リンゴ　　信州リンゴ　　岩手リンゴ

（地域B力［高］）（地域B力［中］）（地域B力［低

3．78

0．74

．邑1
3．24

0．65

81

3．43

0．63

．旦旦
2．96

0．65

80

4．06

0．64

．三旦
3．63

0．61

73

表10：「メロン」の地域ブランド別「信念得点」と「態度得点」＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

（左表：基礎統計　右表：多重比較結果）

夕張メロン　　　静岡メロン　　　茨城メロン

（地域B力［高］）（地域B力［中］）（地域B力［低
統計

平均　　　3．92　　　　　3．52　　　　　3．33

SD O．71

N　　　　　75

平均　　　3．47

SD O．63

N　　　　　75

0．62

．Z且
3．04

0．63

78

0．69

．邑1
3．14

0．64

81

評価　製品

夕張
態度　静岡　　＊＊

茨城　　＊＊

表11：「ミカン」の地域ブランド別「信念得点」と「態度得点」（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

（左表：基礎統計　右表：多重比較結果）

笠震統計（器詣］）（題詣］）（忍忘
3．41

0．72

．互生
3．10

0．62

74

平均　　　3．80　　　　　3．61

SD O．52　　　　　　0．66

N　　　　　85　　　　　　　76

平均　　　3．43　　　　　3．29

SD O．60　　　　　　0．65

N　　　　　85　　　　　　　76

信念

得点

評価製品（認（克冒）蕊
愛媛　　　　　　　　　　＊＊

信念　有田

長崎　　＊＊

愛媛　　　　　　　　　　＊＊

態度　有田　　　　　　　　　　＋

長崎　　＊＊　　　＋

また】リンゴ・メロン・ミカンの全ての産品で，「態度得点」における接触頻度の主効果

が有意であり（リンゴ：F（1，222）＝30．94pく．01；メロン：F（1，222）司8．11pく．01；ミカン：

F（1，222）＝52．35pく．0扶接触頻度が高いほど「態度得点」が高いことが示された（表12）．

表12：各産品カテゴリにおける『接触頻度』と「態度得点」

独立変数　　　　　製品カテゴリ

従属変数　　統計　　接触頻度　リンゴ　　メロン　　ミカン

態度得点

平均値　　　　　　　2．91　　2．86　　2．85

標準偏差　　低　　　0．62　　0．65　　0．57

データ数　　　　　　　　78　　　79　　　77

平均値　　　　　　　3．44　　3．40　　3．49

標準偏差　　高　　　0．66　　0．58　　0．56

データ数　　　　　　　156　　155　　158
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一方，いずれの産品カテゴリにおいても「地域ブランド×接触頻度×製品知識」の交互

作用は見られなかったが，メロンとミカンの評価において，「接触頻度」×「製品知識」

に有意な（有意傾向）交互作用が確認された（メロン・信念得点：F（1，222）＝3・16pく・1；メロ

ン・態度得点：F（1，222）＝8．50pく．05；ミカン・信念得点：F（1，222）＝3．37pく・1）・

単純主効果7の検定結果から，メロンにおいては接触頻度［低］・［高］条件において製品知

識の主効果（接触頻度［低］・態度得点：F（1，222）＝4．78pく．05；接触頻度［高］・態度得点：

F（1，222）＝4．15pく．05）が有意であり，製品知識［低］・［高］条件において接触頻度の主効果

が有意であった（製品知識［低］・態度得点：F（1，222）＝13．87pく．01；製品知識［高］・態度得

点：F（1，222）＝34．24pく．01）．これらの結果から，接触頻度が高く，製品知識の高い者ほど

製品に対する「態度得点」が高いことが示されたが，一方，製品知識が高くても接触頻度

が低い場合は，製品に対する「態度得点」が低いことが示された（図6）．

また，ミカンにおいては接触頻度［低］条件において製品知識の主効果が有意傾向であり

（接触頻度［低］・信念得点：F（1，223）＝3．04pく．1），メロンと同様に製品知識が高くても接

触頻度が低い場合は，製品の「信念得点」が低いことが示された（図7）．

「態度得点（メロン）」（5段階評定値）

332－一一接触頻度（高）－349

294勘翫鴇悔

接触頻度（低）

製品知識（低）

輝勘翫25∈

製品知識（高）

図6：接触頻度と製品知識の高低による「メロン」の「態度得点」（MinO－Max5）

72要因以上の分散分析においては，2つの要因の組み合わせ（クロス）によって条件間に差が発生すること

がある（交互作用と呼ぶ）．例えば図6であれば製品知識（低）vs（高）だけで比較すればメロンに対する態度

得点は知識（高）群が高いか，両者は同じ程度の平均点になると考えられる．しかし，接触頻度条件が加わっ
た場合に全く異なった結果が生じている．単純主効果の検定は，個別の組み合わせ条件を取り出し，対応す

る条件との間に統計的に差があるかどうかを検定する手法である．
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「信念得点（ミカン）」（5段階評定値）

363－甥言二二接触頻度摘）一3・66
3．60

接触頻度（低）br二、。1．
332

製品知識（低）　　　　　　　　製品知識（高）

図7：接触頻度と製品知識の高低による「メロン」の「態度得点」（MlnO－Max5）

状況的関与についての分析

続いて，状況的関与が地域ブランド評価に与える影響について，製品の「信念得点」，「態

度得点」を従属変数として，評価対象産品別に「地域ブランド×相対価格×外部評価」の

3要因分散分析を行った．表13～15に評価対象産品別の分散分析結果を示す．

分散分析の結果から，リンゴ・メロン・ミカンの全ての産品において，「地域ブランド」

の主効果が有意であり，地域ブランドカの違いによって製品に対する「信念得点」「態度

得点」が異なることが示された（表13＿リンゴ・信念得点：F（2，222）＝18．64pく．01；リンゴ・

態度得点：F（2，222）＝21．06pく．01／表14＿メロン・信念得点：F（2，223）＝16．56pく．01；メロ

ン・態度得点：F（2，223）＝9．05pく．01／表15＿ミカン・信念得点：F（2，224）＝7．97pく．01；ミ

カン・態度得点：F（2，224）＝6．12pく．01）．

表13：「リンゴ」の地域ブランドと状況的関与の分散分析結果

（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

従属変数　　独立変数

交互作用

地域B力×　地域B力×　相対価格×

地域B力　相対価格　外部評価　相対価格　外部評価　外部評価

地域Bx

相対価格×

F値　　　18．64　12．25　　　0．10　　　　0．55　　　6．96　　　　1．74　　　　0．05

信念得点

態度得点

＊＊　　　　　　　＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊

21．06　　　1．80　　　　0．36　　　　0．74　　　　2．53　　　　　027　　　　1．24

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十
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表14：「メロン」の地域ブランドと状況的関与の分散分析結果

（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

従属変数　　独立変数

地域B力相対価格外部評価相対価格　外部評価■茶蒜冠1認諾

主効果　　　地域B力×地域B力×相対価格×遭讐誉

F値

検定結果
F値

検定結果

信念得点

態度得点

16．56　　　2．12　　　6．10　　　　0．23　　　　2．22　　　　0．02　　　　　2．04

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　＊

9．05　　　0．21　　　5．38　　　　0．12　　　　3．16　　　　0．02　　　　　0．80

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊

表15：「ミカン」の地域ブランドと状況的関与の分散分析結果

（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

従属変数　　独立変数 ‾「．：J一つ～L－′　／J　‾　▼　　　　′1＝ンrウ‘∨▲－′ノJ　－　■

地榔力樹価格外部銅樹価格　外部評価1茶蒜冠’認諾

主効果　　　地域B力×地域B力×相対価格×遭聖㌘

F値

検定結果
F値

検定結果

信念得点

態度得点

7．97　　　0．04　　　3．44　　　0．05　　　　221　　　　0．39　　　　1．47

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　＋

6．12　　1．45　　　1．34　　　　0．14　　　　3．27　　　　0．39　　　　　0．47

＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊

各産品においてブランドカの違いによる「信念得点」，「態度得点」の差を検定するため

多重比較を行った．その結果，リンゴとメロンにおいては「信念得点」，「態度得点」のい

ずれにおいても全ての地域ブランド間で有意な得点差が見られた．これに対してミカンで

は「信念得点」，「態度得点」のいずれにおいても愛媛ミカン（地域ブランドカ［高］）と有田

ミカン（地域ブランドカ［中］）に有意な得点差は見られなかったが，愛媛ミカン（地域ブラ

ンドカ［高］）と長崎ミカン（地域ブランドカ［低］）の間に有意な得点差が見られた（表16～

18）．これらの結果から，永続的関与と同様に地域ブランドカが高い産品ほど「信念得点」，

「態度得点」が相対的・絶対的に高くなることが示された．

表16：「リンゴ」の地域ブランド別「信念得点」と「態度得点」（＋pく．1，＊pく．略＊＊pく．01）

（左表：基礎統計　右表：多重比較結果）

諾統計（土語完侶忍震封（蒜■完
3．43

0．63

．．旦旦
2．96

0．65

80

平均　　　3．78

8D O．74

N　　　　　81

平均　　　3．24

SD O．65

N　　　　　81
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岩手

青森
態度　信州　　＊＊

岩手　　＊
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表17：「メロン」の地域ブランド別「信念得点」と「態度得点」（＋pく．1，＊pく．05，＊＊pく．01）

（左表：基礎統計　右表：多重比較結果）

夕張メロン　　　静岡メロン　　　茨城メロン

（地域B力［高］）（地域B力［中］）（地域B力［低笠霊統計
平均　　　3．92　　　　　3．52　　　　　3．33

SD O．70　　　　　　0．69　　　　　　0．62

N　　　　　76　　　　　　　81　　　　　　78

平均　　　3．46　　　　　3．14　　　　　3．04

SD O．63　　　　　　0．64　　　　　　0．63

N　　　　　76　　　　　　　81　　　　　　78

評価製品（語（悪賢）（認
夕張　　　　　　＊＊　　　＊＊

信念　静岡　　＊＊

茨城　　＊＊

夕張
態度　静岡　　＊＊

茨城　　＊＊

＊＊　　　　　＊＊

表18：「ミカン」の地域ブランド別「信念得点」と「態度得点」（十pく．1，＊pく，05，＊＊pく．01）

（左表：基礎統計　右表：多重比較結果）

愛媛ミカン　　有田ミカン　　長崎ミカン

地域B力［高¶（地域B力「中¶（地域B力［低

3．80　　　　　　3．61　　　　　3．41

0．52　　　　　　0．66　　　　　　0．72

85　　　　　　　76　　　　　　　75

3．43　　　　　　329　　　　　　3．09

0．60　　　　　　0．65　　　　　　0．61

85　　　　　　　76　　　　　　　75

霊震統計

芸悪習
一　二‾－

評価製品（諾）孟冒）孟覧
愛媛　　　　　　　　　　＊＊

信念　有田

長崎　　＊＊

愛媛
態度　有田

長崎　　＊＊

また，その他の主効果については，リンゴにおいてのみ相対価格の主効果が有意であり，

相対価格が高く表示された条件では製品に対する「信念得点」が高くなることが示された

（リンゴ・信念得点：F（1，222）＝12．25pく．01）（表19）．一方，メロン，ミカンにおいてのみ，

外部評価の主効果が有意であり（メロン・信念得点：F（1，223）＝6．10pく．05；メロン・態度得

点：F（1，223）＝5．38pく．05；ミカン・態度得点：F（1，224）＝3．舶pく．01），外部評価が表示さ

れた条件の方が製品に対する「信念得点」や「態度得点」が高いことが示された（表20）．

表19：「リンゴ」における『相対価格』と「信念得点」

独立変数

従属変数　　統計　　相対価格　リンゴ

信念得点

平均値　　　　　　　　3．60

標準偏差　　　低　　　0．70

データ数　　　　　　　　111

平均値　　　　　　　　3．89

標準偏差　　高　　　0．71

データ数　　　　　　　　123
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表20：「メロン」「ミカン」における『外部評価」と「信念得点」・「態度得点」

独立変数

外部評価　　メロン　　　ミカン

3。48　　　　354

無　　　　0．71　　　0．65

125　　　　118

従属変数　　統計

信念得点

平均値

標準偏差
データ数

平均値　　　　　　　　3．71　　　3．69

標準偏差　　　有　　　0．70　　　0．65

データ数　　　　　　　　110　　　118

平均値　　　　　　　　3．12

標準偏差　　　無　　　　0．68

データ数　　　　　　　　125
態度得点

平均値　　　　　　　　3．32

標準偏差　　　有　　　　0．61

データ数　　　　　　　　110

なお，永続的関与と同様にいずれの産品カテゴリにおいても「地域ブランド×相対価格

×外部評価」において2次の交互作用は見られなかったが，「地域ブランド」×「外部評

価」において有意な（有意傾向）交互作用が確認された（リンゴ・信念得点：F（2，222）＝6．96

pく．01；リンゴ・態度得点：F（2，222）＝2．53pく．1；メロン・態度得点：F（2，223）＝3．16pく．05；

ミカン・態度得点：F（2，224）＝3．27pく．05）．

「信念得点（リンゴ）」（5段階評定値）

410－－－－－・信州中）一一＿＿

399

青森（高）

398

‥　一・ヽ

320折鶴鈴∨

岩手（低）
．謹証㌦363360

外部評価「無」　　　　　　　外部評価「有」

図8：地域ブランドカと外部評価の高低による「リンゴ」の「信念得点」（MinO－Max5）
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「態度得点（リンゴ）」（5段階評定値）

368－－－－信州仲）一一一一一355

3．37

284稚め宅添夢ノ′ノ′

青森（高）

岩手（低）が罷りe中寺葦や305

外部評価「無」　　　　　　　外部評価「有」

図9：地域ブランドカと外部評価の高低による「リンゴ」の「態度得点」（MlnO－Max5）

単純主効果の検定結果から，リンゴにおいては外部評価［無］，外部評価［有］において地

域ブランドの主効果が有意であり（外部評価［無］・信念得点：F（2，222）＝21．14，pく．01；外部

評価［有］・信念得点：F（2，222）＝3，78pく．05；外部評価［無］・態度得点：F（2，222）＝16．59

pく．01；外部評価［有］・態度得点：F（2，222）＝6．62pく．05），地域ブランドカが高いほど製品

の「信念得点」「態度得点」が高いことが示された（図8，9）．

また，青森リンゴ（地域ブランドカ［高］），岩手リンゴ（地域ブランドカ［低］）において外

部評価の主効果が有意であり（青森リンゴ：F（1，222）＝5．96pく．05；岩手リンゴ：

F（1，222）＝7．38pく．01），青森リンゴは外部評価が加わると「信念得点」が低下するのに対

して，岩手リンゴは外部評価が加わることで「信念得点」が増加することが示された（図

9）．

メロンにおいては，外部評価［無］・［有］の各条件において地域ブランドの主効果が有意

であり（外部評価［無］：F（2，223）＝3．14pく．05；外部評価［有］：F（2，223）＝8．82pく．01），地

域ブランドカが高いほど製品の「態度得点」が高いことが示された（図10）．また，夕張メ

ロン（地域ブランドカ［高］），茨城メロン（地域ブランドカ［低］）において外部評価の主効果

が有意（有意傾向）であり（夕張メロン：F（1，223）＝8．05pく．01；茨城メロン：F（1，223）＝3．06

pく．1），夕張メロン，茨城メロン共に外部評価が加わると「態度得点」が増加することが

示された（図10）．
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380

360

340

320

3．00

280

「態度得点（メロン）」（5段階評定値）

夕張（高）

318‾一一滴岡仲）一二詐狐こ＿ぉ窪む

茨城（低）
索夢参車〇

292〆㍉

366

外部評価「無」　　　　　　　外部評価「有」

図10：地域ブランドカと外部評価の高低による「メロン」の「態度得点」（MlnO－Max5）

ミカンにおいては，外部評価［無］・［有］の各条件において地域ブランドの主効果が有意

であり（外部評価［無］：F（2，224）＝5．74pく．01；外部評価［有］：F（2，224）＝3．62pく．05），地

域ブランドカが高いほど製品の「態度得点」が高いことが示された（図11）．また，地域ブ

ランドカの中程度である有田ミカンにおいてのみ，外部評価の主効果が有意であり（有田

ミカン：F（1，224）＝6．96pく．01），外部評価が加わると「態度得点」が増加することが示さ

れた（図11）．

380

360

340

320

300

「態度得点（ミカン）」（5段階評定値）

愛媛（高）　　′′

－
′

347

′〆　　338一

一　一一一一′●＝一一　　一

3．08

2、80　・　■・・・■・－h■・・■■・…・・・・■・r・・■一・・・r・r・一・・■・・r…　rr　‥…　…・′　′－■　■■一　　一一一

外部評価「無」　　　　　　　　外部評価「有」

図11：地域ブランドカと外部評価の高低による「ミカン」の「態度得点」（MinO－Max5）
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2．6　考察

一連の分析結果について仮説1～3に基づき，考察を行った．

地域ブランド効果

仮説1は，地域ブランド効果の存在に関する仮説であり，一般に地域ブランドとして一

定の知名度があると認知されている産品において，これまで経験的・暗黙的に存在が仮定

されていた地域ブランド効果が確認されるかどうかを実験的に検証した．

分析の結果，表6～11，表13～18に示されたように，いずれの評価対象産品においても

地域ブランドカが高いと評価されている地域産品は，相対的・絶対的に「信念得点」や「態

度得点」が高いことが示された．この結果は，地域ブランドとして広く一般に認識された

産品は望ましいイメージや好ましい態度が形成されており，期待や購買意図が高いことを

示している．このことから，仮説1は採択され，地域ブランド効果の存在が確認されたと

言える．

ただし，詳細に分析結果を見るとリンゴの地域ブランド評価においては，設定した地域

ブランドカの強さと「信念得点」・「態度得点」の高低が一致していないことが分かる．具

体的には，地域ブランドカの高い条件として設定した青森リンゴよりも中程度条件に設定

された信州リンゴの方が「信念得点」・「態度得点」共に高くなってしまった．このよう

な結果は本実験で用いた実験刺激が「ひいき」を生み出してしまったためと解釈される．

この傾向は愛国心や国際感覚によっても強弱が変化すると言われているが、自国（出身国）

の製品や同一文化圏の国の製品は，他国の製品よりも割り増し評価を受けることが原産国

効果研究でも示されている［36］．本研究の実験協力者は，筆者が共同研究等を通じて関わ

りを持つ企業や自治体の職員及び所属する大学職員であった．従って，県内の出身者も多

く，移住者であったとしても多くは定住していると考えられる．また，自治体職員などは，

職業選択の動機を考えると一般の住民よりもいわゆる地域愛が強い者である可能性が高

い．こうした背景が「地元ひいき」を生み出し，信州リンゴの評価を高めてしまった可能

性がある．

永続的関与と地域ブランド効果

仮説2は，「永続的関与」が，地域ブランド効果に与える影響を検討することであった．

永続的関与は，消費者関与の中でも製品の知識や志向性など製品と消費者の恒常的・継続

的な関わりを示す概念であり，ブランドの選択基準にも大いに関連すると考えられる．そ

のため仮説においては，評価対象産品に対して接触頻度や製品知識が高いほどj　つまり永
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続的関与が強い者ほど地域ブランドカの高い製品は良い製品信念・態度が形成されている

と予測された．

分析の結果から，地域ブランドと永続的関与（接触頻度，製品知識）のいずれの条件間で

も交互作用は見られず，地域ブランドの主効果のみが有意であることが示された．また，

メロンとミカンにおいて部分的に接触頻度×製品知識の交互作用が見られた．表6～8及び

図6，7から，一般的に接触頻度が高く，製品知識の高い者ほど製品の「信念得点」や「態

度得点」が高くなるが，接触頻度が低い場合は，製品知識が高くても「信念得点」や「態

度得点」が低下する可能性が示された．なお，全ての評価対象産品において「態度得点」

に対して接触頻度の主効果が有意であった．このことから，製品に対する態度形成におい

ては接触頻度，つまり実際の経験が強く影響していることが示された．以上の結果から，

仮説2は支持されなかったと判断されるが，その原因とあわせ，永続的関与と地域ブラン

ド効果の関連性について考察を行った．

本研究の結果から製品の信念評価や態度評価においては，地域ブランドと製品の接触頻

度がそれぞれ大きな影響力を持つとことが示された．つまり，ある産品（カテゴリ）の日常

的な購買頻度が低くても高くても，購買場面ではブランドカがあると認知された産品が良

いイメージを持たれ，購買を促進させる可能性が高いことを意味している．その一方で，

地域ブランド産品で無くても普段の接触頻度が高ければ，つまり関与が高ければ，産品に

対して良いイメージや好ましい態度形成を行い，購買を促進させることになることが示さ

れた．しかし，両者の間には交互作用が見られないことから，現状では地域ブランド産品

は，普段の購買場面に関連するものではなく，別の買い物として捉えられているのかもし

れない．今後は，例えば贈答用などの購買場面で再度検討する必要があるだろう．

なお，永続的関与の分析にあたり，本研究では製品知識に関しては主効果が見られず，

どの産品の信念評価，態度評価においても知識量による差が見られなかった．しかし，こ

のことについてはさらなる検討が必要である．原産国効果研究では，一般に工業製品や電

化製品　不動産などにおいては，知識が重要な評価・決定要因になることが知られている

［34］．具体的には，知識が多い者はブランドや原産国に左右されない製品（機能・特徴）そ

のものの評価が行われるが，知識の少ない者においてはブランドや原産国が重要な判断要

因となることが示されている．これは複雑な工業技術製品や高額製品，耐久晶ほど評価の

際に知覚リスクが高まるため，知識のない者においては製品の信頼性や保証を求めてブラ

ンドや原産国を評価基準として用いているためと考えられている．本研究においてこのよ

うな結果が得られなかったことは，利用した製品カテゴリ（果物）が，主観的に大きな知識

35



の差を生みにくいものであり，知覚リスクが低い製品カテゴリであったことが考えられる．

事実，各評価の得点を見ると3（信念得点‥どちらとも言えない；態度得点：どちらとも言え

ない［他］）を大きく下回る低い評価は少ない．従って，製品知識の効果については，製品

カテゴリを変更した上で改めて検証することが必要であると考えられる．

状況的関与と地域ブランド効果

仮説3は，「状況的関与」が地域ブランド効果に与える影響を検討することであった．

状況的関与は，製品の購買時における知覚リスク（コストや必要性，重要度など）や広告・

店頭での製品PRなど製品と消費者の一時的で特定の場面に依存した関わりを示す概念

である．仮説においては，評価対象産品に対する相対価格が高く，外部から評価されるな

どの状況的関与が強い条件ほど，製品はブランドカがあると見なされ，地域ブランド効果

は強くなると予測された．

分析の結果から，地域ブランド×相対価格×外部評価の2次の交互作用は確認できなか

ったが，全ての評価対象産品において地域ブランド×外部評価の交互作用が確認された

（表13～15）．単純主効果の検定結果から，全体として地域ブランドカが高いほど「信念得

点」や「態度得点」が高くなる傾向があるが，岩手リンゴ（地域ブランドカ［低］），夕張メ

ロン（地域ブランドカ［高］），茨城メロン（地域ブランドカ［低］），有田ミカン（地域ブラン

ドカ［中］）において外部評価（通販ランキング1位）が加わることで，「信念得点」や「態度

得点」が増加することが示された（図10，11）．ただし，青森リンゴ（地域ブランドカ［高］）

だけは，外部評価が加わることで「信念得点」が低下することが示された（図8，9）．従っ

て，夕張メロンや有田ミカンなどにおいては，仮説3は支持されたとも言えるが，岩手リ

ンゴや茨城メロンのようなブランドカの低い産品において外部評価の効果が見られたこ

と，青森リンゴのように外部評価によって地域ブランド効果の抑制が見られたことは，予

測とは異なる結果であった．以下で状況的関与と地域ブランド効果の関連性について考察

を行った．

製品の信念評価や態度評価においては，地域ブランドカと外部評価がそれぞれ大きな影

響力を持つと考えられる．また，両者の間には交互作用が見られ，概して地域ブランドカ

の低い産品においては，外部評価が加わることで製品の信念評価や態度評価が促進される

ことが示された．このことから，マイナーな地域ブランドほど外部評価の力が重要であり，

地域ブランドとしての認知が低い地域産品では，外部評価を積極的に活用し，PRすること

で地域ブランドカの高い産品のような優れたイメージや態度形成，購買行動を引き出すこ

とができると考えられる．
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一方地域ブランドカの高い夕張メロンと中程度の有田ミカンにおいては，同様に外部

評価が製品の信念評価や態度評価を促進することが示されたが，青森リンゴでは逆の結果

が示された．このような対立する結果が得られたことについては，現段階では明確な仮説

は持ち得ないが，一つの可能性として「ひいき効果」と外部評価情報の交互作用が考えら

れる．

既に指摘したように本研究で用いた回答者は長野県在住者が中心であったため信州リ

ンゴやリンゴに対する評価に「ひいき」による偏った（ステレオタイプ的な）評価が用いら

れていた可能性が高い．社会心理学分野等においては，「ひいき」とは「内集団びいき」

とも言われるように自分の所属あるいは関与の深い集団をポジティブな態度や評価をす

る（同時に外集団をネガティブに評価する）ことであるとされている．これは外集団よりも

内集団を高く評価することで所属する自分自身のアイデンティティや自尊心を保つこと

が可能になると考えられている．このことを本研究の結果に当てはめるならば，長野県の

回答者にとって外集団（ライバル）である青森県の評価は】自己のアイデンティティや自尊

心を低下させる危機的な情報であるため，評価を下げることによって防衛をしようと試み

た結果であると考えらえるかもしれない．この仮説については改めて検証することが必要

であるが，地域ブランドの評価においては回答者の出身地等を十分に考慮することは極め

て重要であると言えるだろう．

2．7　まとめ

第2章では，従来から経験的に存在すると考えられてきた地域ブランド効果について，消

費者関与の与える影響に注目し，実験的手法による検証を行った．

実験の結果，一般的に知名度が高い地域ブランド商品は，消費者の商品対する信念や態

度についてポジティブな認知を引き出しやすいことが示され，地域ブランド効果が改めて

確認された．

また消費者関与が地域ブランド効果に与える影響としては，状況関与の中でも外部評価

が与えられることで期待値や購買意向などのポジティブな態度形成が高まることが示さ

れた（ただし，ひいき効果の生じたリンゴを除く）．この傾向は特に，知名度の低い地域ブラ

ンド産品において顕著であった．これらの結果から，地域ブランド産品の購買に影響する

態度形成においては，クチコミやランキングなどの外部評価が重要な役割を果たすことが

示されたと言える．
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第3章

地域ブランド商品の評価と「地名付加」の関係性
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3　地域ブランド商品の評価と「地名付加」の関係性

3．1本章の位置づけと結果の要約

第3章では，産品に対する地名の付加が，消費者の地域ブランドに対する信念評価に影

響し，態度評価を形成する一連の認知プロセスについて検討を行った．

第2章で測定した地域ブランド効異は，知名度による相対的な比較はおこなったものの

（例：信州リンゴと青森リンゴ上純粋に地域ブランドが付加されることによる認知変化を

測定したものではない（例：リンゴに対する信州の付加効果）．従って，そもそも地域ブラ

ンドの付加が，購買意欲に対してどの程度の影響力を持つのかについては明確になってい

ない．また，2章では地域ブランドの違いによるイメージや態度，購買意向の変化につい

てそれぞれ測定は行ったものの，両者がどのような関係性，プロセスによって最終的な購

買意図の形成に結びついているのかは検討が行われていない．そこで第3章では，地域ブ

ランド商品における地域名と商品名の関係性に注目し，地域ブランド情報の認知プロセス

についての実験的検討を行った．

実験では，30個の地域ブランド食品の広告を作成し，広告の評価と記憶課題を行った．

広告は，「信州リンゴ」のように地域ブランド名が表示されるものと「おいしいリンゴ」

のように地名が表示されない条件が設定された．コンピュータ上に表示される各広告スラ

イドについて，安心感や好意凰購買意欲等について評価を行った．また実験終了後，実

験中に呈示された地域ブランドについては記憶テストを行った．最後に地域ブランドの地

名と商品名（カテゴリ）について，表記の親近性や連合強度について測定した．

分析の結見　地域名の付加が，地域ブランド食品の記憶，安心と信頼，購買意欲を高め

ることが明らかになった．また，地域名と食品名の関係が深いほど，安心と信頼，購買意

欲への影響が強いことが示された．本研究の結果から地域ブランドにおいて地名と商品の

結びつき（連合）が，重要であることが示された．なお，第3章は，【発表論文】「地域名の

付加が地域ブランド商品の購買意欲に与える影響」［17］を基にまとめを行った．

3，2　先行研究と問題

筆者は，個人要因や環境要因によって地域ブランドの評価がどのように変化するのか

を，心理学的なアプローチを用いて検討してきた［15］［16］．その結果，地域ブランドの

評価は，一般に地域ブランドとして知名されている対象ほど，イメージや態度が良く，購

買意向をもたれやすいことが示された．また，特に消費者の状況的関与（外部評価）によっ

て地域ブランドの評価も影響を受ける可能性などが示されている．
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しかし，筆者らの先行研究で得られた結果は，産品間や知名度条件の相対的な地域ブ

ランド効果の比較であって（例：信州リンゴと青森リンゴ），純粋に地域名が付加されるこ

とによる地域ブランド効果を測定したものではない（例：リンゴにおける「信州」の付加

効果）．したがって，そもそも地域ブランドの付加が，購買意欲に対してどの程度の影響

力を持つのかについては明確になっていない．また，地域ブランドの違いによるイメージ

や態度，購買意向の変化について測定はされているものの，それらがどのようなプロセス

によって，評価に結びついているのかについては検討が行われていない．そのため，ブラ

ンド知識を戦略的に構築するための方法論を示すには至らないなどの課題もある．

そこで本研究では，認知心理学を方法論的，理論的基盤として，地域ブランド商品に

おける地域名と商品名の関係性に注目し，地域ブランド情報の処理プロセスについての心

理実験的検討を行った．

3．3　日的

本研究は，産品に対する地名の付加が，消費者の地域ブランドに対する信念評価に影響

し，態度評価を形成する一連の認知プロセスについて検討する．手法としては，先行研究

と同様に実験的手法を用いる．実験的手法のメリットは，要因が錯綜する実態調査に比べ，

諸要因が統制された条件を人工的に作り出すことで，原因と結果の関連を明確にすること

ができることである．検討する点は，次の4点である．

第1に，地域ブランド商品における地域名の付加が，商品の購買意欲に与える影響につ

いて検討を行う．地域ブランド産品では，魅力や購買意欲を高める意図で地域名が付加さ

れることが多いと思われる．しかし，そのエビデンスが十分に蓄積されているわけではな

い．実在する地域ブランド食品を材料として，第1章の結果を改めて確認する．

図12：購買意欲向上のプロセスモデル（※松田他（2004）［40］を参考に一部改変）
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第2に，購買意欲を高めるプロセスの中で，地域名の付加が影響する要素を特定する．

商品名が感性判断と購買意欲を高めるプロセスとして，安心感の向上，好意度の向上があ

ることが指摘されている［40］（図12）．本研究では，このプロセスモデルを仮定し，地域

名の付加が具体的に影響する要素を特定する．なお，島田（2009）を参考に，安心感に信頼

感を加えて「安心・信頼」とする［41］．

第3に，既有知識と購買意欲の関係を検証する．既有知識とは，地域名の知名度や，地

域名と商品の連想など，地域名と商品名そのもの，およびその関係を指す．たとえば，よ

く知る地名であれば，購買意欲が高まる可能性がある．一方，地名と商品がミスマッチで

あれば，購買意欲が低下する可能性がある．本研究では，上記の購買意欲のプロセスモデ

ルの下で，地域名と商品名に関する既有知識が購買意欲に与える影響を検討する．

第4に，地域名の付加と記憶の関係を検討する．記憶とは，第3の目的にある既有知識

とは異なり，商品が提示された際に，その商品名を覚えているかどうか，ということを指

す．商品名の記憶を促すことは，購買意欲を高めることに役立っと考えられる．そこで本

研究は，地域名の付加が記憶に及ぼす影響を検証する．

以上4点を検証するための心理実験を実施した．

3．4　方法

［実験材料］

株式会社日経リサーチ「地域ブランド戦略サーベイ（名産品編）」から30種の地域ブラ

ンド食品を抽出した．抽出にあたっては，（a）地域名・食品名が重複しないこと（たとえ

ば，「信州りんご」と「青森りんご」は一方のみを選ぶ），（b）実験参加者である大学生が

既知である食品名を選ぶこと，（C）地域名は，大学生が既知であるものと未知であるもの

がバランスよく含まれるように選ぶこと，に留意した．これらの地域ブランド食品を宣伝

するスライドを30種の食品について作成した．スライドの例を図13に示す．

スライド材料は地域名の有無に関して2条件作成し，合計60種作成した．一つは地域

名あり条件で，例「イ言州りんご」とした．もう一つは地域名なし条件で，地域名を一般的

な形容詞などの用語に置き換え，例「おいしいりんご」とした．各スライドには，「甘み

と酸味のバランスがとれています．」といった商品の特徴を箇条書きで3点ずつ記述した．

この特徴の記載は，地域名の有無で同一のものとした．」二記の手続きで，地域名あり，な

しそれぞれ30種のスライドを作成した．
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図13：スライドの例　※左が地域名あり条件，右が地域名なし条件

なお，実験では地域名あり条件、地域名なし条件を15種類ずつ】リストに含まれる食

品が重複しないように組み合わせ，リストA，Bの二つの刺激セットを作成した．実際に実

験で用いた材料リストの一覧は表21の通りである．実験参加者は，リストAあるいはリス

トBのいずれかに回答した．

表21：実験で使用した材料リスト

リストA（地名あり＋地名なし全30種）

おいしい　　　　　　ぶどう

おすすめ　　　　　　メロン

特選　　　　　　　　黒酢

大人気　　　　　　　みかん

お得な　　　　　　　しいたけ

おいしい　　　　　　キャベツ

おすすめ　　　　　　松茸

特選　　　　　　　　マンゴー

大人気　　　　　　　ふぐ

お得な　　　　　　　すいか

おいしい　　　　　　トマト

おすすめ　　　　　　　かまぼこ

特選　　　　　　　　　いか

大人気　　　　　　　のり

お得な　　　　　　　ぶり
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リストB（地名あり＋地名なし全30種）

ぶどう

メロン

黒酢

みかん

しいたけ

キャベツ

松茸

マンーコー

ふぐ

すいか

トマト

かまぼこ

いか

のり

ぶり

おいしい　　　　　　りんご

おすすめ　　　　　　せんべい

特選　　　　　　　　さくらんぼ

大人気　　　　　　　カステラ

お得な　　　　　　　もも

おいしい　　　　　　ねぎ

おすすめ　　　　　　びわ

特選　　　　　　　　大根

大人気　　　　　　　鰹節

お得な　　　　　　　いちご

おいしい　　　　　　梨

おすすめ　　　　　　黒豚

特選　　　　　　　　桜えび

大人気　　　　　　　うなぎ

お得な　　　　　　　わかめ

［実験参加者］

長野県内の大学生20名（男性6名，女性14名，平均年齢21歳）が参加した．2つの材料

リストに10名ずつ割り当てた．

［実験手続き］

実験はすべて個人実験で，コンピュータを利用して行った．以下の4つの課題を行った．

［商品評価課題］

スライドを10秒間提示してから消去し，その直後に以下の4つの質問について，それ

ぞれ5段階評価を求めた．この際，後の記憶テストの存在については教示しなかった．各

スライドで1試行ずつ，合計30試行行った．

・安心（商品に対して，安心感があると思いますか？，5：ある～1：ない）

・信頼（商品に対して，信頼感があると思いますか？，5：ある～1：ない）

・好意度（商品が好きだと思いますか？，5：好き～1：嫌い）

・購買意欲（商品を欲しいと思いますか？5：欲しい～1：欲しくない）

［妨害課題］

逆算課題を1分間行った．これは，次に述べる再生課題を行う際に，直近のスライドが

短期的に記憶されている効果を避け，長期的な記憶のみを抽出するための手続きである．
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［再生課題］

食品名の再生を求めた．5分間を目安としたが，実験参加者の希望で，自由に時間の短

縮や延長ができるようにした．記憶テスト用のシートに，覚えているものを箇条書きで列

挙するように求めた．その際，（a）食品名を書くこと，（b）地域名と食品名を両方覚えてい

る場合は地域名を合わせて書くこと，（C）地域名のみを覚えている場合は地域名のみ書く

こと，（d）地域名以外の言葉（例：「おいしいりんご」の「おいしい」）は書かなくてよい

こと，を教示した．

［連合評価課題］

30種の地域名＋食品名を提示した．ここでの30種は，2つの材料リストに含まれる地

域名あり条件の材料である．つまり，材料リストの割り当てにかかわらず，地域名が付加

されているものを使った．また，箇条書きで記述された食品の特徴は】ここでは省略して

提示した．スライドを提示したまま，以下の6つの質問について，それぞれ5段階評価を

求めた．

・認知度：（地名を知っていますか？，5：よく知っている～1：全く知らない）

・イメージ：（地名によいイメージを持っていますか？，5：持っている～1：持って

いない）

・なじみ：（地名になじみがありますか？，5：ある～1：ない）

・身近さ：（地名を身近に感じますか？，5：身近に感じる～1：身近に感じない）

・地名商品認知度：（地名と食品名の組み合わせを知っていますか？，5：よく知って

いる～1：全く知らない）

・地名商品関連度：（地名と食品名の関係は強いと思いますか？，5：強いと思う～1：

弱いと思う）

3．5　結果

地域名の付加と購買意欲の関係（目的1），購買意欲のプロセスモデル（目的2，3上　地域

名の付加と記憶の関係（目的4）の順で分析を実施した．

地域名の付加と購買意欲の関係（目的1）

安心，信頼，好意度，購買意欲の平均評定値を，地域名あり条件となし条件で比較した

（図14）．t8検定の結果，すべての指標で有意な差がみられた（順に，t（19）＝5．87，pく．01；

t（19）＝6．15，Pく．01；t（19）＝3．24，Pく．01；t（19）＝3．68，pく．01，すべて両側検定，以下同

様）．以上から，地域名を付加して商品を提示することは，地域ブランド商品の購買意欲

8　t検定については基本的に分散分析と同様である．
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を高めることが明らかになった．また，安心，信頼，好意度を高めることが明らかになっ

た．

昌平5

琴

議ヰ

箋

ヱ

1

安心　　　　信頼　　　好悪唐　　靖買禁欲

指標の種葵準

図14：商品評価課題の結果

購買意欲のプロセスモデル（目的2，3）

地域名の付加と連合評価課題の指標が，商品評価課題の各指標に与える影響を共分散構

造分析により検討した．各参加者の1反応を1サンプルとして，3サンプルの欠損値を除

き，合計597サンプルで分析した．

図15：共分散構造分析の結果9

9共分散構造分析とは観測した変数やその背景にある潜在的な変数を仮定し，変数間の因果関係について

モデルを用いて直接的・間接的な影響力を分析する手法　※破線は非有意のパスを示す．実線は有意なパ

スを示し，すべて1％水準で有意であった．左は連合強度高群，右は連合強度低群の標準化パス係数を示す．
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まず，購買意欲向上のプロセスモデル（図12）の中で，地域名の付加が影響する要因を特

定した．地域名の付加に関する変数は，ダミー変数（あり＝1，なし＝0）とした．安心・信頼

は，安心と信頼の評定値を平均したものとして定義した．図15の通り，地域名の付加（図

では「地名付加」）から3つの要素へのパスを仮定した．

また，既有知識が購買意欲に与える影響を特定するために∴次に述べる地域一商品連合

強度を考慮した多母集団同時分析を行った．地域一商品連合強度は，連合評価課題におけ

る地名商品認知度と地名商品関連度について，全参加者の平均値を算出し，各食品の地域

一商品連合強度を求めた．その連合強度を用いて，食品を強度の強弱で2群に分類した．

この分類を母集団とした．

なお，探索的検討の結果，地域名自体に関する指標（地名認知度，地名イメージ，地名

なじみ，地名身近さ）は影響が小さいと考えられ，分析から除外した．ただし，各指標は，

地名商品認知度および地名商品関連度との相関係数が比較的高かった（rs〉．40）．この点に

ついては，考察で論じる．また，購買意欲のプロセスモデルの内部（図12の範囲）にお

いては，2つの母集団で等価な影響を受けると考えられる．そこで，安心・信頼，好意度，

購買意欲の関係はj　群間で等値制約をおいた．

以上の手続きで分析を行った結果を，図15に示す．適合度指標は，X2（6）＝．411，

GFI＝．995，CFI＝1．000，RMSEA＝．006を得て，十分に適合していると判断できる10．地名付

加からのパスは，安心・信頼に対してのみ有意であった．このパスにおいて】2群の間の

差は有意であった（Z＝2．50，pく．05）．

以上から，次の2点が明らかになった．一つは，地域名の付加は安心・信頼に影響し，

その波及効果として購買意欲が上昇することである．もう一つは，既有知識が購買意欲に

与える影響として，地名一商品連合強度が高いほど安心・信頼を高める効果が強いことで

ある．

地域名の付加と記憶の関係（日的4）

再生課題11であるため，地域名あり条件では，地域名のみ答えられた項目（例：信州），

食品名のみ答えられた項目（例：りんご），地域名と食品名のみ答えられた項目（例：信州

りんご）のパタンが考えられる．そこで，次の2つの基準で分析した．その結果を図16に

示す．

10適合度はモデルの当てはまりのよさを示すものであり，用いた変数で予測値と実測値がどれだけ合致し

ているかを示します．
11再認課題は先に呈示された実験刺激等を再度呈示され，先に見た（学習）したかどうかを回答する．これ

に対して再生課題は自分自身で思い出すことを求められる課題である．
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基準A

図16：記憶課題の結果

基準B

基準Aとして，地名あり条件において地名または食品名を書けた場合を正解，地名なし

条件では食品名を書けた場合を正解とした．あり，なし条件の平均正答率は，それぞれ59％，

47％であり，t検定の結果，地域名ありの条件の正答率が統計的に有意に高いことが示され

た（t（19）＝2．49，pく．05）．一方，基準Bとして，あり条件で商品名の回答を正解にあたり

必須とした場合（つまり，地域名だけでは不正解とした場合），正答率は56％で，t検定の

結果，地域名あり条件の正答率がなし条件よりも高いが，有意傾向にとどまっていた

（t（19）＝1．91，pく．10）．以上の結果から，基準Bでは有意傾向ながら，地域名を付加して

商品を提示することは，地域ブランド商品の記憶を促進することが明らかになった．

3．6　考察

本研究の目的は，地域名の付加と購買意欲の関係（目的1），購買意欲のプロセスモデル

について（目的2，3），地域名の付加と記憶の関係について（目的4）を明らかにすることで

あった．以下，目的1～4について順に考察を行う．

目的1である地域名の付加と購買意欲の関係については，地域名の付加が購買意欲を促

進することが明らかになった．この関係については，従来からの常識であると考えられる

が，本研究は改めてそのエビデンスを示すことができた．

次に，目的2である購買意欲のプロセスモデルについては，共分散構造分析の結果から，

地域名の付加は安心・信頼に影響することが明らかになった．つまり，地域名の付加が，

安心や信頼を高めることで，購買意欲を増加させていると考えられる．

ただし，本研究は食品を材料にしていることに注意する必要がある．食品は，安心や信

47



頬が特に求められると考えられ，食品固有の効果である可能性も否定できない．この点は，

今後の検討が必要である．

また，目的3に関して，地域一商品連合強度が安心・信頼に影響することが明らかにな

った．つまり，地域名と商品名のマッチングがよい方が，安心t信頼を高める効果が高く，

結果として購買意欲を高めると考えられる．原産国効果研究でも製品評価の際に重要とな

るのはその国のイメージ自体のみならず，製品カテゴリと国のイメージとの適合（マッチ

ング）の良さが消費者のブランド評価に影響を与えることを指摘している．例えば、日本一

自動車，フランスー革製品といった結びつきの良さ，らしさ，連想価・連想強度がブランド評

価に強く影響するというのである．したがって，命名の際には，地域名と商品名のマッチ

ングの強さを考慮する必要があると考えられる．

ただし，本研究において地域一商品連合強度に関連する指標は，地域名自体に関する指

標との相関が高かった．これは，本研究では地域名と商品名の連合の強さ（マッチングの

強さ）が重要であると結論づけたが，地域名自体の指標，たとえば知名度などが影響して

いる可能性も捨てきれない．また，今回扱った地域名の中には，実験参加者にとって未知

のものが含まれていることも考えられる．その場合，地域一商品連合強度に関連する指標

は評価が困難であり，地域名自体を知らない場合は低い評価を与えていると考えられる．

地域名の特徴が購買意欲に関与していることは間違いないと思われるが，商品名との関連

が重要であるのか】地域名自体が重要であるのか，さらなる検討が必要である．

最後に目的4である地域名の付加と記憶の関係については，地域名が商品名の記憶を促

進することが明らかになった．この背景を認知心理学的に考察すれば，地域名が検索手が

かりとして働くという理由が推察される．つまり，地域名と商品名が組み合わされている

ことで，地域名を想起する際に，同時に商品名が想起されるということである．結果的に，

その商品の記憶が促進されることになる．

本研究では，上記の結果を得たが，今後の発展のために，次の2点を今後の課題として

指摘しておく．

一つは，実験参加者の要因である．本研究は，長野県内の大学生を対象とした．参加者

の居住地や年齢などの要因により，結果が異なる可能性がある．この点は，今後の課題と

して残される．

もう一つは，本研究が，実在する地域ブランド食品のみを材料として扱ったことによる

問題である．つまり，現時点で存在しない地域ブランド商品には，本研究の結論を一般化

できるかどうか，検討が必要になる．新規にブランドを立ち上げる際には，その時点では
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実在しないはずである．したがって，今後の研究が目指すべき方向は，新規ブランドを立

ち上げる際に，そのブランドが適当かどうかを予測することである．今後は，新規ブラン

ドを立ち上げることを見越して，地域名の特性と商品名の特性をいかにマッチングさせれ

ばよいのか，予測を行うための研究が必要になる．その際∴認知心理学における「概念」

に関する研究は参考になる．たとえば，「信州みかん」と呼ぶブランドを立ち上げるとす

れば，「信州」の概念，「みかん」の概念に関して，それぞれの概念構造の組み合わせとし

ての適切さがあるはずである．地域ブランド商品の多くは，既存の地域名と商品名の組み

合わせであるから，地域名と商品名の概念構造や，ブランドとして認識される際のプロセ

スを解明できれば，地域ブランドの適切な命名を予測できる可能性があるだろう．

3．7　まとめ

第3章では，産品に対する地域ブランド（地名）の付加が，消費者の認知に与える影響とブ

ランド認知から購買意図を形成するプロセスモデルについて検討を行った．実験の結果か

ら地名と商品の結び付き（連合）の強さが，ブランドに対する認知や購買意図の形成を促

進することが示された．

また，情報処理プロセスについては，地域名の付加が，安心感や信頼に対する認知を増加

させ】最終的な購買意欲を高めるモデルが確認された．ただし，情報処理プロセスについ

ては，食というカテゴリにおいては安心感等が重視されやすくなる可能性があるように，

モデルとしての一般化においては他のカテゴリによる検証が必要である．
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第4章

地域名の想起と地域ブランド商品の関係性
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4　地域名の想起と地域ブランド商品の関係性

4．1本章の位置づけと結果の要約

第4章では，目的や関連する情報から特定のブランドを探索・想起する際の情報処理（集

束連想）について検討を行う．

第2章，第3章では，主に購買場面を想定し，呈示されたブランドに対して思い出され

る知識や感性的情報について検討してきた．従来のブランド研究は，ブランドの評価に強

い関心があっため，このようなブランド連想の広がりである「発散連想（Divergent

Association）」に焦点を当てた研究が中心であった．

しかし，我々は与えられた状況を評価する以外に，自らの目的や条件にそったブランド

を思い出すこともある．例えば，梅に旅行に行きたい・歴史観光がしたい，あるいは贈答

用の果物が欲しいなどである．こうした場合，様々な目的や条件から対象となるブランド

を導き出すことが必要である．これを「集束連想（ConvergentAssociation）」と呼ぶ．こ

のブランドの集束連想は，個々人の中にあるブランドがどれだけ強く刻まれているかを表

すマインドシェア（Mind Share）や購買候補となる想起集合（Evoked Set）の指標でもあり，

極めて重要であると考えられるが，これまで十分な研究が行われてきていない．

そこで，第4章では地域ブランド構築における目標管理の観点から「ブランド想起」に

注目し，ブランド想起の客観的な測定と認知プロセスの検討を行った．具体的には，心理

学領域の虚記憶研究で用いられるDRMパラダイム12を利用し，虚記憶を指標として地域ブ

ランド想起や間接的な連想の活性化の測定を試みた．

DRMパラダイムを用いた実験では，ある地域（例：北海道）に関する都市名（旭川）や資源

（マリモ，ジャガイモ，流氷など）に関する学習リストをコンピュータ上で提示されっ記憶

するように指示された．この際　ある地域（北海道）については表示せず，代表的な地域資

源（例：メロン）などの一部も表示しなかった．学習終了後のテストは，テスト単語が実験

で学習したものであったかどうかを確認するものであった．ただし，テスト単語は学習時

に出てきた単語以外に，実験では明示しなかった関連語（北海道，メロン）や全く関係のな

い単語（新潟，バナナ）を含むものであった．もし，先の学習語がある地域ブランドと連合

してお町卜思い出す手がかりとして機能するならば，非呈示の関連語を誤って見たと判断

する可能性が高まる（ただし，無関連語の誤判断は生じない）と予測した．

分析の結果からDMパラダイムを用いることで地域ブランド名や関連する地域資源の虚

記憶が確認された．このことから，本研究で用いた地域資源リストと地域ブランドには単

12Deese－Roediger－McI）ermott Paradigm．Deese（1959）の研究をRoediger＆McDermott（1995）らが発展さ

せ，確立された実験室実験で虚記憶を再現する代表的手法である［45］［46］
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に拡散連想だけでなく，集束連想方向も備えた強固な連想ネットワーク関係があることが

確認された．また，従来，集束連想の測定に関しては拡散連想と分離できていない等の問

題があったが，本実験で用いたD蝕パラダイムを導入することで，ある文脈条件（学習リ

スト）におけるブランド（地域名）の想起確率やそれを媒介とした間接的な連想項目の想起

確率を客観的に測定できる可能性が示された．なお，第4章は，【発表論文】「地域ブラン

ドにおけるブランド想起の測定手法の開発－DRMパラダイムの利用－」［18］を基にまとめ

を行った．

4．2　問題

地域ブランドの魅力は，地域名から喚起されるブランド連想（Brand Associations）がっ

商品のイメージや価値に帰属され，購買における差別的優位を生み出す効果（地域ブラン

ド効果）が期待されるためである［16］．それゆえ先行研究では主に地域名や地域名の付加

された商品の評価場面を想定しっ　その際に喚起されるブランド連想やイメージ・感性情報

の内容や構造，リンクの状態が研究対象とされてきた．言い換えれば，先行研究は“北海

道→海の幸・北海の幸→カニ→おいしいもの”のような「ブランド（地域名等）を起

点とした連想の広がり（発散連想：divergent association）」に主な関心があったと言え

る．

一方，我々は目前の地域ブランドを評価する以外に，旅行先や贈答品に適した地域ブラ

ンドを探索し，購買を計画することも少なくない．その場合は，“おいしいもの→カニ→

海の幸・北海の幸→北海道”の方向性でブランド連想が利用されることになる．すなわ

ち，当該の文脈や目的に関する連想から最適なブランドを導き出す「連想の収束（収束連

想：COnVergentaSSOCiation）によるブランド（地域名等）の想起」が必要になる［42］．だ

が，ブランド連想に関しては，多くの研究が蓄積されてきたにも関わらず，ブランド想起

の測定やメカニズムに関する実証的な研究はあまり多くない．しかし，ある文脈で優先的

に想起（自由再生）可能なブランドは，購入対象候補（想起集合‥evoked set）として重要視

されているように［43］，想起の有無はブランドが差別化され，心的なシェア（MindShare）

を確保しているかどうかを端的に示す指標となる．したがって，ブランド想起はブランド

構築の目標管理という点からも重要であり，それは地域ブランドにも共通する視点である．

そこで本研究ではブランド想起に焦点を当て，地域ブランドにおける想起の実態とメカニ

ズムについて，新たな測定法を開発して検討することとした．
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4．3　先行研究の課題と本研究の目的（仮説）

ブランド連想の概念化・モデル化は，記憶の階層的ネットワークモデル［13］や活性化

拡散理論［14］など心理学分野の記憶研究を参考に体系化されてきた［2］．その中では概

念ネットワークの双方向性や非対称性も論じられてきており，ブランド想起についても考

慮されてこなかった訳ではない．

しかし，それら先行研究においても発散連想側の視点が強いものとなっている（例えば，

［3］［44］［45］）．この場合，ブランドはあくまでも検索手がかりとして明示される存在で

あり，主たる測定対象は連想内容となる．各連想からブランドへの収束方向のリンク強度

としてブランド想起は算出されているが，それは顕在化状態のブランドに対する主観的な

結び付きの強さを示しているのであり，直接的な想起確率の高低・有無を示している訳で

はない．言い換えれば，ある連想がブランドに関連していると評価することと，ある連想

からブランドが思い出されることは異なるプロセスであると考えられる．従って，ブラン

ド想起を測定するためには，第一に連想項目からブランドへの収束連想として測定するこ

とが必要であり，第二に顕在的・意図的な結び付きの評定ではなく，より純粋な記憶アク

セスの可能性を測定する潜在的・非意図的な測定浜による検証が有効であると考えられる．

本研究の実験手法と分析視点

記憶のアクセシビリティに関する研究は，心理学分野の中心的テーマとして膨大な研究

が蓄積されてきた．潜在的・非意図的な記憶アクセス（連想ネットワークの活性化）の測定

法としては，プライミングを初め，近年では潜在連合テスト（ImplicitAssociationTest：

IAT）［46］や感情誤帰属手続き（Affect MisattributionProcedure：AMP）［47］が注目され

ている．しかし，これら測定手法は，ある概念に結びつく連想や感情情報を測定する性格

が強く，想起の測定にはやや不向きである．そこで本研究では，連想収束課題を用いた潜

在的測定手法であるDR軋パラダイムの適用を試みることとした．

DRMパラダイム（Deese－Roediger－McDermott Paradigm）とは】Deese（1959）の研究を

Roediger＆McDermott（1995）らが発展させ，確立された実験室実験で虚記憶を再現する代

表的手法である［48］［49］．D馳号ヾラダイムでは，ある概念（ルアー語）に関連する単語の

連想リストを学習させた後，再認／再生テストを行うと学習時には未呈示だったルアー語

が，高い確率で誤って再認／再生される（虚記憶が生起する）現象を利用する．例えば，“睡

眠”に関する連想リスト「ベッド・休息・起床‥・」の学習後に再認／再生テストをすると

非呈示だった“睡眠”が報告される．この虚記憶はj　ルアー語が連想リストの収束する概

念としてネットワーク構築されている場合，連想リストの学習によってルアー語が強く活
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性化するため，記銘や保持，想起に影響し，モニタリングミスや記憶の再構成を誘発して

生じることになる（虚記憶研究レビュー：［50］［51］）．この考えに基づき，本研究では，

DRMパラダイムにおいて地域ブランド連想の学習リストを用いることで，虚記憶を指標と

して地域ブランドの想起を測定することを試みる．以下に結果の予測に対する3つの仮説

（分析視点）をDMパラダイムでの検証プロセスに即してまとめる．

［1］地域名の想起（直接ルアー語の虚記憶）・‥本研究のDRMパラダイムでは，ある地域

（例：青森）のブランド連想として地域情報で構成された学習リストを記憶する（例：ね

ぶた祭・八戸など）．この時，ルアー語の「青森」は呈示されない．しかし，地域情報

が「青森」を想起させるブランド連想として機能するならば，学習者が意図せずとも

「青森」は強く活性化され，再認テスト時に「青森」の再認（虚記憶）判断率が高まる

と予測される．ただし，「東京」のような「青森」との概念的結びつきがほとんどない

地域名の再認を求めた場合には虚記憶は発生しない．

［2］地域名を介した間接連想（間接ルアー語の虚記憶）・・・本研究では間接ルアー語とし

て】想起対象の地域名（例：青森）に強く結びついた資源（例：リンゴ）を設定する．前

述のように想起は連想の収束を意味するが，現実場面において想起されたブランド（地

域名）は，発散連想（青森→リンゴ→自然が豊か．etc）の起点・媒介になると考えられる

［8］．実阻　職業ステレオタイプ（男性／女性的職業）を用いた間接的連想による虚記憶

の生起も確認されており［52上　本研究においても「青森」の想起を媒介として，非呈

示の「リンゴ」（青森リンゴ）に対する虚記憶も増加すると考えられる．ただし，間接

連想対象である資源の知名度が低い場合は，虚記憶発生率が低下し，さらに「パイナ

ップル」のような「青森」との概念的結びつきがほとんどない資源の再認を求めた場

合は，虚記憶は発生しないと予測される．

［3］主観的な地名一製品連合意識と虚記憶の関連性‥・本研究ではDMパラダイムによる

潜在的・非意図的なブランド想起や連想の測定に加えて，質問紙を用いた顕在的・意

図的な地名一製品連合意識の測定を行う．想起に顕在的な結合意識が必要であるならば，

地名一製品連合意識が高いほど虚記憶の生起率が高まる可能性があるが，先行研究の外

観で論じたように両者は，必ずしも対応するものではないと予測する．

4．4　方法

本研究では，地域ブランドにおける想起の実態とメカニズムを検討するため，地域ブラ

ンド連想リストを作成し，DRMパラダイムによる実験を行った．
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4，5　方法

地域連想リスト作成のための予備調査

DRMパラダイムによる地域ブランド想起の測定にあたり，地域ブランド連想についての

DRM学習リスト（地域連想リスト）及び再認リストの作成を行った（表21，表22）．

（1）直接・間接ルアー語の決定：再認対象となる直接ルアー語（地名）と対応する間接ルア

ー語（地域資源）を8セット選定した（表22）．この内，4セットは直接・間接ルアー語の組み

合わせで表現される「地域ブランド商品」の地名度が高く，直接ルアー語から間接ルアー

語が連想しやすい条件であった（青森－リンゴ・山梨－ブドウ・北海道－メロン・和歌山－ミ

カン）．他の4セットは，直接・間接ルアー語の組み合わせで表現される「地域ブランド商

品」の地名度がやや低く，直接ルアー語から間接ルアー語が連想しにくい条件であった（秋

田－リンゴ・長崎－ブドウ・静岡－メロン・広島－ミカン）．なお，これら直接一間按ルアー語

間の連想の高低は，先行研究［29］や農林水産省（2011）を基に設定し，後述のプレ調査でも

確認を行った．

表22：作成した地域連想リストのパタン

地域連想リスト

（○は実験に利用）
想起対象
（直接ルアー）

間接連想
（間接ルアー）

資源知名度
地名からの間接
ルアーの連想

○　　○

青森　山梨　北海道和歌山

リンゴ　ブドウ　メロン　ミカン

嵩

高連想条件

○　　○

秋田　長崎　静岡　広島

リンゴ　ブドウ　メロン　ミカン

低

低連想条件

（2）地域連想語の作成：10名の予備調査対象者に8地域と関係が深いと思われる連想語の

再生テストを行った．連想語の再生は，先行研究の地域イメージの構成要因を参考に［8上

人的要因（特に芸能人等）を除く，地理・自然環境，都市名，特産軋　歴史・文化，産業を

きっかけとして思いつくことを自由に報告するよう指示した．回答者より報告された連想

語は，実験者が各地域の公式肝及び観光情報などを参考に地域のユニークな特徴を表す

概念として存在が霞められるかどうかの確認を行い選定した．

（3）連想語の確認：DRM学習リストに用いる語を決定するため，地域連想語と地域名の連想

強度を測定した．回答者は，自由再生課題回答者とは異なる調査協力者17名（男性10名・

女性7名，平均28．8歳）．上記で抽出した各地域の連想語と地名を対呈示し，両者の関連

について「1．全く思い出せない」～「5．はっきり思い出せる」の5段階による評定を得た
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（例：「もみじまんじゆうー広島」）．連想強度3以上を目安に13語（予備ルアー1語含む）

を各地域の連想語に採用した。

（4）リストの作成：表23に地域連想学習リストとその再認リストを例示する．地域連想リ

ストは12語で構成され，再認リストは，学習時に呈示した語（ターゲット語）から3語，

未呈示のルアー語3語，未呈示でリストとは無関連な統制語（新奇語）2語の計8語で作成

した．なお本実験では作成したリストの中から，地域の距離的近接性を考慮し，メロンと

ミカンに関してそれぞれ間接ルアーの連想高条件・低条件2つのリストを用い，計4リス

トを実験材料とした（表22参照）．

表23：地域連想学習・再認リストの構成例

「二二二二二二二蓼撃墜墾撃墜頂匪空率覇 
地域連想 ��ｨｴ����ｸ�����｢�想起対象　　　連想 ��学習　　再認 

リスト ��Yfｸ､9;��h��ｺﾙ7��「静岡」　　　強度 ��呈示　　呈示 

連想語1 �4�486ｸ������X�C���お茶　　　　4．86 凵宦@　　○ 

連想語2 ���ﾈ������H�C�2�サッカー　　　3．50 ��○ 

連額語3 傅ﾉ$ﾘ����H�C�2�浜名湖　　　4．71 ��○ 

連想語4 倅Ig�����H�C�2�富士山　　　4．71 ��○ 

連想語5 僮(*)�i�ﾈ��H�C�2�浜松　　　　4．71 ��○　　　○ 

連想語6 冉ｹ_ｹ|ﾉ7���H�Cッ�熱海　　　　4．71 ��○ 

連想語7 �5x884ｸ488(��H�Cs��清水　　　　4．36 ��○ 

連想語8 冰ｹ*8����H�Cs��沼津　　　4．36 ��○ 

連想語9 �;伜倡�����H�Cs��御殿場　　　4．21 ��○ 

連想語10 ��韶ｹ>x����H�Cs��伊豆　　　　4．86 ��○　　　○ 

連想語11 凛ﾉU�����H�CSr�うなぎ　　　3．71 ��○ 

連想語12 �7ﾘ8ｨ8(������H�C#��わさび　　　　3．07 凵� 

直接ルアー （想起対象） 冉ｸ､9;��静岡 凵� 

間接ルアー �8�8ﾘ92��俘)���ｨ�｣H�Ss��（遥品）1・93 ��○ 

予備ルアー 凅��������H�CSr�由海　　　3．43 凵� 

新規語1 ��hｨ2�愛知 凵� 

新規語2 �6�6�6��栗 ��○ 

DRMパラダイムによるブランド想起の実験

（1）実験参加者：大学生60名（男性22名・女性38名，平均年齢20．0歳）．予備調査等の

参加による虚記憶への影響を避けるため，本実験参加者は新規に募集を行った．

（2）分析計画：分析1「一般連想及び地域連想リストにおける虚記憶生起の確認（ルアー語

の全体分析）」‥・学習リスト（一般連想／地域連想）×再認対象（ターゲット語／ルアー語／新

奇語）の2要因計画．分析2「ブランド想起及び間接連想への波及の測定」‥・地名一製品連

合意識（高群／低群）×ルアー語連想条件（直接ルアー（地名想起）／高連想間接ルアー／低連

想間接ルアー／新奇語）の2要因計画．
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（3）実験材料：①「DRM学習リスト」…地域連想リストは予備調査で作成したものを用い

た（表21）。また，一般的な虚記憶の発生を確認するため宮地・山［23］の連想リストを使用

した．練習用に「電波」をルアー語とする連想リストと本試行用に「選挙」「平和」「礼儀」

をルアー語とする3つの連想リストを用意した（表24）．各学習リスト語は連想強度の高い

順に配置され，リストの呈示順序は参加者ごとにランダムとした．②「再認リスト」‥・

地域連想の再認リストは予備調査で作成したものを用いた（表23）．一般連想の再認リスト

も地域連想リストと同様の条件で作成した（表24）．各再認リスト内の単語配置はランダム

な順にし，リストの呈示順序は参加者ごとにランダムとした．③「地名一製品連合質問

紙」・‥本実験の想起対象となる地域名と間接ルアー語の果物を指標として，地域と製品

の結びつきを測定するため朴らや島田ら［8］［16］を基に4項目の質問を作成した（例：日

本一メロンの生産が多いのは北海道である，北海道はメロンの生産に適した気候である）．

なお，分析（分析2及び事後分析）では4段階評定による回答の合算値を地名≠製品連合意

識得点とした．

表24：一般連想用の学習・再認リスト

芦竿軍　　　　　　　　螢敬意潜も炉か 

地域連想 リスト �6IFr���ｸ��｢�選挙 兌ﾙ���礼儀 

連想語1 �8�5x4��立候補 僵R�挨拶 

連想語2 僥y+r�参議院 ��ﾙ���おじぎ 

連想語3 �6X8ﾈ7"�汚職 ���2�エチケット 

連想語4 �6Hｴ2�公明 ��(､R�正しい 

連想語5 �6I�ﾒ�演説 �B�守る 

連想語6 冖9�ﾂ�投票 佶ｹd��大切 

連想語7 侈�*h,�*"�金 ��ｴ��道徳 

連想語弓 佝y���政治 俛����堅苦しい 

連想語9 �6H���選ぶ �,ﾈ,x*��茶道 

連想語10 兩ｩ�r�違反 ���2�必要 

連想語11 �4�986X6��不正 册ﾘ-��作法 

連想語12 �6I_��議員 俾冰"�しつけ 

直壊ルアー �6HﾖB�選挙 兌ﾙ���礼儀 

ルアー �,ｩ�ﾒ�うるさい �?ｩgｲ�丁寧 

ルアー 僥r�買収 ��.(*��先生 

来庁規澤1 弍9eﾒ�手すり 價ﾘ將�かゆい 

新規語2 僞�b�耳 �+x,�,�*"�歩く 

（4）手続き：実験参加者は記憶実験に協力してもらう旨を告げられ，学習段階・再認段階・

質問紙段階の3段階で構成された実験手続きを行った．学習段階では，パーソナルコンピ

ュータの画面に2秒間隔で呈示される単語を読み上げ，覚えるよう指示された．学習リス

トの呈示終了後，同じパーソナルコンピュータ上で干渉課題としてランダムドット図形の

57



選好判断（好ましい／好ましくない）を60試行実施した．再認段階では再認リスト用紙が配

付され，学習段階での呈示有無を再認判断するよう求められた．再認判断は「確実にあっ

た，たぶんあった，たぶんなかった，確実になかった」の4段階の確信度で回答した．再

認段階では回答に制限時間を設けず，実験参加者が全ての単語に回答するのを待って終了

した．質問紙段階では，地名一製品連合質問紙，及び回答者の個人属性に回答した．最後

に実験に関する内省報告を得た後，デブリーフィングを行って実験を終了した．

（5）分析データの作成（従属変数）：一般的な虚記憶研究では，想起意識との関連性を検討す

るため，本研究においても3つの確信度別に虚記憶の検証を行うこととした．虚記憶反応

の全体傾向を示すデータとして「確実にあった」と「たぶんあった」を併せてOLD反応（0）

とした．「確実にあった」は，確かに存在を思い出せるRemember（R）反応，「たぶんあった」

は，あったことは分かる程度のKnow（K）反応とした．以下，分析では0・R／K判断率を分析

対象（従属変数）とした．

（6）実験手続きの妥当性確認（内省報告）：実験終了後の内省報告において，学習段階で呈

示されたリストが特定の概念と結びついていることに気が付いたかを確認した．その結果，

全ての参加者が学習中にリストに対応する地名・果物，関連する自身の体験などを思い出

したことを報告した．ただし，学習段階中はリスト語の記憶に集中するよう求められてい

たため，ルアー語を始めとした非呈示語に対して意図的な記憶作業を試みた者はおらず，

実験の意図に気が付いた者も見られなかった．このことから本実験で想起された地名や地

域情報の連想は，非意図的で自動的な記憶アクセスを反映したものであったと考え，全実

験参加者のデータを分析に用いた．

4．6　結果

本研究の実験操作による虚記憶生起を確認するため，〇・R／K判断率をそれぞれ従属変数と

して，学習リスト（一般連想／地域連想）×再認対象（ターゲット語／ルアー語／新奇語）の2

要因分散分析を行った．その結果，0・R／K判断の全てに交互作用が見られたため，下位分

析を行った（表25）．

表25：分析1における0・R／K判断の分散分析結果

各分析（従属変数）のF値とp値

自由度　OLD p Remember p Know
独立変数

A：学習リスト主効果　　上59　　2，8　　　　　　8．3　　＊＊　21．5　＊＊

B：再認対象主効果　　2，1181960．6　＊＊　1061．9　＊＊　29．7　＊＊

AxBの交互作用　　2，118　　35．2　＊＊　　59．4　　＊＊　13．2　＊＊

（＊pく．05，＊＊pく．01）
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（1）oLD判断：学習リストと再認対象の交互作用（表25＿OLD）について単純主効果の検定を

行った結果，再認対象の単純主効果が有意であった（表26）．再認対象間での差異を確認す

るため多重比較を行ったところ，一般連想リスト，地域連想リスト共に全ての再認対象間

に差があり，ターゲット語，ルアー語，新奇語の順に再認判断率が高いことが示された（表

26・図17）．すなわち，同じ非呈示語の新奇語ではほとんど再認判断が行われないにも関

わらず，ルアー語では10～30％ほどの確率でより多くの再認判断が行われたことから，一

般連想リスト，地域連想リスト共にルアー語で虚記憶が生起していることが確認された．

表26：OLD判断＿再認対象の単純主効果と多重比較結果

学習リスト×再認対象　　　　　再認対象の多重比較結果

単純主効果　　　学習リスト　　　　再認対象　　　　p

新奇　　＊＊

ルアー　　＊＊

新奇　　＊＊

新奇　　＊＊

ルアー　　＊＊

新奇　　＊＊

ターゲット　〉

F（2，236）＝740．8　pく．01一般連想　ターゲット　〉

ルアー　　〉

ターゲット　〉

F（2，236）＝1065．Opく．01地域連想　ターゲット　〉

ルアー　　〉

（＊pく．05，＊＊pく．01）

ターゲット　ルアー

一般連想

11．8％

313％

92．8％

ターゲット　ルアー　　新奇

地域連想

図17：OLD判断率（平均値）

また，学習リストの単純主効果も有意であり，ターゲット語の再認判断率は地域連想語の

方が高く，ルアー語の再認判断率は一般連想語の方が高いことが示された（表27・図17）．

このことから，地域連想語のルアー語よりも一般連想語のルアー語の方が，虚記憶を生起

しやすかったと考えられる．
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表27：OLD判断＿学習リストの単純主効果

分散分析結果　＋＋　再認対象　学習リストの多重比較結果

連想　く　地域連想　＊＊

連想　〉　地域連想　＊＊

連想　　地域連想　∩．S

（＊pく．05，＊＊pく．01）

F（1，177）＝25．1pく．01　ターゲット

F（1，177）＝61．8　pく．01　ルアー

F（1，177）＝0．47　pく．01＋　新規．

（2）Remember判断：学習リストと再認対象の交互作用（表25＿Remember）について単純主効

果の検定を行ったところ，OLD判断と同様のパタンが示された．

表28：Remember判断＿再認対象の単純主効果と多重比較結果

学習リスト×再認対象 再認対象の多重比較結果

単純主効果　　　　学習リスト　　　　再認対象　　　　p

ターゲット　〉　　新奇　　＊＊

F（2，236）＝445．5　pく．01　一般連想　ターゲット　〉　ルアー　＊＊

ルアー　〉　　新奇　　＊＊

ターゲット　〉　　新奇　　＊＊

F（2，236）＝871．1pく．01　地域連想　ターゲット　〉　ルアー　＊＊

ルアー　〉　　新奇　　＊＊

（＊Pく．05，＊＊pく．01）

ターゲット…　ルアー　妻　新奇

一般連想

6．1％

ターゲット…　ルアー　…　新奇

地域連想

図18：Remember判断率（平均値）

Remember判断においても一般連想リスト，地域連想リスト共に虚記憶が確認され，一般

連想リストのルアー語の方が虚記憶を生起しやすいことが示された（表28・表29・図18）．

このことから本研究のOLD判断はRemember判断の結果を強く反映したものであり，全体

的に高い確信度を伴って虚記憶が生起していることが示された．

60



表29：Remember判断＿学習リストの単純主効果

学習リストの多重比較結果　p
一般連想　く　地域連想　＊＊

一般連想　〉　地域連想　＊＊

一般連想　　地域連想　n．S

（＊pく。05，＊＊pく．01）

（3）馳ow判断：学習リストと再認対象の交互作用（表25」how）について単純主効果の検定

を行った結果，再認対象の単純主効果が有意であった（表30）．再認対象間での差異を確認

するため多重比較を行ったところ，一般連想リストでは全ての再認対象間に差があり，タ

ーゲット語，ルアー語，新奇語の順に再認判断率が高いことが示された．一方，地域連想

リストでは新奇語よりもターゲット語やルアー語の再認判断が高いことが示されたが，タ

ーゲット語とルアー語の間には有意な差が見られなかった（表30・図19）．

表30：Know判断【再認対象の単純主効果と多重比較結果

学習リスト×再認対象　　　　　　再認対象の多重比較結果

単純主効果　　　　　学習リスト　　　　再認対象　　　　p

ターゲット　〉　　新奇　　＊＊
一般連想　ターゲット　〉　ルアー　＊＊

ルアー　〉　　新奇　　＊＊

ターゲット　〉　　新奇　　＊＊

地域連想　ターゲット　〉　ルアー

ルアー　〉　　新奇　　＊＊

（＊Pく．05，＊＊pく．01）

F（2，236）＝42．2　pく．01

F（2，236）＝44　pく．01

6．4％　　　　5．7％

1．9％

ターゲット至　ルアー　妻　新奇　量ターゲット…　ルアー　≡　新奇

一般連想　　　　　妄　　　　　地域連想

図19：Know判断率（平均値）
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以上の結果から確信度が低いKnow判断の場合においても虚記憶が生起している可能性が

示された．ただし，Remember判断と比較するとかなり低い生起率であった．

またっ学習リストの単純主効果も有意であったが，OLI）判断，Reme血ber判断とは異なり，

Know判断ではターゲット語ノレア一語共に一般連想リストの再認判断率が高いことが示さ

れた（表31・図19）．

表31：KNOW判断＿学習リストの単純主効果

再認対象　学習リストの多重比故結果　p

ターゲット　一般連想　〉　地域連想　＊＊

ルアー　一般連想　〉　地域連想　＊＊

新規　　一般連想　　地域連想　n．S

（＊pく．05，＊＊pく．01）

分散分析結果
F（1，177）＝40．4　pく．01

F什177）＝7．8　pく．01

F（1，177）＝0．5　pく．01

分析2「ブランド想起及び間接連想の測定」（仮説1－3の検証）

本研究の主たる関心は，ブランド連想からの地域ブランド（地域名）の想起と他の地域情

報への間接的な連想波及を測定することであり，その際の地名と製品の概念的結びつきに

関する主観的意識の影響を検討することであった．

そこで，分析2では地域連想リストの各ルアー語条件を分析対象とし，0・R／K判断につ

いて地名一製品連合意識と各ルアー条件の2要因4水準の分散分析を行った（表32）．

分散分析の結果，0・R／K判断のいずれにおいても交互作用は見られなかった．また】地

名一製品連合意識の主効果も有意ではなかった．しかし，ルアー語の主効果が有意（傾向含

む）であったため，下位分析を行った．

表32：分析2における0・R／K判断の分散分析結果

各分析（従属変数）のF値とp値

自由度　OLD p Remember p Know
独立変数

A：地名一製品連合　1万1　1．6　　　　　1．5　　　　　0．4

B：ルアー語条件　　　3，123　　5．7　＊＊　　　3．3　　＊＊　2．3　十

AxBの交互作用　　3，123　1．0　　　　　1．3　　　　　0．3

（＋Pく．1＊pく．05，＊＊pく．01）

（1）oLD判断：ルアー語の主効果について（表32－OLD），ルアー語間の差異を確認するため

多重比較を行った．その結果，直接ルアー語，間接高連想ルアー語，間接低連想ルアー語

と新奇語の間に有意な差があり，新奇語よりも各ルアー語の再認判断率が高いことが示さ

れた（表33・図20）．すなわち，各ルアー語で虚記憶が生起したことが確認された．ただ

し，ルアー語間の再認判断率には統計的に優位な差は見られず，虚記憶の発生率は各ルア
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一語で同程度であることが示された．

表33：ルアー語条件の主効果における多重比較結果

ルアー条件による判断率の比較　　　　　p

直接（地名想起）　〉
直接（地名想起）
直接（地名想起）

間接高連想　　〉

間接高連想
間接低連想　　〉

新奇　　　　　＊＊

間接低連想
間接高連想

新奇　　　　　＊＊

間接低連想
新奇　　　　　＊

（＊pく．05，＊＊Pく．01）

18・2％　15．9％

地名一製品連合高群

10．7％16・7％　9．5％

地名一製品連合低群

図20：各ルアー条件のOLD判断率（平均値）

（2）Remember判断：ルアー語の主効果について（表32＿Remeber），ルアー語間の差異を確認

するため多重比較を行った．結果はOLD判断のパターンと同様であった．新奇語よりも各

ルアー語の再認判断率が高いことが示されたが，ルアー語間に有意な差は見られなかった

（表34・図21）．

表34：ルアー語条件の主効果における多重比較結果

ルアー条件によ名紳」断率の比較　　　　p

直接（地名想起）　〉　　　新奇　　　　　＊

直接（地名想起）　　　間接低連想
直接（地名想起）　　　間接高連想
間接高連想　　〉　　　新奇　　　　　＊＊

間接高連想　　　　　間接低連想

間接低連想　　〉　　　新奇　　　　　＊

（＊pく．05，＊＊Pく．01）
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100．0％

90．0％

80．0％

70．0％

60．0％

50．0％

40．0％

30．0％

20．0％

10．0％

0．0％

11・4％　9．1％

『■　＿『l

地名一製品連合高群 地名一製品連合低群

図21：各ルアー条件のRemember判断率（平均値）

（3）Know判断：ルアー語の主効果が有意傾向であったが（表32＿Remeber），多重比較の結果，

全てのルアー語条件間に統計的に有意な差は見られなかった）．

4．7　考察

地域連想リストにおける虚記憶生起の確認

本研究の目的は，地域ブランドの想起や連想の活性化の測定において，DRMパラダイム

による虚記憶を指標とした新しい手法の有効性を検証することであった．分析1では新た

に作成した地域連想リストと一般的な連想リストを比較しながら，虚記憶が生起するかど

うかの検討を行った．

分析1（l）～（3）の結果から，OLD判断，Remember判断，Know判断の全てにおいて，一般

連想リストと地域連想リストのルアー語は，新奇語よりも再認判断が増加することが示さ

れた．すなわち両リストで虚記憶が発生していることが示された．このことから，本研究

で作成した地域連想リストを用いたDRMパラダイムは，地域ブランドに関する虚記憶の生

起が可能であることが示された．

DRMパラダイムによる虚記憶の生起メカニズムについては，いくつかの説が提案されて

いる．しかし，それらは学習リストの呈示によって連想関係にあるルアー語へのアクセス

（概念活性化が高まること）が必要であることや，自動的に形成される記憶表象等に対して

学習したと誤判断（モニタリングェラー）する点は，ある程度共通するメカニズムとして論

じられている［20］［21］．したがって，本研究で地域連想リストによって虚記憶が生じたこ

とは，リスト呈示された一連の地域情報が，地域名や他の地域情報との概念リンクを形成
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していることを示唆するものであり，先行研究で仮定されてきたブランド連想のネットワ

ーク構造の存在を確認するものであったと言える．また，虚記憶生起の全体傾向を示すOLD

判断の結果は，高い確信度を意味するRemember判断の結果パタンと一致していた．この

ことから，上述のブランド連想ネットワークを形成する地域情報の間にはきわめて強固な

概念的結合が存在することも示された．

地域連想リストと一般連想リストの差異

分析1の結果から，地域連想リストを用いたDRMパラダイムによって虚記憶を生起させ

ることが示された．しかし，地域連想リストによる虚記憶の生起率は，一般連想リストに

比べて低いことには留意する必要がある．分析1（1）（2）で示されたように，OLD判断，

Remember判断の地域連想リストにおけるルアー語の虚記憶生起率は，一般連想リストの半

分以下であった（図17－OLD判断の一般連想リストのルアー語の虚記憶生起率が約28％に対

し，地域連想リストでは12％程度）．

この差異は，本研究で用いた地域連想リストが，カテゴリ・リストに分類されるもので

あったことに起因すると考えられる．カテゴリ・リストとは）例えば，「果物」に対して

「リンゴ，ミカン」などで構成されるものである．これらは特定の所属集団として共通性

は持つものの，単語同士は必ずしも意味的・概念的類似性がなく，カテゴリを介した間接

的連想関係が形成されている．そのため，一一般連想リストよりも記銘時のルアー語の活性

化が弱いだけでなく∴活性化の伝搬範囲が一般連想リストのように特定の概念領域に集中

しないため弁別がしやすい［50］．また，本研究の地域連想語は固有名詞が中心であった

こともさらに語の弁別性も高めたと考えられる．この結果，連想リストの学習によって地

名や関連地域情報へのアクセスは高まっていたが，ターゲット語の正再認やルアー語の棄

却は比較的容易であったため，虚記憶の生起率が低下したと予測される．したがって，後

続の研究において新たに検討対象の地域連想リストを作成する際には，上述の弁別可能性

を考慮することが重要になると考えられる．

ブランド想起及び間接連想の測定（仮説1－3の検証）

分析2では，地域連想リストのルアー語の個別分析を行い，地域名の想起やそれを媒介

とした他の地域情報への間接的な連想波及の有無を確認した（仮説1，2）．また併せて地域

名と地域情報の結びつきに関する主観的な意識とブランド想起の関係性について検討し

た（仮説3）．以下では各仮説に沿って結果の考察を行う．
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（1）仮説1の検証（直接ルアー語の虚記憶）：仮説1は，D甜パラダイムによってブランド（地

域名）想起が測定可能であるかどうかを検討するものであった．具体的には，地域連想リ

ストの学習が，概念の集約先である直接ルアー語（地域名）への記憶アクセスを増大させ，

虚記憶を生じさせると予測した．4．2．（1）～（3）の直接ルアー語の分析結果から，直接ルア

ー語の再認判断率は新奇語よりも高く，虚記憶として地域名の想起が確認された．これは

仮説1を支持する結果であり，地域連想リストを用いたDRMパラダイムによって，地域ブ

ランド（地域名）の想起が測定可能であることが示された．

（2）仮説2の検証（間接連想語の虚記憶）：仮説2は，地域名のブランド想起を媒介として，

未学習の他の地域情報に対する連想が活性化するかどうかを検討するものであった．

4．2．（1）～（3）の間接ルアー語の分析結果から，間接ルアー語の再認判断率は新奇語よりも

高く，虚記憶として地域情報が連想されていることが確認された．ただし，高連想条件と

低連想条件に差は見られず，知名度の影響は確認できなかった．以上の結果から，仮説2

は部分的に支持され，直接ルアー語である地域名の想起を媒介として関連する他の地域情

報等の記憶アクセスもD馳Ⅰパラダイムによって測定可能であるが，本研究で扱った知名度

などによる連想強度の差異を検出する点においては，さらなる検討が必要であることが示

された．

（3）仮説3の検証（主観的連合意識と想起の関連性）：仮説3は，質問紙による地名一製品連

合についての主観的な意識とDRMパラダイムによって測定したブランド想起の関連性を検

討するものであった．先行研究によるブランド憩起の測定は，質問紙や自由再生を基に主

観的な結び付きの強さを算出することが多かった．しかし，本研究では，結び付きの強さ

は直接的に想起確率を示すものではなく，両者は必ずしも対応関係には無いと予測した．

表32の分散分析の結果から，0・R／K判断のいずれにおいても地名一製品連合意識と各ルア

ー条件の交互作用は見られず，地名一製品連合意識の主効果も見られなかった．つまり，

地域名と地域資源等のつながりを認識することとブランド想起の確率は必ずしも対応し

ないことが示された．このことから，仮説3は支持され，ブランド想起の測定においては，

先行研究で用いられてきたような主観的な関係性の評価ではなく，本研究で用いたような

集約方向での言己憶アクセスそのものを測定する手法を用いることが望ましいことが示さ

れた．

間接連想ルアー語の虚記憶生起について

仮説2において，間接ルアー語の知名度によって虚記憶生起率に違いが見られなかった
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要因について，一つは，再認段階での推測的な検索過程の影響が考えられる［53］．本研

究の地域連想リストの新奇語は無関係な地域名あるいは国内でもあまり生産されていな

い農産物等が呈示されていた（eg．北海道に対して新潟やバナナ）．しかし，低連想間接ル

アー語は，連想強度が低いことを確認しながらも，国内では概ねどの地域でも多少は生産

されている果物であった（メロン・ミカン）．また，ルアー語は固有名詞ではなく一般名詞

であった．そのため学習段階では十分に活性化されていなくても，再認段階において「果

物が呈示されていたから，この果物もあったかもしれない」といった既有のブランド連想

とは直接無関連な推測的判断がなされ）虚記憶が生起した可能性もある．

しかし，この再認段階における推測的な検索過程を想定することは，我々があまり知ら

ない地域の判断を行う際に既有知識の低さを補ったり，新しい地域資源を地域イメージに

組み込む際のなじみやすさに関連する可能性があり，重要な視点であると考えられる．本

研究では，再認判断の中でも0・R／K判断に注目して分析を行ったが，今後の研究では想

起有無の他に，「確実になかった」「たぶんなかった」と否定的な回答をした際の確信度の

分析や連想強度に注目した分析が必要であるだろう．

なお，仮説2の予測と結果のずれについては，実験手続きの精緻化という面で課題も残

っている．本実験において，学習及び再認テスト時の解答用紙は被験者ごとにカウンタ

ー・バランスされ，リストの概念やリスト語も出来る限り，相互に関連しないものを用い

ていた．しかし，被験者にとっては実験を通して地域や果物に関連する語が多く出ると感

じる可能性があったと考えられる．そのため，先行呈示された語の活性化によって，後続

の刺激が影響を受けたり，逆に後続の刺激が先行した学習要素に影響した可能性もある．

こうしたリスト間での影響が，上述の推測的検索過程など全体の虚記憶生起に影響した可

能性も否定できない．今後の研究では要因配置，リスト間の影響などをより精緻にコント

ロールすることが重要であると考えられる．

4．8　第4章まとめ

本研究では地域ブランド構築における目標管理の観点から「ブランド想起」に注目し，

ブランド想起の客観的な測定とメカニズムの検討を行った．具体的には，心理学領域の虚

記憶研究で用いられるD馳Ⅰパラダイムを利用し，虚記憶を指標として地域ブランド想起や

間接的な連想の活性化の測定を試みた．実験の結果からDRMパラダイムを用いることで虚

記憶の生起率を指標として，ある文脈条件（学習リスト）におけるブランド（地域名）の憩起

確率やそれを媒介とした間接的な連想項目の想起確率を測定できる可能性が示された．

本稿の冒頭で指摘したように，ブランドの想起確率はマインド・シェアの指標でもあり，
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「あるブランドが最終的に消費や購買カテゴリの選択候補として個々人の記憶にライン

ナップされているかどうか」を示す．従兎ブランド研究ではブランド起点の連想の強さ・

豊かさ・独自性の側面が重視されてきたが，あるブランドがどんなに豊かな連想を持って

いてもそれが購買や消費に結びつかなければブランドの存在意味はない．逆にそれほど連

想の数が多くなくとも購買や消費されやすいのであればブランドの存在感は高まること

になると言える．その意味でブランドの評価においては，ブランドからの発散的な連想だ

けでなく，連想からの集束によるブランドの想起，つまりマインド・シェアを同時に測定

することが重要となる．今後のブランド研究における想起の測定には，本研究で用いたDM

パラダイムのような主観的な評定の影響を排除した客観的な測定を用いることが重要で

あると言えるだろう．
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第5章

地域ブランディングに有効な食資源の発掘方法
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5　地域ブランディングに有効な食資源の発掘方法

5．1本章の位置づけと結果の要約

第5章では，送り手の視点から地域ブランドと親和性の高い食資源をどのように発掘す

るかについて検討を行う．

第2章から第4章では，主に消費者視点でのブランド認知について，調査・実験結果を

基に考察を行ってきた．一連の結果から，地域ブランド効果を享受するためには，ブラン

ドの知名や連想を確立すること，また単に地域名を付与するだけでなく，地域と産品の親

和性が高いことが重要であることなどが示された．このことから，既に一定の知名を得て

いる地域ブランドだけでなく，これから育てようとする地域ブランドにおいても消費者に

どのような記憶を作るのか，地域名とその産品がなぜ結びつくのかを示していく必要があ

ると思われる．また，同時に対象とする産品が地域において根付いているものであり，住

民達が納得できるものでなければならない．

特に本研究で対象とする食資源は，他のカテゴリ産品よりも様々な点で優位性があり，

地域ブランドづくりにおいて効率性や効果を高めることができる．そのため，地域の食資

源は，地域活性化ツールの1つとして今後も利用されていくと考えられる．筆者も本論文

の諸研究と並行して，地域における様々な実践的活動を行ってきた．

しかし，一方で問題も抱えている．例えば，「どのような資源が望ましいのか，またどの

ように資源を発掘していけばいいのか」など，資源としての条件や発振方法については，

活動者の力量に任されており，体系化や発掘の方法論等については十分に議論が行われて

いない．自治体や地域では何を対象とすれば良いのか，といった相談は非常に多いのが現

状である．

以上の議論を基に，第5章では，地域の食資源を地域のブランド化，地域活性化に活用

する上で必要な条件を先行研究より定義し，その資源を導き出すための発掘方牡について

検討した．方法は，既に実施されたある自治体における自記式と他記式の調査，市内・市

外を対象とした調査結果の2次分析という形を用いて行った．

分析の結果から∴調査手浜や調査対象の違いによって回答者が想起する食資源の範囲や

情報量・質が異なることが示された．また，地域ブランドにおいて地域と資源との「密接

関連性」や「周知性」の観点からの資源評価を踏まえると，自記式のアンケートよりも他

記式のインタビュー調査等が有効であることが示された．これらを用いることで，地域に

いて人々の生活・文化に深く浸透し，地域のアイデンティティを体現できるような食資源

を発掘する可能性が高まることが示された．
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なお，第5章は，【発表論文】「地域のブランド化に有効な食資源と発振方法の検討」［19］

を中心に構成する．

5．2　問題

地域ブランドに関連する様々な活動の中でも，「B級ご当地グルメ」に代表される「地

域の食資源」を活用した取り組みは，多くの実践家，研究者からの注目を集めている［31］

［5］．その活動の求心力となっているB級ご当地グルメの祭典「Blグランプリ」は，今や

日本中の人々が知る存在となった．「Blグランプリ」とは，全国のB級ご当地グルメ推進

団体が連携してPR・体験の提供を行い，地域のブランド化，地域活性化を狙う取り組みで

ある（Blグランプリ，2010）．

「Blグランプリ」は，「八戸せんべい汁研究所」の木村氏の発案・呼びかけで2006年に

全国10団体で企画された．全国で同様の活動を行う団体のネットワークを構築し，活動

の相互活性化と全国規模の活動であることのPRを通じて情報発信力の向上を狙ったので

ある［7］．その狙いは見事にあたり，初回から来場者数1万7千人を呼び込む集客力の高

いイベントとしてスタートした．その後も，イベントの規模は年々飛躍的に拡大し続け，

2009年の第4回開催は，首都圏から離れた秋田県横手市であったにも関わらず，全国から

人が集まり，2日間で地域の人口1万人を遥かにしのぐ，約26万7千人を動員するに至っ

た（Blグランプリin横手，2009）．直近の第5回は，2010年9月17日・18日に神奈川県

厚木市で開催され，出展数は過去最多の46団体，2日間の来場者数も最多の43万5千人

を記録している（別グランプリin厚木，2010）．出展者はもちろん，参加者も全国から集ま

っており，現在，国内トップクラスのイベントに成長したといっても過言ではないだろう．

Blグランプリへの注目が集まる理由の1つは，この高い集客力がもたらす情報発信への

促進効果にあると考えられるが，もう一つには，Blグランプリの開催効果，特にグランプ

リ受賞による地域への経済効果が挙げられる．Blグランプリの第1［軋第2回グランプリ

である「富士宮やきそば」では，2001年の活動開始から9年間の間に，富士宮市を訪れた

日帰り観光客（約345万人）の消費額として約250億軋波及効果として，麺や食材の売上，

メディア露出を換算すると全体で約439億円の経済効果があったと試算されている（毎日

新聞，2010．09．17）．

また，大会の開催効果としても2009年度の横手大会（秋田）では，関連行事を含む3日間

の来場者の消費額は約13億円と試算されている．横手大会の事務局では，グランプリ効

果も含めて，今後1年間に見込まれる観光客は10万人で，消費額としては約7億3000万
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円に上ると試算している（毎日新聞，2010．09．17）．

上記の金額は，あくまでも試算や見込みであるが，Blグランプリを通じて地域内の人々，

地域外の人々が，地域の食に対する関心や期待を持つようになり，地域経済や住民活動の

活性化において実際にプラスの効果をもたらしていることは誰もが認めるところである．

では，これほどまでに地域の食が注目されたのはなぜだろうか．もちろんBlグランプリ

及びその主催団体である愛Bリーグなどの企画や様々な仕掛けによるところが大きいこと

は間違いない．だが，その根底にはもともと「食」が持っている特徴や魅力も要因として

働いているのではないかと推察される．

まず，食は我々の生存にとって必要不可欠な存在であり，誰もが暮らしの中で按するも

のであるため，地域内でも関心を寄せやすい．老若男女を問わないことはもちろん，一次

産業から三次産業まで全ての産業が関わりを持つ可能性があり，官や学にとっても関与が

しやすい［5］．

食は，気候・風土・生活・祭事など地域の文化と密接に結びつき，差別化・独自性を産

み出しながら発展してきた．「素材，料理法，食卓作法，食への態度に至るまで，食・食

べる営みは，文化でもある」［54］と言われるように，食は文化としてその地域の姿を集

約した存在でもある．言い替えれば】地域独自の食は，その地域のアイデンティティを体

現したアイテムにもなると言える．そのため，地域の人は親しみを持ちやすく，地域外の

人は異文化として興味・関心を持って捉える対象となると言えよう．

また，食は一部の商品を除き，相対的に安価で，消耗品のため繰り返し購入が行われる

傾向がある．海や川，山岳資源に代表される不動・固定の地域資源ではないため，多くの

場合，全国に流通させることが可能である．従って現地での消費はもちろんだが）遠く離

れた地においても，いっでも・手軽に異文化を楽しむことができる．

さらに，食事行動は，食欲といった1次的欲求を満たすだけでなく，例えば，家族や友

人との楽しい会話の場面（時間）を提供するなど様々な2次的欲求も同時に満たすことがで

きる．そのため快感情や望ましい印象，態度を生みやすいことが知られている．

これら食の持つ様々な特徴は，いずれも我々の記憶の強化要因や印象変化の要因として

作用し，ポジティブな態度形成や好ましい記憶を構築・維持することに繋がる．つまり食

の「ブランド知識」や「ブランドのメンタルモデル」が形成される，あるいは強化される

ことになる．

そして，ある地域食から始まったブランド知識は，単体として存在するだけではなく，

意味的類似性の高い周辺の存在とリンクしていく［14］．特に地域名に付随するイメージ
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は，その地域のまだ知らない食資源や観光・地域産業などの評価にも拡張され，総じて地

域に対するポジティブな態度や記憶を形成することにつながる．

通常，企業のブランディングにおいてブランド知識の拡張は，ブランドの強化や拡大マ

ネジメントとして重視され】ブランドの「ライン拡張」戦略や「カテゴリ拡張」戦略と呼

ばれる方法が意図的に行われる［55］．しかし，地域のブランド資渡は，企業のブランデ

ィングほど情報が管理されていない．そのため，食を始めとして，情報の接触頻度が高い

ものや入手可能性が高い情報から，消費者側主体とも言える状況で，地域ブランドのライ

ン拡張やカテゴリ拡張が行われているとも考えられる．これも企業ブランドと地域ブラン

ドとの相違点であると言えよう．

このように食には他の地域資源とは異なる特徴がある．こうした特徴があるがゆえに，

食を使った地域のブランド化や活性化は，比較的短期間のうちに地域内外の人々に対して，

地域の独自性やイメージに対する良好な認知・記憶を形成し，ブランドを確立・強化する

と共に，具体的な経済効果を短期間で産み出すことを可能にしていると考えられる．

5．3　先行研究

地域の食に対する期待は，「地域団体商標制度（2006年4月施行）」への出願状況におい

ても見ることができる．「地域団体商標制度」とは，2006年からスタートした改正商標法

であり，いわゆる地域ブランドの保護・振興策として始まったものである［11］．

表35：地域団体商標出願状況（2010．06．08）特許庁

カテゴリ 仂ﾙ�B�剋全 カテゴリ孟荒 �4ｨ6X588ｩm�ﾗ"�

1．農水産一次産品　　488　　　　　　　47．8％

2加工食品　　　　　120　　　　　　11．8％

3．菓子　　　　　　　　32　　　697　　3．1％　　6臥3％

孔麺類　　　　　　　　37　　　　　　　3．6％

5．酒類　　　　　　　　20　　　　　　　2．0％

特許庁商標課「地域団体商標出願状況」（2011．09）より作成
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特許庁（2010）によると，2011年9月時点の商標出願1，021件の軋約20％を地域の食（素

材そのものを除く，酒を含む）が占めていることが分かる（表35）．一次産品まで含めると

商標出願の実に70％近くが，食に関わる産品であり，地域振興における食の役割の大きさ

をうかがい知ることができる13．

この地域団体商標に地域ブランドを登録するためには，対象となる地域ブランド産品

（商品・役務等）とそのブランドが示す地域（エリア）の「密接関連性」と「周知性」が必要

となる［11］．「密接関連性」とは，提供する商品や役務及びそれらの原料・基礎資源とな

るものが，当該地域と自然的・歴史的・風土的・文化的・社会的な関連性を持っているこ

とである．「周知性」とは，当該の地域ブランドにおいて，商標と提供される商品・役務

等が需要者において同一のものとして広く一般に認識できることである．この両者につい

て妥当性が証明できることが必要となる．

この観点からBlグランプリに参加している団体のB級ご当地グルメについて分析をし

てみると，どの食も地域の環境や資源を用いていることに違いは見られない．しかし，密

接関連性という観点から2つのタイプが存在していると考えられる．1つは，少なくとも

戦後，昭和初期頃から歴史を持っている食であり，もう一方は，最近5年～10年以内に主

に地産地消や地域興しを目的に新たに開発された食である．

田村（2008）は，前者を「老舗型」と呼び，例えば「富士宮やきそば」や「室蘭やきと

り」など地域の産業発展や生活環境の中で生まれてきた食を挙げている［56］．また，後

者を「開発型」と呼び，「富良野オムカレー」などのように近年，地域の食材を活かす形

で考案されたご当地のカレーやコロツ久　バーガーなどがそれに該当するとしている．

周知性については，老舗型と開発型で全国的な認知度という意味では】必ずしも大きな

違いがあるとは言えないように思われる．しかし，歴史性を考えれば，少なくとも地域内

での浸透度や理解度などは「老舗型」にアドバンテージがあると推測できる．

老舗型と開発型の明確な分類は難しいが，現状ではBlグランプリに参加している団体

は，老舗型に重点があるように思われる．つまり，多くの食が全くの”0”から新しく作

られたものではなく，地域の気候や風土・生活・文化などとの関わりから生まれ，従来か

ら地域に浸透，根ざしている存在であることが分かる．なお，実際に明確な統計・分析資

料は見あたらないが，開発型の中にはいわゆる形ばかりの行政主導や広告代理店・コンサ

ルタント主導で進められ，当事者（提供者）の協力や周辺の応援が得られず停滞あるいは活

動停止してしまったものも少なくない．原因は複数あると考えられるが，大きな要因は当

13最新データはP6に記載
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事者や地域の人々の「資源と地域とのつながり」を無視した結果であると推察される．

最終的にある地域の食資源が地域ブランドとして，地域活性化に結びつくかどうかは，

資源そのものよりも活動主体においてブランドを磨きあげていくビルディング能力，ある

いは管理をしていくマネジメント能力に依存するところが大きいと考えられる．

しかし，前述のような視点で捉えた場合，資源の地域性，地域の人々とのつながりが十

分にあるかどうかが，住民の納得感を生み，誇り・愛着を喚起し】ブランディング活動の

推進・支援の動機につながっていくことに影響すると考えられる．言い替えれば，これら

資源と地域のつながりとは地域のアイデンティティを感じることである．B級ご当地グル

メを活用して地域活性化を達成してきたリーダー達は，これを暗黙的あるいは意識的に活

用してきたのだろう．

以上のことから，新たに地域の食資源を使って地域のブランド化や活性化を狙う上では，

密接関連性が高く，地域のアイデンティティを体現するような食資源を利用することが重

要であること，及び，老舗型のような周知性の高い資源を用いることが，効率性や地域ブ

ランド化の成功確率を上げる上でも重要な視点であると考えられる．

だが，これから取り組んでみたいと考える地域において，そのような食資源があらかじ

め明らかになっていることは多くない．例えば，富士宮やきそばや八戸のせんべい汁は，

どちらも初めからご当地B級グルメとして認識（顕在化）されていたわけではない．むしろ

地域に深く浸透しすぎており，それが当たり前であるが故に，当初は地域の独自性を持っ

た食として意識されてはいなかった［6］［7］．彼らが，資源を拾い上げることができたの

は，リサーチや目利きの方法を確立あるいは熟知していたと言うよりは，リーダーを始め，

活動推進者に暗黙知として客観的な視点・目利き能力が備わっていたことが大きいと推察

される．

現在，国や全国の商業団体を中心に積極的な支援策が展開され，多くの自治体や地域の

団体が，資源発掘のための調査を試みている（例えば，日本商工会議所による地域資源∞

全国展開プロジェクトなど）．ただし，その活動の中でどのような調査手法が効率的・効

果的なのかについては，あまり議論されていない．研究論文・レポートなどにおいても，

ビルディング・マネジメントに関するケース・スタディやPR手法の研究等が中心であり，

メカニズムやリサーチの方法に関する研究はほとんど見られないことが指摘されている

［4］．

しかし，地域の食資源を活用して地域活性化を試みる活動は，今後も増加していくと患

われる．それゆえに，どのように食資源を発掘するのかというリサーチ・目利きする方法
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も重要になると考えられる．勘や経験も重要な要素だが，それらは論理的・合理的な手法

を用いた上で使うことによって成功確率が増すものであるため，地域の食資源発掘につい

ても一定の方法論化は有意義と言える．また，勘や経験のような暗黙知を形式知として明

らかにしていくことは，本来，地域ブランドや地域活性を学問として研究する目的そのも

のでもある．

以上の議論を踏まえ，本研究では地域の食資源の発掘における調査方法の検討を試みる．

具体的には，地域ブランドや地域活性に関わる諸研究の概観から2つの質問紙調査法に注

目し，既存調査結果の二次的な分析によって比較検討を行う．

2つの調査方法の一つは，「自記式調査」である．自記式調査の代表的なものには，郵送

やインターネット，留置調査，集合調査がある．例えば，郵送調査やインターネット調

査は，被調査者に質問紙（ウェブアンケートフォーム）を送付し，回答を記入してもらい返

信（送信）してもらう方法で実施する調査である［57］．もう一方は，「他記式調査」である．

他記式調査の代表的なものは，個人面接調査，電話調査などがある．例えば，個人面接調

査は，面接員が被調査者を訪問し，質問紙にしたがって質問を口頭で行い，被調査者の回

答を質問紙に記入してもらう方法で実施する調査である［57］．

なお，本研究では自記式調査において∴調査対象者が市外・市内の異なるものも用いる

こととした．これは，地域の資源を発掘する際に，受け手（消費者）と送り手（発信者）によ

る違い，外部の客観的視点の有効性と内部の地域を熟知した視点の違いを検証するためで

ある．従って，本研究では自記式・他記式の2つの質問紙調査方法に加え，自記式におい

て市外・市内の視点を設けたため，3つの条件の調査結果を用いて地域の食資源発根にお

ける手法の違いを探索的に検討することとした．調査方法の最適性判断は，これまでの議

論を踏まえ，以下のような定義と基準を定めて行った．

まず∴調査法に求められることは，「地域の食」を発掘できることであるため，「地域の

食」を次のような観点で定義した．「地域の食」とは，「気候・風土・生活・祭事など地域

の文化を色濃く反映し，地域のアイデンティティを体現できるものであること」が求めら

れる．その意味では，単なる素材・食材では差異が分かりづらいため，地域の独自性を反

映した「料理」として捏供されるものを地域の食と捉える．また，この地域性を持った料

理・食を，前述のB級ご当地グルメを示す言葉と同義と捉え，「愛Bリーグ」（社団法人B

級ご当地グルメでまちおこし団体連絡協議会）で定めるB級ご当地グルメの定義も併用す

る．従って，「地域の食」とは，「安くて・旨くて・地元の人に愛されている地域の名物料

理や郷土料理であり，地域の文化やアイデンティティを体現できるもの」とする．
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この定義を満たすかどうかを判断する基準は，複数設定できると考えられるが，地域ブ

ランド登録商標の基準を援用する．すなわち，地域性を示す指標として「密接関連性」と

認知度を示す指標として「周知性」を設定し，2つの基準を満たす地域の食が導き出せる

かどうかを判断基準とする．ただし，安さと旨さに関しては，極めて主観的な判断要素や

相対的判断要素が大きいことから∴調査法の妥当性を判断する基準としては相応しくない

と考え，設定はしなかった．

調査方法及び調査方法の最適性基準に関する仮説は以下の通りである．

①自記式・市外対象の調査（以下，調査①）は，多くの被調査者から情報が収集可能であ

り，外部の客観的視点に基づく資源発振が可能であるため，住民達が意識しなかった地域

の食が発掘可能である．

②自記式・市内対象の調査（以下∴調査②）は，多くの被調査者から情報が収集可能であ

り，内部の地域を熟知した視点に基づく資源発掘が可能であるため，地元の人のみが知る

地域の食が発根可能である．

③他記式・市内対象の調査（以下∴調査③）は，内部の地域を熟知した視点と調査面接鼻

の客観的な視点とのインタラクティブなコミュニケーションによる資源発掘が可能であ

る．ただし，調査コストが高いため十分なデータが得られない可能性もある．

なお，本研究は，長野県須坂市と信州大学の包括連携協定並びに地域ブランドに関する

共同研究に基づいて行ったものである．また，同時に文部科学省「産学官連携戦略展開プ

ログラム（現：大学等産学官連携自立化促進プログラム」における同地域をフィールドと

した調査研究事業の一部である．調査の実施・データの提供に当たっては，これら調査研

究事業及びそれに関わった須坂市役所，地域の各種団体・個人の協力を得て行った．

5．4　方法

本研究では，3つの既存調査の結果を2次的に活用し，比較検討を行った．調査①～③

の概要を表36に示す．

表36：調査①～③の概要

調査条件　調査①　　調査②　　調査③

方法　　　　　　自記式　　　　　　他記式

市外　　　市内　　　市内

3つの調査は，それぞれ異なる目的で実施されたものである．全く同一の質問条件で実
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施・比較しているものではないため，比較そのものに研究上の課題はある．しかし，本研

究では，「地域の特徴や資源を記述／報告する質問」を共通設問として仮定し，試みとして

調査方陰や対象によって回答パタンがどのように変化しうるのかに重点をおき，分析に用

いることとした．

続いて，設問の回答の中から地域の食に関連する回答を抽出し，「密接関連性」と「周

知性」を基準に，どの方法論が地域の食資源を発掘する際に有効になりうるのかを検討し

た．

調査①　須坂市地域イメージ調査

【調査日的】須坂市の地域ブランドを構築するにあたり，地域のイメージやその源泉

となる地域資源について市外の視点で把握・評価を行うために実施．須

坂市一信州大学の地域ブランド研究事業の一環として2回の調査を行った

（H20一次調査，H21二次調査）．

【実施時期】2009年2月中旬から下旬

【調査対象】2次調査に先立って実施した1次調査（認知度調査）において，須坂市を「よ

く知っている」「知っている」と回答した全国466名

【調査方法】インターネット調査

【回収数】　235名（有効回答）

【分析対象】「須坂市の特産品や観光地・レジャー施設，ゆかりのある人物等で特徴

がある，有名だと思うものは何か」から，地域の食資源に関わる記述を

抽出．

【参考】　　北村貴志　2009　「須坂市における地域イメージ調査結果と戦略的広報

の検討」　『地域ブランド研究』5，133－148．

調査②須坂市のまちづくり意識調査（す・ま・い調査）

【調査日的】第5次総合計画の策定にあたり，須坂市の将来像を措くための市の特徴

に関する情報（良い点・誇れるところ）・市民ニーズ（市の行政ありがたい

と思っていることや困っていることなど）を収集するために実施．

【実施時期】　2009年6月～8月未

【調査対象】　高校生以上の須坂市民

【調査方法】広報による全戸（約1万9千世帯）配付＋市内高校（3校）＋市主催会議・行

事における直接配付＋公共機関等での留め置き
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【回収数】

【分析項目】

491部

「市外の方に現在の須坂市を紹介する場合，どのような良い点を言いた

いと思いますか？」から，地域の食資源に関わる記述を抽出．

【参考】　　須坂市　2009　「すまい調査（須坂市のまちづくり意識調査）報告書」

http‥／／www．city．suzaka．nagan0．jp／gyousei／seisaku／soukei／five／inf

ormation／

調査③須坂ぶれいん℃プロジェクトインタビュー調査

【調査日的】須坂市を実証実験フィールドとして，地域活性化を担う人財の活用基盤

を構築するにあたり，人財発掘調査とその活動内容（核とする地域資源）

を把握するために実施．

【実施時期】2009年11月末～2010年1月

【調査対象】須坂市役所＋市役所インタビュー等から把握した市民

【調査方法】対面によるインタビュー

【実施数】　市役所内11課＋住民20名

【分析項目】須坂市において特徴的な活動として捉えられる事例を収集．その中から

地域の食資源に関わる事例及び地域の食資源に関する情報を抽出．

【参考】　　信州大学産学官連携推進本部　2009　「産学官連携による地域人財活用

基盤整備のための調査研究（すぎかぶれいん℃プロジェクト報告書）」

5．5　結果

調査①～③の回答から須坂市協力者らと共に地域の食に関わる回答を抽出し，それらの

カテゴリ分けを行った．回答を分類した結果，資源は「食材・素材（1次産品）」，「調味料」，

「食（料理）」，「その他」の4つのカテゴリに分類された．なお，カテゴリ分類において，

同意味の言葉は表記を統一して集計した（例：「果物」，「フルーツ」→統合して「果物」）

が，具体的な品種やブランドを回答した場合は，個別に集計した（例：「ナガノパープル」，

「巨峰」※統合せず）（表37）

続いて，それぞれの調査についてカテゴリごとにどのような回答状況にあるかを確認し，

特に「地域の食（料理）」に分類された回答について密接関連性と周知性の観点から調査方

法による差異を分析した．
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表37：調査①～③における食関連資源の把握

調査　　　　　食材・素材 �+)j�{��食（料理） �+ｸ,ﾉ�ﾂ�

調査濡警告23、栗2、あんず2） ①備州牛1 冕���2�蕎麦6 おやき2 味噌料理2 かまぼこ1 估�倡�"���2��嚢���(�｢��丶��ﾈ��ｸ,ﾂ�6ﾘ��*ｨ*(.��｢�

・果物 晋監て蓑、課－1） （巨峰、ナガノパープル） ・野菜7 冕����"�おやき3 刎�攪���������S��

・果物 調査（リンゴ、ブドウ、加工用リンゴ） �;b�R��9j����おやき スイーツ 底盟主皇謹 皇出；三宝 にらせんべい �8�4892�

③▲野菜 （伝統野菜、早生ゴボウ他） ��ﾙoｲ�

調査①：自記式・市外対象の結果

食材・素材に関しては，特徴として果物という抽象的な表現が見られたこと，リンゴに

関する表記が最も多く得られていることが示された．ただし，須坂市のもう一つの特産で

あるブドウについては記述が得られていないことが分かった．また，栗やあんず，その他

の栗菓子など，一般的には須坂市よりも隣接する小布施町（栗・栗菓子）や千曲市（あんず）

として知名度が高い産品が含まれていた．果物以外には，調味料として「味噌」に関する

記述も一定量得られていた．ただし，食に関する記述は，「そば，おやき，味噌料理」に

ついて複数の回答が得られたが，「かまぼこ」なども見られた．その他に記載された酒に

ついては具体的に須坂市内の酒造を指しているものも見られたが，－一方は小布施町の酒造

だと思われる記載が見られた．

調査②：自記式・市内対象の結果

果物として，リンゴやブドウに関する記述が多く見られ，一部の回答には品種等につい

ても具体的な名称が挙げられていた．調味料としては∴調査①と同様に味噌に関する記述

が得られている．食に関して，食材や調味料よりも少なく，おやきに関する記述が3件ほ

ど見られるに留まった．

調査③：他記式・市内対象の結果
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食材・素材については，調査①・②よりもさらに具体的な品種や特徴のある産品が挙げ

られていた．特に，前者と比較すると近年新たに取り組みを始めたもの（加工用リンゴ，

伝統野菜）なども含まれていることが分かる．また，食についても同様に，おやきのよう

に既に一定の認知度を持った食資源から，近年，取り組まれている味噌すき軋　フルーツ

を使ったスイーツやワイン，また地域の行事食「やしょうま」や郷土の家庭料理である

「にらせんべい」などが取り上げられていた．

5．6　考察

調査①～③の結果を基に，調査方法による資源発据結果の違いについて考察を行った．

まず，調査①～③の結果を概観すると∴調査の方法や対象者の設定によって異なる回答

パタンが得られる可能性があることが分かる．

第一の差異は，「回答内容の具体性」である．例えば，食材や素材において得られた果

物に関する記述や食（料理）に関する記述を見ると，調査①から調査②，③に向かうにつれ

て，抽象的な回答が個別具体的な回答へ，須坂市固有の資源についての記述へと変化する

傾向が見られる（例：ブドウ→巨峰・ナガノパープル，リンゴ→加工用リンゴ）．つまり，

当然の結果でもあるが，市外に比べて市内の人々の方が，資源について具体的かつ詳細な

情報を有していることが分かる．これに対して，市外の人々の回答は製品カテゴリレベル

に近い抽象的な回答に留まっている．このことは，ブランドの送り手と受け手の認識差・

情報差を示すものであり，消費者である受け手は送り手が思うほど細かな情報を記憶して

いるとは限らないことを示唆するものであると考えられる．

第二の差異は，回答内容の具体性にも関連するが，「回答内容の正確性（確信度）」につ

いても違いがあると考えられる．調査①で得られた果物やリンゴ，そば，おやき，味噌料

理に関する回答は，須坂市にも当てはまるが，長野県・信州全体にも当てはまるものであ

る．回答者がこれらを須坂市に固有であるとどの程度正確に認識している（思い込んでい

る）のかについては，改めて調査が必要である．しかし，他の回答に栗（小布施町）やあん

ず（千曲市）など，他地域（隣接地域）の特徴が混入してきたことから推察すると，回答者は

須坂市という地域と資源の関係性を正確に捉えていたわけではない可能性がある．つまり】

受け手（消費者）は地域と資源の繋がりである地域ブランド知識に対しては，必ずしも正確

性を備えるとは限らず，特に市町村単位での地域ブランド・イメージは，よほどのことが

無い限り地域の範囲には厳密な区別等がないことを示唆していると考えられる．

第三の差異として】食資源に対する「価値観」にも違いがある可能性が指摘できる．調
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査①では食材・素材だけでなく，調味料や食についての記述量も比較的多く得られている．

これに対して調査②では，やや素材・食材に関する記述に偏りが見られた．このことはj

市外の人々は様々なカテゴリに対して地域性を求めているのに対して，市内の人々は「産

地」として何を提供・販売できるのかという点に意識が向かいがちである可能性を示して

いる．これは，後述する回答者の意識からも示唆されており，地域の食（料理）は，「家庭

で食べるもの，田舎の食べ物は売るものではない」という意識が根底にあるとも考えられ

る．

続いて，①～③の調査結果の分析から，特に地域の食（料理）資源を発根する上での調査

方法の最適性を密接関連性と周知性の観点から検討する．

調査①の分析結果から，自記式の市外対象の調査では，市民対象の調査②と比べて，地

域の食（料理）に対する意識も高い可能性が示された．しかし，実際に地域の食（料理）に関

して保有する地域ブランド知識については必ずしも具体性や正確性が高いわけではなく，

しかも周知が地域外に対しても一定量確立されたものでなければならないことが示唆さ

れていた．従って，自記式・市外対象による調査は，市町村単位よりも都道府県単位での

一定程度確立された資源を中心に∴認知度や理解度，また資源に対する態度や購買意向に

関するデータを取得することには有効であると考えられる．しかし，市町村レベルの地域

内に浸透している資源を発根する方法としては，必ずしも期待するようなデータが得られ

ない可能性が高い．実際，調査①の回答は，長野県・信州の食として密接関連性があると

判断はできそうだが，少なくとも現段階の抽象的な回答では，須坂市として密接関連性が

高いと主張することは難しい．また，それぞれの資源の周知性も十分に高く，既に県内外

に一定程度の認知が確立しているものであったと言える．

これに対して調査③の結果からは，地域の範囲が厳密に須坂市内に限られるわけではな

いが，ある程度須坂市域に固有の資源が報告されている．自記式・市民対象の調査②では，

市民は産地として提供できる素材・食材に意識が向きがちだったが∴調査③は他記式であ

ることが回答パタンに変化をもたらしたと考えられる．つまり，他記式の調査は，面接員

が質問の誘導や回答の主観的解釈をする危険性もあるが，それ以上にインタラクティブな

コミュニケーションが行われることが特徴であり，情報を深く掘り下げ，時に回答者自身

も意図しない情報を引き出す効果がある（中道，1997）．従って，市民の中に深く浸透した

資源を発掘するためには，他記式・市民対象の調査の方が期待する成果が得られやすいと

考えられる．

実際に，上記①～③の調査から抽出した食や食材のほとんどは，回答者が意識的に報告
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したものであるのに対して，調査③で報告された「やしょうま」や「にらせんべい」は】

住民側から意識的に地域の食資源として報告されたものではなくJインタビューの中で面

接具が取り上げたものであった．このことは，前述の富士宮やきそばや八戸せんべい汁も】

始めは地域の人々も認識できなかったということからも納得できる．「やしょうま」は，

主に行事食として位置づけられていたことが，日常的な食資源として意識に現れなかった

ようである．また，「にらせんべい」を食資源として認識していないとする最大の理由は，

市民に共通する感覚として「家庭で食べるものであり，人に食べさせるものではない」と

思っていたこと，他の食資源とは異なり，基本的に市内の飲食店・スーパーにおいて提供

されていないためであった．しかし，これらは市民であればほぼ100％の人が知っている

こと，元々米の採れなかった北信市域において，小麦を使う料理が生まれ，おやきと同様

に古くから食べられてきたものであることが報告された．

以上の結果から，地域のアイデンティティを体現できるような地域の食資源を発振する

上では，市民に対して面接法やインタビュー形式などの他記式調査を用いて，地域・人々

の中に深く浸透している情報を引き出すことが最も効率的であり】成果が得られる可能性

が高いと考えられる．こうした方法によって，引き出された地域の食資源は，地域の文化

などとの繋がりも深く，多くの市民にとっても共有・共感できるものである可能性が高い．

そのため，資源と地域の密接関連性や地域内における周知性も確保しやすいと考えられる．

5．7　追加調査

地域の食資源発掘において発掘の効率性や成功確率を考える上では，自記式調査よりも

面接法等の他記式調査を用いる方が，有効であることを指摘した．しかし，他記式調査に

は問題点も残る．

一般的に他記式調査における面接調査やインタビュー調査は，自記式調査である郵送調

査やインターネット調査と比較して時間や費用など様々な点で「コスト」がかかる．その

ため自記式調査と比較して，他記式調査は数量的なェビデンスを確保しにくい．本研究に

おいて調査③は，市民を対象とした地域資源の把握が目的であったため，挙げられた各資

源の須坂市内における周知性は，結果的にかなりの確率で保証されていたと考えられる．

しかし，他記式の調査対象者は市民30名程度であり，その回答をもって市域全体のこと

を論ずるのは説得力に欠けると考えられる．特に，資源の中には近年新たに取り組みが始

まったものも含まれており，実際に各資源がどの程度周知されているのかについては，事

実情報を同時に取得することが必要となる．
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本研究は，2次データを用いて分析を行ったため，周知性を客観的に評価するための情

報取得については，予め調査設計に反映させることができなかった．そこで，追加調査と

して調査③で示された地域の食資源について，自記式の質問紙（ウェブアンケート）調査を

行い，地域と食資源の密接関連性及び周知性についての妥当性を補強する一連の調査プロ

セスの検討を行った．

地域資源の選択

本研究では，地域の食資源の要件としては，地域の気候や風土，歴史・文化を背景に持

ち，地域に根ざしていることが重要であることを指摘した．この基準に従い，本研究で地

域の食資源として活用可能なものが得られているのかどうかを検討した．

他記式の市内向け調査③から得られた食には，昔から郷土食・家庭料理や伝統食として

食べられてきた「老舗型」と近年取り組みが始められた「開発型」の食の2つが混在して

いた．本研究では，老舗型を地域の歴史・文化を色濃く反映する有力な資源と定めたこと

から，老舗型に該当する食資源について，共同執筆者と共に再度インタビューを行い，検

討をおこなった．

検討の結果，地域の食として老舗型に該当する食は，「味噌すき井」，「やしょうま上「に

らせんべい」の3つが相当すると判断した．ただし，味噌すき井は既に取り組みが始まっ

ており，市内で提供されていること，やしょうまについてもお菓子（和菓子）屋さん等で既

に販売されていることや行事食要素が強いため対象から除いた．

にらせんべいに関する実態調査

【調査日的】　にらせんべいに関する認知度及び理解・経験を把握する

【調査対象】須坂市役所及び須坂市公認ポータルサイト，イベント参加者（※一部須坂市

民以外も含まれる）．

【調査方法】インターネット方式＋（※イベントのみ質問紙）

【実施時期】2010年3月中旬～末

【回収数】　151名
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表38：にらせんべいの認知度及び理解・経験）　N＝151

認知度　　　度数　醜

鱒？てし1拳1引　95

知らない　、自4　－5一

台計　　　149100

好意藍　　度数　％

壁も野を‥　軍‥旦し
やや好き　　66　46

やや嫌い　　4　　3

嫌い　　　　D O

合計　　　143　川口

食べた藤敬

重垂
ない

合計　　　　卜相　川0

いつから知っている　　度数　号も

就学前　　　　　　　97　67

小学校の墳　　　　　27　19

中学生の頃　　　　2、し

高校卒英銀　　　　　19　13

貴計　　　　　　　145　柑0

調査の結果から，須坂市域における「にらせんべい」の認知度は95％と極めて高く，

地域の多くの人が子どもの頃から食してきており，皆に愛されている地域食であることが

示された（表38）．

表39：にらせんべいの食べ方（複数回答）　N＝151

厚くふっ鴫
薄く細山と

カリッと揚げる

もちもちに蒸す

富の他

尭きき　　　　　　　　度数

フライパンサイズで大きく　　jD2
－ロサイズに小さく　　　　31

その他　　　　　　　　　　5

合計　　　　　　　　　13日

味柳平博吊　度数 いつ食べる　　　　度数

主食　　　　　　　27

おかず　　　　　　14

おやつ　　　　　114

お茶うけ　　　　　　21

潜のつまみ　　　　　5

小腹が空いた暗　　3一

その他　　　　　　1

合計　　　　　　　221

味付けや作り方についても，各家庭での工夫が凝らされており，最も多いのは地域の特

色である味噌を練り込み，ふっくらと大きめのサイズで焼き上げ，砂糖醤油で味付けをし

て食べていることが確認された．また，追加のインタビュー調査から示された通り，おや

つ・間食として食べることが最も多いことが示された．一方で，′夜食や酒のつまみとして

食されることは少ないことなども始めて示された（表39）．
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表40：にらせんべいについてのエピソード（抜粋）

お腹をへらして小学校から帰ってきて、おやつとして、よく母親に作ってもらいました。身近な畑にニラがある、夏、秋が主に

だったように思います。わざわざニラを買ってきて作るものではなかったように思います。おやきよりも、気軽で、身近な感じがしま

す。最近は、あまり食べる機会がなくなり、寂しいですね。
「おばあちゃんのにらせんべい大好き」孫（5才）は私の作るにらせんべいが何よりのたのしみとしています。

にらせんべいは家庭料理であり、それぞれの家庭で個性がある。みその入ったもの、薄く又は厚くふっくら焼き上げたものなど。

それぞれにみな美味しい。私は、ふっくらと焼き上げ、砂糖醤油でいただくのが定番です。

よく祖母が作ってくれ、おやつに祖父が食べていた。畑に持っていって仕事合間に食べていた。

家が農家で、家のまわり、畑のくろに丈の短いニラがわさわさと生えていた。それをふんだんに使ってにらせんべいを作っても

らった。今は核家族で、雑草以外生えない庭で、にらはスーパーから購入するもので、めっきり食べなくなりました。小さい頃、

単車姓を手伝って、畑でおこびれで食づた、＿太陽卯においと土の匂いの混じったにらせんづいが、なっかしい。
家の畑に自生しているニラを経っていた。須坂市では野生のニラが多く、昔は道端に生えているニラを採って来て使っていた。

結婚するまでは食べたことがなかったが、庭にニラがたくさんはえてしまって、どうやって食べたらわからなかったところ、義母が
ニラせんべいの作り方を教えてくれた。しかし、ニラせんべいよりも義母が作ってくれる「ニラのおやき」の方が我が家では好き

今は亡き母が昔よく作ってくれた

食事のときご飯が足りないときによく父が自慢げにニラ切るときの長さ生地の濃さなど話しながら焼き、焼き上がったところへソ一

声を塗り隼げて、香ばしさが懐かしい。　　　　　＿　＿　　　＿　　　＿　　　　　　　　　＿

長野県に嫁いでくるまで「にらせんべい」の存在を知りませんでした。名前を聞いただけでは、どのような食べ物か全く想像でき

ませんでしたが、夫に作ってもらい初めて食べた時は、とてもおいしく好きになりました。

父親は味噌味で、厚め、長野市出身の母親は醤油味、県内各地を異動していた叔母は“薄焼ぎ’と称して油沢山、にらも沢山
のせんべいで作る人の育った環境・地域によって特徴があった。

母がよく作ってくれました。私も家族に作ります。（こどもは喜んで食べてくれます日）

北信へ嫁いで、近所の方が作ってくださったのを戴いてからの付き合いです。時々、庭先ににらが生えてくると、思い出したように作ったり

幼い頃、母が働いていたので祖母がおやつに作ってくれた。大人になった今、“おやぎ’同様、とてもなっかしい、時々食べたくなる信州

（北信地方）のソウルフードだと思う∩素朴な田舎くさいところがいいn

須坂市域において，「にらせんべい」が広く一般家庭に普及したのは，「おやき」のよう

に作る際の技術や手間がかからない，「やしょうま」のように行事食ではなく，具材とす

る小麦粉やニラが地域で手に入り易かった（ニラは自生している）ことが，日常的な実用食

として位置づけられることに繋がったと思われる．そして，今でも多くの住民にとって，

自身の生まれ育ったルーツ，アイデンティティを確認する重要な資渡として位置づけられ

ていると考えられる（表40）．

従って，にらせんべいは，歴史的・資源的にも須坂市域と密接な関連性を持ち，地域内

においても圧倒的な周知性を兼ね備えている食資源であり，B級ご当地グルメとして，地

域のアイデンティティを体現する食として，地域づくりに十分利用可能なポテンシャルを

持つと言えるだろう．

以上の結果から，面接・インタビュー調査法などの他記式調査による発掘の補完として，

自記式のアンケート配付やウェブアンケートを組み合わせることで，より妥当性や信頼性

の高い結果が得られることが示された．地域の食資源発掘においては，他記式調査による

発掘と自記式調査による検証を組み合わせることがより有効な資源発掘方法となると言

えよう．
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5．8　追加分析考察

本研究では，地域活性化ツールである地域の食資源を発掘するための調査手法の検討を

行った．以下では，本研究の結果について総合的な考察を行う．

郵送法やインターネット調査などに代表される自記式の質問紙調査は】広く，多くの対

象者から様々な意見収集が可能であると考えられている．また，主に数量化によって結果

の妥当性（代表性）を確保するため，合意形成ツールとしても有効であると考えられている

［57］．

しかし，自記式調査は特定の顕在化した設問に対する評価や比較などについて，直感的

回答（知識や意識の表層部分の）データを取得することには優れるがj深い知識や潜在的な

意識について，回答を求めることは難しい．特に市外の調査対象から有効なデータが得ら

れるかどうかは，回答者がどの程度まで地域の情報を具体的に，正確に持っているか∴調

査にコミットメントしてくれるのかという動機付けにも影響を受けることが本研究から

も示されている．

また，市内の調査対象においては，地域のアイデンティティを表現するような食は，地

域の人々の中に深く浸透しているものであり，普段はほとんど意識が及ばない．それゆえ

に，改めて評価（顕在化）をするまでは，地域の人々にとっては，当たり前の存在あるいは

他の地域でも同様に食べられていると思われ，地域の独自性を持った食であると認識する

ことが困難になっていることが多い．

従って，新たに地域の食を発掘する手法として，いきなり自記式調査から始めることは，

市外・市民のいずれを対象とした調査であっても，効率性や効果の観点からあまり有効で

あるとは言えないだろう．

一方，面接・インタビュー形式による他記式調査では，地域のブランド化，地域活性化

のための地域の食資源として「にらせんべい」にスポットを当てるに至った．ただし，こ

の調査法による結果の違いは，単に自記であるか，他記であるかの表面的な違いによるも

のではない．回答者の顕在的意識に上ってくる情報だけに頼って機械的に情報を集めるだ

けであれば，多少の差異はあっても他記式調査の結果もアンケートと同様であって，求め

るべき地域の食は見つけることができないだろう．つまり，地域の人々との対話の中で，

積極的に地域食を「発掘」するための視点・行動を持って，インタラクティブなコミュニ

ケーションを取ることで初めて情報を引き出すことができ，発根する可能性が高まると言

えるのである．

これに加えて，インタビュー調査者は，客観的な視点，特に地域外の文化や生活の視点
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を持った者が行うことで，さらに発見の確率が高まると考えられる．前述のように地域の

食は，そこに暮らす人々にとっては，当たり前であり，特筆すべき存在ではなくなってし

まっているため，自らが発掘するのは困難である．その意味では，Uターン，Ⅰ・Jターン

の者達は調査者として有効であり，本調査に参加した学生らの目線も発掘の確率を高める

ことに繋がったと考えられる．

しかし，既に指摘したように他記式の調査にも問題はある．他記式調査は∴調査の実施

にあたって金銭的・時間的なコストが掛かるため，郵送調査やインターネット調査のよう

に数量的なェビデンスを確保することが難しい［57］．そのため，本研究では他記式調査

から食資源の候補（仮説）が見つかった時点で，追調査として対象の食資源に関する自記式

の質問紙（ウェブアンケート）調査を実施した．これにより，他記式調査で得られた食資源

の地域密接性や周知性に関する妥当性・信頼性を効率的に検証することができたと考えら

れる．従って，地域の食資源の発掘調査においては，資源の発掘・検証としてこの2つの

調査法を連続的に行うことが一層望ましいと考えられる．

ただし，地域の食資源として活用するために，アンケート結果を持って納得や合意形成

を進めるに際には，数量的な評価結果だけが重要でないことには注意が必要である．本当

に重要なのは，地域の文化として深く浸透していることであり，住民が納得できる・受け

入れられるかどうかである．それには，表40で示したような対象となる食資源に関して

市民が豊かなェピソードを持っているかどうかが重要であると考えられる．

5．9　第5章まとめ

本研究は，これまで暗黙的に行われてきた地域の食資源発掘に関して，食の持つ魅力や

効果について改めて情報を整理し】どのような食資源をどのような方法で発振すればよい

のかについて体系化を試みたものである．

その結果，地域のアイデンティティを体現する食として，地域と資源との密接関連性や

周知性の観点から資源を評価すべきこと，そのためには，第－に地域において人々の生

活・文化に深く浸透し，愛着を感じている資源を他記式のインタビュー調査等によって引

き出すことが重要であることを明らかにした．

一方，本研究は方法論上や実践研究の性質上いくつかの課題も抱えていた．最後にそれ

ら課題について触れておく．

本研究では∴須坂市で同時期に行われた3つの調査の中から地域の資源発掘に関わる質

問項目を共通設問と仮定して，地域の食資源に関する記述を抽出し，分析を行った．しか

し∴調査で得られるデータは，質問項目に強く影響を受ける．そのため，あまりにも限定
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的な設問によって故意に導き出すような設問であってはならず，一定の枠組みの中で，地

域の人々が自ら自由に想起できるような条件を用意することが必要となる．本研究の分析

対象とした設問項目は，いずれも食に限定していたものではなく，その意味では自由度の

高い設問であったことは望ましい部分もあったと考えられる．しかし，本来方法論の比較

を行う上では，全く同じ設問を比較検討としなければならない．今後の研究においては，

上記の設問設計上の課題に注意しながら，同一の設問条件によって本研究の成果について

改めて検証を行う必要がある．

もう一つの課題としては，本研究で地域の食資源とした「にらせんべい」が，果たして

地域ブランド資源として，地域活性化に有効に機能しうるかどうかを検証しなければなら

ないことである．資源が人々の支持を受けられるかどうか，積極的な参加が得られるかど

うかは∴活動の進め方以上にまずは資源に対する期待や魅力を感じることができるかどう

かに左右されると考えられる．

そこで，追加調査の最後の設問において，試みとして「今後，にらせんべいを活用した

地域ブランドづくり，地域活性化の活動があれば協力してみたいと思うか」を確認する設

問を設けた．協力する意志がある場合は，連絡先や氏名を記入することを求めた．通乱

質問紙調査において氏名や連絡先を記入することは，心理的な負荷が大きくあまり望まれ

ない．かつ，ここでの氏名・連絡先の記入は，自身のコミットメントを表明することであ

り，心理的なハードルも相当に高いと思われた．しかし，151名中，20名ほどから情報を

得ることができた．このことは，地域の人々にとっても可能性を感じられるものであるこ

とを示唆しているとも考えられる．

ただし，質問紙調査で得られる回答と現実の行動とにはしばしば帝離があることが知ら

れている．そのため，実際に資源を地域ブランド化する活動を行い，人々の参加・支援行

動からその妥当性を改めて検証することが必要になるだろう．

本研究では，地域の食資源を使った地域活性化において，資源そのものの魅力の重要性

を主張した．しかし，資源を確信した後には，資源を磨き上げる能力（ビルディング），資

源の維持管理（狭義のマネジメント）する能力が強く求められる．つまり，リサーチ（発

掘）・ビルディング・マネジメントの3つが有機的に繋がっていくことが重要であり，ど

れか1つだけが飛び抜けていても・欠けていても地域のブランド化，地域の活性化は進ま

ない［4］．今後は，本研究の知見を活かしながら，これら3つをどのようにつなげていく

ことができれば，最終的な地域の活性化に結びつけることができるのか，といった一連の

プロセスに対する研究も必要となるだろう．
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第6章

総括
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6　総括

6．1本章の位置づけ

本論文では，心理学分野の知見や実験手法をベースとして，消費者の地域ブランドに対

する認知プロセスを明らかにすることを目的に一連の研究をまとめてきた．本論文は，地

域ブランドの中でも食という限られた範囲を対象にしてきたことから，カテゴリを超えた

一般化可能性については今後の検討が必要不可欠な部分もある．しかし）現時点において

実践的な地域ブランディング活動を進める上では，意識すべき重要な知見も得られている

と考えられる．第6章では，各章ごとに内容を総括すると共に，実践的な地域ブランディ

ングの取り組みに対する提言や今後の研究の展望について述べる．

6．2　食の地域ブランドに対する消費者の地域ブランド認知に向けて

第1章のまとめと提言

第1章では，本論文で取りあげたブランド及び地域ブランドの概念整理をすると共に，

ブランドを取り巻く社会的な背景と現在の地域ブランド研究における課題を明らかにし

た．1章は，本論文の前提確認の位置づけではあるが，実践にとっても役立っ部分が含ま

れていると考える．

まず，本論文ではブランドとブランド連想を明確に分離し，前者を保持する集団を定義

づけるもの，後者を消費者が持つ記憶・印象として整理したと言える．

地域ブランドに取り組む主体は一企業ではなく，ある特産品や地域食であれば，実際に

製造・販売する当事者集団が中心的に関わり，観光や居住であればその対象となる空間に

含まれる存在が全て関わる必要性があることを定義づけた．もちろん，それぞれの集団の

中でコミットメントのレベルには違いがある［26］．しかし，企業のように契約的なっな

がりや主従関係がない集団だからこそ，包含される人々に当事者意識・それぞれの役割を

自覚させ，ある主の組織としての凝集性を高める必要がある．この点を改めて理解するこ

とが地域ブランドを進める第一歩になると考えられる．

また，それと同時に必要なのは，自分たちのブランドに対して消費者にどのような「ブ

ランド連想」を抱いて欲しいのかを明確化することが重要である．ブランドづくりの実践，

あるいは研究の最大の課題は，いざ，ブランドづくりに取り組もうとしても，人によって

ブランドの考え方，捉え方が異なるため話がかみ合わないことである．そのような状況で

は，消費者にはバラバラで拡散的なイメージが伝わることになる．消費者に伝えたいこと，

ブランドにつなげてほしい記憶要素を，具体的な言葉や絵，造形物，あるいは擬人化など
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を通じて「可視化・共有化」することが必要である．

このように，ブランドが本来所有者を明確するものであること，消費者はブランドに対

してブランド連想として印象や体験について記憶を結び付けていく存在であることにつ

いて，これから取り組む人々はもちろん，すでに取り組みを始めている人々にとっても今

一度確認してもらいたい．

第2章・第3章のまとめと提言

第2章と第3章では，共通する検討課題として，従来から暗黙的・経験的に前提とされ

てきた「地域ブランド効果」について確認を行った．いずれの章の実験結果からも一般的

に知名度が高いと認識されている地域ブランドは，商品に対する印象（安心感や風味の良

さなど）がポジティブに認知されること，好意的な態度や購買意図に対してもポジティブ

な罷知が得られることが改めて確認された．地域ブランドは，地方が独自に展開できる産

業政策［58上地域活性化の切り札［22］などと表現されるが，実際に取り組みが拡大して

いけば地域にとって直接的な経済効果を得ることは夢ではないことが確認されたと言え

よう．

第2章の特徴としては地域ブランド効果の検証に、消費者「関与」の視点を加えた点で

あった．我々はどのような対象でも同じように購買・消費判断をするのではなく，個人の

志向性や社会環境からの影響との交互作用を持ちながら暮らしている．従って】興味や関

心のある情報は注意して見たり，よく知識も蓄積したりするし，売り掛こ行って実際の価

格やポップに書かれた情報を見て判断を決めることもある．地域ブランドはこのような消

費者関与の諸状況に対しても頑健な存在なのか，あるいは影響をたぶんに受けやすいもの

なのかを検討した．

実験の結果は，地域ブランド効果の頑健性を概ね示しているものであり，地域ブランド

として知名度の高い商品は，個人の志向や環境からの影響があってもポジティブな認知や

態度を形成することが示された．一般にブランドを構築することは，価格競争に対してア

ドバンテージを持つことと言われている．しかし，本研究の結果に即して具体的に説明す

るならば，ブランドは単に価格プレミアムが提供されるというよりは，本研究の実験で示

されたように他の要因に影響を受けにくい安定性が得られる仕組みづくりと言えるだろ

う．いずにせよ，ブランドを確立することは安定的な経済活動を行うことにつながると考

えられるため，経営戦略にとってブランド戦略を取り入れることは有効であると言えるだ

ろう．

92



一方，知名度の低いブランドは，知名度を上げ，安定したブランド効果を得たいところ

である．その方法については単純に聞こえるようではあるが，自分たちのブランドが得ら

れた「他者評価」をPRする手法が改めて有効であることが本研究から示されたと言えよ

う．知名度の低いブランドにおいては，消費者は自己の中に判断基準を持っていない．そ

れ故に外部評価を参照しがちになると考えられる．従ってPR戦略においても，ありがち

な製品の機能がいかに優れているかを訴えるのではなく（たとえば，果物であれば糖度○

○など），限られた条件の結果だとしてもどのような形で評価を受け，認められているか

をRPすることが有効となる可能性がある（例えば，国際○○賞受賞，通販売上ランキング

No．1）．ただし，本研究の課題としては，広告関与については限定した1パタンを検証し

たに過ぎない．よりよい広告関与条件があるのかどうかについては，今後の様々なパタン

を検討する必要があるだろう．

第3章の特徴としては，地名付加の効果量を測定すること，また，地域ブランドに対す

る認知や態度の関連性をモデルとして検討した点である．第2章の研究では，知名度の相

対的な比較を前提としていたが，第3章の研究では地名の有無を統制し∴認知や態度の変

化を測定した．実験の結果から地域名の付加は∴認知・態度評価の促進と記憶（検索）の促

進をもたらすことが示された．この結果を解釈するならば，地名というある意味で公的な

存在の名前を付加することは，責任表示として機能し，安心感や信頼感を高めたと考える

ことができる．実際に，モデル分析においても地名の付加が，安心・信頼感に影響し，好

意度を上昇させたり，購買意欲を高めることが示された．ただし，本研究では，一定の知

名度がある地域ブランドを前提としていたために，知名度の低い組み合わせについて検証

を行っていない．また，食品という安全性や安心感を求められやすいカテゴリに限定して

いたため，特定カテゴリに固有の現象であることも考えられる．しかしながら，地名一商

品の連合強度の高低による群別分析をした結果，地名と商品の結びつきが強い場合の方が

地名付加の効果が強いことが分かった．このことから仮に知名度が低い地域ブランド商品

であってもある地域のイメージと商品のプロパティが親和性の高いものであれば，単純に

地名付加による地域ブランド効果が得られる可能性があると考えられる．このように，限

定的な条件であっても，その地域らしい商品であれば，新たに始める取り組みでも多少の

アドバンテージが得られるという知見が一般化できれば，多くの取り組みにとっては望ま

しい情報になるだろう．ただし，この議論に関しては，本研究結果はこれ以上言及するこ

とができないため，今後カテゴリや知名度の低い組み合わせで改めて検討を行う必要があ

る．
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第4章のまとめと提言

第4章では，目的や関連する情報から特定のブランドを探索・想起する際の情報処理（集

束連想）について検討を行った．第2章，第3章の研究を含め，従来の研究はブランド評

価に注目しがちであるため，購買場面でどのような連想が思い出せるかといった拡散連想

の測定が中心となっている．その意味では拡散連想は，地域ブランド商品の相対的な比較

が求められる場面においては重要となるが，一方で特定のブランドに深くコミットしても

らい，他を比較候補に入れないほど常に心の中にある絶対的なブランドをつくり上げるこ

とが，今後のブランド競争の中では重要となる．これをブランドのマインド・シェアと呼

ぶが，マインド・シェアの状況を測定する指標としてはブランド想起（収束連想）が重要と

なる．しかし，従来の限られたブランド想起の測定手法は，拡散連想との明確な分離がで

きていないなどの問題があった．そこで本章ではあらたにDRMパラダイムを応用して測

定法の開発も行った．

実験の結果，特定の地域に関連する情報を呈示した際に，それらと関連する地域との間

に強固な概念ネットワークを有していると，事前の学習段階では非呈示だった地域名や地

域の有力な資源名が誤って思い出されることが示された（虚記憶が発生した）．これにより

本研究で用いたDRMパラダイムは，ブランド想起を測定する手法として有効なツールの

1つとなりうることが示された．本研究では，分析対象としなかったがDRMパラダイムに

おいては，実験の組み方によっては判断時の反応速度等を測定することも可能であり，そ

れに基づいた概念ネットワークの距離や強度を測ることも可能である．

今後はこれを応用して自己のアイデンティティと地域ブランドの結び付きの強度を測っ

ていくことも一つの研究テーマになると考えられる．近年のブランド研究では，ブランド

を自己のアイデンティティ形成の一部と位置付けるような同一化アプローチについての

関心が高まっている［59］．地域ブランドではアイデンティティとの関連を実証的に研究

した事例は見られないが，本論文で紹介した「ひいき効果」のように普段は顕在的になん

とも思っていなくても，出身地や住んでいる地域に誇らしいことや悲しいことがあれば，

それは自己の意識にも影響する可能性は高い．このようにブランドは未だ進化する存在で

あり，引き続き様々な研究の展開が可能である．

第5章のまとめと提言

第5章では，送り手の視点から地域のブランド資源をどのように発掘・開発するかにつ

いて調査結果を基に検討を行った．これまで筆者は，地域ブランドに関する実践的な取り
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組みに携わってきた．その中には，一定程度の成功事例として地域の経済的活性化，交流人

口の増加に寄与する取り組みも行ってきたが，最も難しいのが何を地域ブランドの資源と

して取り上げ，推進するかであった．この問題に対して，成功事例のケース・スタディ研

究、また成功事例の仕掛け人との対話などをおこなってきたが，いずれも勘や暗黙的な経

験判断に基づくという回答が多く，ほとんど体系化されていない状況であった．

そこで，筆者は消費者の認知・情報処理の基礎研究と平行し，「消費者にとって地域との

結び付きが強いと認知できる（ストーリーが作れる）資源であり，かつ，地域の人々がこれ

ならばやれるかもしれない」と感じることができる資源を発掘するための手法の開発を試

みた．調査法の開発にあたっては，各種調査の2次分析を行い，地域ブランドにおいて重

要となると言われる「周知性」と「密接関連性」を備えた資源が発振しやすい調査法の検

討をおこなった．

分析の結果から，市街向け調査では現時点で外から見て際立った資源が把握できるが，

その記憶は抽象的であり（固有名詞よりもカテゴリ名など上地域の境界も消費者の中では

曖昧な状況であることが分かった（例えば，隣市の資源が混じるなど）．一方，市内向け調

査では全体的に個別具体的な資源が挙げられるものの，特定の思い入れが強く代表制に欠

くもの，いわゆる特産品に注目しがちな回答が多く見られた．ただし，市内向け調査の中

には自記式（自己記入の報告）と他記式（質問に回答し他者が記入）があったが，他記式の場

合においてインタビューアとの駆け引きによって本人が思いもよらない資源が引き出さ

れる可能性が高まることが示された．

また，本章の研究では実際に調査から発掘された食資源が本当に地域の人々にとって馴

染みがあるのか，ユニークな存在であるのかを追加調査によって確認した．調査の結果か

ら発掘した地域資源は地域に深く浸透するものであり，子供の頃から親しんでいるもので

あった．しかし，地域固有の資源としては認識されておらず，飲食店等でもほとんど提供

されていないことが明らかになった．この資源について地域興しの資源として活動をして

みたいかどうかを確認したところ，実名で参加してもよいと回答する者も得られた．

本研究に関しては，関係する人々とコンタクトを取り，実際の地域ブランドディングへと

発展させることを試みたが，現状では停滞している．最大の課題は地元で主体となって推進

するリーダーが確立できなかったことである．調査法としては本研究を通じて，地域外のイ

ンタビューアをベースとした調査の有効性と検証のための調査を組み合わせるというパ

タンが示されたが，いかによい資源が発掘されても推進する主体が伴わなければそれらを

活用することはできない．地域ブランド研究はこうした現実的な問題や様々な制約を加味
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して進めていかなければならない．現実に役立っ研究を進めて行く上では，基礎的な研究

と実践そのものをどのように対応させていくのかという】実体験を伴うマネジメントの研

究を追加しながら進めていくことが必要となるだろう．

6．3　結論

本論文の一連の研究結果から，一般的に多くの消費者が知名している地域ブランド商品

は，商品に対する認知（安心感や風味の印象）や態度（好意度や購買意向）が，ポジティブに

認知される「地域ブランド効果」が発生することが示された．また，知名度の高い強い地

域ブランドは，個人の指向性や売り場の環境要因などの影響に対しても安定して地域ブラ

ンド効果を持っことが可能であるが，知名度の低いブランドは，積極的に外部評価情報を

発信することで認知が高まる可能性が示された．加えて，地域名と商品の連合強度や親和性

が高いほど，安心感などの認知が促進され，購買意図を高まることが示されており，知名

度が低い場合は地域と商品の連合を促進する情報発信が有効となる可能性も示された．

また，我々は購買場面でブランド連想の広がりを利用する以外にも，特定の状況や目的

を最適なブランドに収束させるブランド想起を利用することもある．このブランド想起は，

従来の地域ブランド研究ではほとんど検証されてこなかった．本研究では，従来研究の課

題を踏まえ、新たにDRMパラダイムを用いた測定手法を開発した．実験からは手法の有効

性と共に地域資源と地名の間に強固な概念ネットワークがある場合，地域ブランドが想起

可能なことが示された．これら研究により，ブランド連想を拡散・収束の双方向から検証す

ることが可能になった．

一方，基礎研究と平行して，消費者の情報処理メカニズムに対応する地域資源をどのよ

うに発掘すべきかについても検討を行った．調査結果からは，外部の日を持ったインタビュ

ーアによる地域の生活・文化など地域アイデンティティと結びついた非顕在化した資源の

発掘が有効である可能性が示された．

これら研究結果を総括すると，既に一定の知名度が確立されたブランドでは，さらに消費

者との関係性を強めて第一想起の獲得（マインド・シェア拡大）を狙うことが必要である．一

方，新たな食の地域ブランディングにおいては，地元の人々が地域アイデンティティと同

一視可能な資源の発掘を行うと同時に，ブランディングの初期段階では地域と商品の連合

強度を高めるようなストーリーの発信と資源に対するユーザ評価を発信することが重要と

なる．こうした活動を継続することで当該の地域ブランド商品において，次第に安定した地

域ブランド効果が備わって行くと考えられる．
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議論をさせていただきました。お一人ずつお名前を挙げて感謝の意を記すことができない

こと大変心苦しいところではございますが、皆様方から受けた刺激は、研究を進める上で

の貴重な財産となりましたこと感謝申し上げます。

なお、研究活動費に関しては、科学研究費助成事業若手研究（B）課題番号：23730400（代

表：林帝人）のご支援も頂戴いたしました．ここに記して感謝の意を表します。

最後に、私が仕事と学位論文執筆の両立をこなすことができましたのは、職場の皆様の

ご理解・サポート無くしては不可能だったと存じます。信州大学産学官連携推進本部の皆

様、並びに所属する地域ブランドオフィスの皆様方に、心よりお礼申し上げます。そして、

三十路を過ぎてからの博士課程入学という新しいチャレンジを快く承諾し、どのような状

況においても応援してくれた素晴らしい妻、遊びたいのも必死に我慢してくれた子供達、

父や母、家族の皆に心から感謝すると共に、本学位論文の執筆を新しいスタートとして、

これからも研究や教育、社会連携活動等に蓮進することを皆様方にお約束し、謝辞とさせ

て頂きます。
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